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○午前９時３０分開会 

○新妻委員長  ただいまより、決算特別委員会を開きます。 

 それでは、令和５年度品川区一般会計歳入歳出決算を議題に供します。 

 本日の審査項目は、一般会計歳入歳出決算、歳出のうち、第４款衛生費および第５款産業経済費でご

ざいますので、ご了承願います。 

 これより、本日予定の審査項目の全てを一括してご説明願います。 

○大串会計管理者  おはようございます。本日もよろしくお願いいたします。 

 それでは第４款衛生費からご説明申し上げます。 

 決算書の２９２ページをお願いいたします。第４款衛生費は、予算現額１７８億２,０６６

万９,０００円、支出済額は１６７億２,０５４万１,４１５円で、執行率は９３.８％、支出済額は対前

年度マイナス２０億２,２４０万８,８２２円、１０.８％の減であります。減の主なものは、予防接種

費、感染症予防費であります。 

 １項保健衛生費の支出済額は、９３億８,１４５万２９９３円で、執行率は９２.３％であります。 

 １目健康推進費では、健康づくり支援事業費、休日・応急診療費、公害健康被害補償事業費、保健所

管理運営費などを支出いたしました。 

 ４枚おめくりいただきまして、３００ページでございます。２目母子保健費では、妊婦健康診査、母

子保健指導事業などを行いました。 

 次のページに参りまして、３目保健予防費では、各種予防接種、がん検診、こころの健康づくり事業

や感染症予防事業などを行いました。 

 続きまして、３０８ページでございます。４目生活衛生費では、衛生許可および監視指導などを行い

ました。 

 １枚おめくりいただきまして、３１０ページ下段でございます。２項環境費の支出済額は２０

億４,９７８万１,１８９円で、執行率は９４.９％であります。 

 １枚おめくりいただきまして、３１２ページでございます。１目環境対策費では、省エネルギー対策

事業、環境調査測定、環境学習交流施設の管理・運営などを行いました。 

 さらに１枚おめくりいただきまして、３１４ページでございます。２目リサイクル推進費では、古紙

などの資源回収、資源化センターの管理・運営、粗大ごみからのリユース事業などを行いました。 

 次のページに参りまして、３項清掃費の支出済額は５２億８,９３０万７,２３３円で、執行率

は９６.２％であります。 

 １目清掃費では、清掃事務所等施設管理、収集運搬作業などを行いました。 

 衛生費の説明は以上です。 

 続きまして、産業経済費をご説明いたします。 

 ２枚おめくりいただきまして、３２０ページをお願いいたします。第５款産業経済費は、予算現

額４８億３,３６８万３０００円、支出済額は３９億４,０３３万８,１６９円で、執行率は８１.５％、

対前年度２億５,２１６万１,６３３円、６.８％の増であります。増の主なものは、産業文化施設経費、

省エネルギー対策設備更新助成金であります。 

 １項産業経済費では、中小企業振興といたしまして、産業連携推進事業や創業支援センター等の運営、

販路拡大支援事業、商店街振興といたしまして、商店街にぎわい創出事業、商店街活性化推進事業、共

通商品券普及促進事業を行うほか、消費者啓発事業などを行いました。 
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○新妻委員長  以上で、本日の審査項目の全ての説明が終わりました。 

 質疑に入ります前に、今現在、３１名の方の通告を頂いております。 

 これより質疑に入ります。 

 ご発言願います。えのした正人委員。 

○えのした委員  本日も１日、どうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは、３３１ページのホリデー・トレーニング事業助成、３２９ページ、省エネルギー対策設備

更新助成金についてお伺いいたします。 

 令和５年度は、５月に新型コロナが５類に移行し、ようやく社会活動が正常化に向け、動き出しまし

た。コロナ禍の期間の商店街のイベントに対する東京都や品川区の支援内容を改めてご説明いただくの

と併せて、一番落ち込んだ令和２年度と前年度、令和５年度との比較を教えてください。 

○小林地域産業振興課長  ただいま、品川区の商店街のイベント支援、ホリデー・トレーニングのこ

とも含めてということでございますけれども、まずイベント支援というところでございます。こちらに

つきましては、東京都が３分の１、区が３分の１、商店街が３分の１ということで、これは１００万円

以上のイベントになるのですけれども、１商店街当たり上限３００万円という支援制度がございます。

今、委員がご指摘のとおり、令和２年度がコロナ期間中ということで、イベントの件数がやはり下がり

まして、年間１４件まで下がったところでございます。その後、令和３年、令和４年と、少しずつ上

がっていきまして、令和５年度は３１件まで戻っておりまして、令和６年度はさらにもう少し、４０件

を超えるぐらいまでいくのかというところで、予算上は計画しているところでございます。 

○えのした委員  令和５年度は３１件まで戻ったということで、本当に商店街のイベントの数が戻っ

てきたことはよいことだと考えております。 

 森澤区長にもお越しいただいて、地元の人気料理人の笠原将弘シェフにもご協力いただいた、武蔵小

山のたけのこ祭りや、大井どんたく、あと先日、私も、しながわ宿場まつりにお伺いいたしました。地

域ににぎわいが戻ってきたことを実感しておるところであります。 

 品川区内の商店街では、先ほどの東京都の助成金も入る大きなイベント以外に、小規模なイベントで

も支援が行われているホリデー・トレーニング事業になりますが、この支援の内容と意味合いについて

ご説明をお願いいたします。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご質問のありましたホリデー・トレーニング事業でございます。 

 こちらは、先ほど申し上げた都の補助金が入るものとは違いまして、区の単独助成で行っているイベ

ント支援でございます。１商店街当たり３０万円が上限額となっておりまして、補助率が３分の２まで

です。令和５年度は１７件の支援でございます。 

 こちらは、事業名にも意味合いが含まれているのですけれども、商店街でイベントをやっていただく

というにぎわい創出に加えまして、イベントを通じて、そのイベントを行うための人材育成、トレーニ

ングの部分を目的とした事業でございます。商店街の中で、次世代の担い手の方たちがこういったイベ

ントを自主的にいろいろ企画実施するということを通じまして、商店街活動の活性化ということを狙い

としている事業でございます。 

○えのした委員  このホリデー・トレーニング事業は区の単独事業ということで、非常に評価してお

り、商店街支援に感謝を申し上げます。 

 商店街が今後もにぎわい創出の核となって地域コミュニティの中で存在感を発揮していくためには、

商店街が主体となった活動が一つでも多く増えていくことが望ましく、経済的な役割だけにとどまらな



－6－ 

いと考えております。 

 ご近所の身近な買物先として、ふだんから区民の皆さんとの接点が多い商店街の特徴を活かした、地

域の中での新しい役割も期待できるのではないでしょうか。先月９月２９日に戸越銀座商店街で、まち

なか防災訓練が実施されました。前回、私も視察に伺いましたが、このような活動を通じて、商店街が

地域の町会・自治会、企業、ＮＰＯ、そして学生の皆さんとつながりができることはとてもよいことだ

と思っております。従来のイベント支援やホリデー・トレーニング支援などに加え、商店街の新しい役

割に即した区からの支援も進むと、地域にとって非常にプラスになると考えますが、区としてのご見解

をお伺いいたします。 

○小林地域産業振興課長  ただいま委員からお話のありました戸越銀座で、９月２９日にまちなか防

災訓練という取組が行われております。こちらは、商店街と地域、大学生、あるいは企業、ＮＰＯ的な

ところも含めて、様々な団体が関わったイベントでございます。商店街がこうした経済的な側面だけで

なく、防災のような地域課題の解決に積極的に関わり、また地域の皆様の信頼を高めることは、地域活

性化に非常につながると思っております。この取組は、今年３月に消防庁長官賞、あるいは９月には内

閣総理大臣表彰を受けたすばらしい取組だと評価しております。こうした新しい活動が進むことを区と

しても評価しておりまして、こういったところも含めて、今後、商店街の新しい役割に、区が何か支援

できないかということを考えてまいりたいと思います。 

○えのした委員  内閣総理大臣表彰、大変すばらしいと思います。 

 本当に経済的な側面だけではなく、今回は防災でしたが、地域の課題の解決に商店街が積極的に関

わって、地域の皆さんと信頼を高めることは、まさに地域活性化につながると考えております。こうし

た新しい活動が進むことを、区としても評価していただいて、ぜひ今後とも支援の拡充をよろしくお願

いしたいと思います。 

 続けて、商店街に対する物価高騰支援について、物価高騰が長期化し、電気・ガス代も前年度から大

きく上がっており、総務省が９月２０日に公表した消費者物価指数は前年同月比で２.８％上昇、電気

代は、政府の支援策が一旦終了した影響もあり、２６.２％も上がっております。商店街、特に飲食店

の皆さんは、電気代の上昇は経営に直結する問題です。区ではこうした事態を踏まえ、９月の議会に物

価高騰対策の補正予算案を提案されていますが、その内容と狙いをお伺いいたします。 

○小林地域産業振興課長  物価エネルギー価格の高騰というのが、商店街、飲食店の皆さんに非常に

大きな影響を与えていると我々も認識しております。 

 今、９月補正予算として、省エネルギー対策・業務改善設備更新助成金、予算額でいきますと１

億６０２万３,０００円でございますけれども、こちらを提案する中で、電気代あるいはガス代の将来

的な削減に資するような設備更新を、前年度に引き続き助成するものでございます。令和５年度でいき

ますと、この中で飲食業からの申請というのがやはり多くて、省エネの効果があるような冷凍・冷蔵庫

等の厨房設備・調理機械などへの更新が非常に進んだと認識しております。また、今回、補正予算の中

で提案している助成金につきましては、企業の業務改善・業務効率化も狙いとしておりまして、例えば

新紙幣の対応券売機も本助成金の対象とする予定としております。 

○えのした委員  本当に地域でも飲食業が増えてきていると実感しております。地元の武蔵小山でも、

ラーメン激戦区ということで、ラーメン店が非常に増えております。 

 新紙幣対応の券売機も大切な支援だと考えております。先日、ラーメン屋にお伺いしたときに、私は

新紙幣しかなくて券売機が使えずに、お店の方に両替をしていただきました。なかなか両替をするのも、
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お話を伺ったところ、毎日毎朝のことで、銀行への両替業務も大変だということでした。旧紙幣しか使

えないと、お客様にもご迷惑がかかりますし、また店舗側にも、先ほどの話のように負担がかかると思

います。この際に、例えばキャッシュレス対応の券売機に更新する、とてもよい機会になるとも考えて

おります。 

 物価高騰はまだまだ当面続くと見られておりますが、補正予算などを通して、引き続き機動的な柔軟

な区の支援をお願いして、私からの質問を終了させていただきます。ありがとうございました。 

○新妻委員長  次に、ゆきた委員。 

○ゆきた委員  私からは、３０９ページの猫の不妊・去勢手術費助成、また２９７ページのＡＥＤ管

理費から、それぞれお伺いしたいと思います。 

 まず初めに、猫の不妊・去勢手術費助成についてお伺いさせていただきます。今年度４月から、猫の

不妊・去勢手術費助成が、モデル地域並みにチームを別世帯３名でも組めるようになり、病院によって

は１０分の１０の助成が受けられることにもなりました。また、手厚い助成で、猫を捕獲した後のタク

シーの往復の料金についても一部助成が受けられて、地域のボランティアの方からは、大変に金銭的な

負担軽減ができたというお声を聞いております。 

 まず、品川区地域猫活動協力チームの実績について教えてください。 

○赤木生活衛生課長  委員からご質問いただきました地域猫活動のうち、協力員に関する実績でござ

いますけれども、今、現状としまして、申請していただいているチームとしましては、１チームになり

ます。そのほか、２件ほど、今、協力員として活動できないかどうかについて相談を受けているところ

でございます。 

○ゆきた委員  １件のチームと、今、２件が見えているということで、事業開始から約半年というこ

とで、区民への浸透がまだ十分ではないかと思いますが、こちらについての分析と、あと今後の展開に

ついてお聞きできればと思います。 

○赤木生活衛生課長  協力員チーム制度の周知に関するご質問かと思います。 

 こちらの周知につきましては、本年の６月に全町会長宛てに、事業の概要を記した文書を送付させて

いただくとともに、希望がございました町会長に個別にご説明をさせていただきに、町会長会議にお伺

いしているところでございます。 

 そのほか、委員がご指摘のとおり、まだまだ周知が足りていない部分というのもございますので、今

後、そういった制度につきまして、個別の相談はもちろんですけれども、広く周知を図っていきたいと

考えております。 

○ゆきた委員  ぜひ、さらなる広報の周知についてお願いできればと思います。 

 品川区地域猫活動協力チームの事業について、私も品川区のホームページで見させていただきました。

ボランティア自体が高齢化していますので、より一層、今お話のあった様々な広報について進めていた

だければと思います。 

 今年の７月から、地域では、西大井一丁目、大井三丁目、大井五丁目の大井周辺では、猫による被害

と猫の異常な繁殖を聞いています。その中の一部の地域には、集中して５０匹以上の猫がいるとも聞い

ています。ボランティアをしている中核の方からのお話によると、この熱帯夜の中、猫は夜行性なので、

連日深夜に捕獲活動をされ、約２か月間にわたり２０匹の猫を捕獲し、不妊・去勢手術されました。私

はこのボランティアの方へ直接、今年度から始まったチームの協力員制度の事業について紹介させても

らい、登録してもらいました。また、助成金については、申請後に資金が出されるため、負担がかなり



－8－ 

大きいともお聞きしています。不妊・去勢手術は、現金で動物病院に支払い、申請後の約１か月半後に

支給となりますが、現場では一匹、二匹の話ではないため、改善を求める声が上がっています。 

 横浜市や川崎市では、助成額から差し引いた金額を病院に支払っています。また、品川区では捕獲し

てから３０日以内の申請となっていますが、捕獲と並行しながらリリースする猫や、治療後に譲渡でき

る猫１０匹前後で行っていると、手続が短いとの現場の声があり、せめて６０日の申請にはできないで

しょうかというお話もあります。こういった声は区に届いているのか。また、異常繁殖している猫の件

について区は認識しているのか。この点についてお聞きできればと思います。 

○赤木生活衛生課長  ただいま、２点ほどご質問を頂いたかと思います。 

 まず、費用の部分について、手術費の助成についてでございますけれども、こちらにつきましては、

今現状としては、委員のご指摘のとおり、３０日以内のご申請というところでお願いしているところで、

ご負担をおかけしているというところは区としても認識しております。 

 今後の在り方につきましてですけれども、他自治体の動向も含めまして、在り方については引き続き

検討してまいりたいと思っております。 

 続きまして、大井三丁目であったり、先ほどおっしゃっていた西大井一丁目、あと大井五丁目におけ

る猫の異常繁殖についてでございますけれども、こちらにつきましても直接、区民の方からのお声など

といったところで、その状況については把握しております。 

 協力員チームにつきまして、先ほどお伝えした１チームにつきましてですけれども、まさしく大井三

丁目で活動していただいている協力員チームとなっておりまして、ボランティアの方を中心にやってい

ただいているというところは認識しているところでございます。 

○ゆきた委員  もろもろ検討していただければと思います。 

 また、このボランティアの方が捕獲した雌猫２匹は、おなかに５匹の猫をそれぞれ妊娠していたとの

ことで、１０匹の猫の出産を阻止できたとのことですが、猫の繁殖力は強く、５０匹以上いる猫の約半

数が、雌猫が５匹前後の猫を出産していくと、増え続けていく猫を食い止めることができない状況にな

ります。ボランティアの高齢化もあり、この中核の方からも、体力的にも今回で活動を最後にすると聞

いています。現在、猫の繁殖が、ボランティアや区の周知により、ここまで抑えられていますが、さら

なる対策が必要であると思われますが、こちらについて改めてお聞きできればと思います。 

○赤木生活衛生課長  地域猫活動における課題というところでございますけれども、現状、委員のご

指摘のとおり、ボランティアの方が高齢化しているであったり、担い手の不足というところが、こちら

としても課題と考えております。こちらにつきましては、新たな担い手の発掘を目的としまして、猫の

講習会というところで、来月、１１月にまず実施させていただきますけれども、そういった講習会を通

じまして、新たな地域猫活動の担い手というのを発掘させていただきつつ、引き続き地域猫活動につい

て周知・啓発を図ってまいりたいと思います。 

○ゆきた委員  さらに、より一歩踏み込んだ対策をお願いしたいと思います。 

 ２００７年から品川区の猫問題を知り、携わっている品川区の獣医師によると、７月妊娠、１０月妊

娠はまだ少ないほうであるとお聞きしました。問題は、来年の３月妊娠が一斉に出産となる４月が、こ

のままの状態となると、１つの町会だけではなく、周辺の町会にもまたがって倍増していくと伺ってい

ます。先ほども、理事者の方から、様々対策を取られているとお聞きしましたが、問題は餌やりについ

てルールを守らずに、不妊・去勢手術をしていない猫に餌やりをする方、また不幸な猫が増えると理解

しながらも餌やりをする方がいることだと思われます。捕獲についても、不妊・去勢手術がされていな
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い猫に餌を与えてしまう方がいると、わなをかけてもおなかがいっぱいになっていて、わなに入ろうと

しなくなり捕獲が進まないと、ボランティアの方からも、獣医師の方からも聞いています。異常な事態

になっている際、保健所が介入しての指導、または、町会と無責任な餌やりをされている方との話合い

ができるように、保健所が橋渡し役となっていく必要があると思われますが、改めて区の見解をお聞き

したいと思います。 

○赤木生活衛生課長  不妊・去勢手術をしていない猫に対する餌やりに関するご質問かと思います。 

 こちらにつきまして、区としましても実情、区民の方からのお声やご相談を受けまして、個別にそう

いった餌やりをされている方や現場にお伺いさせていただきまして、お話をさせていただいております。

そういった中で、不適切な、例えばですけれども置き餌、餌を置きっ放しにしている状況ということに

なりますと、猫だけではなくて、その他の害虫の発生や、公衆衛生のところに危害を及ぼす可能性もあ

りますので、そういったところを含めまして、そういったことをしないようにというところで、お話を

させていただいているところでございます。 

○新妻委員長  次に、山本委員。 

○山本委員  本日もどうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは、３２３ページのＩＴスタートアップ支援事業、３２７ページの雇用確保支援事業、３２９

ページの外国人材受入・定着支援事業、商店街活性化事業費、３３１ページの共通商品券普及促進事業

について伺います。 

 まず、商店街活性化事業費に関連し、この６月に行われた総額５億円のキャッシュレス決済ポイント

還元事業について伺います。本件は、今年の予算特別委員会の総括質疑で質問させていただきましたが、

実施後、全体の実績と、キャッシュレス事業者別の利用割合をお教えください。それから、ポイント還

元の利用者について、把握できる範囲で、区民と区民以外の利用者割合についてもお教えください。 

○小林地域産業振興課長  ただいま、６月に実施しましたキャッシュレス決済ポイント還元事業につ

いてお尋ねがございました。 

 まず実績というところでございます。６月１日から３０日に実施いたしました。総額として５.３億

円という実績でございます。また、各キャッシュレス・ペイメント別の利用実績ということですけれど

も、ＰａｙＰａｙが８割です。楽天ペイ、ドコモが８％ずつ、ａｕＰＡＹが４％という形になってござ

います。また、区民か区民でないかというところでございます。こちらは、各ペイメント会社で本人確

認がどこまでできているかという部分でございますけれども、現在、我々が把握しているところでは、

これは前回実施したキャッシュレス事業と、データとしてはほぼ同じなのですが、ａｕＰＡＹ、楽天ペ

イが、区民割合が約４割、ｄ払いが約５割ということでございます。 

○山本委員  区民利用が４割から５割ということで理解いたしました。 

 本事業の目的が、区内経済の活性化と区民のための物価高対策の両方であるとすると、やはり多くの

区民の方に利用していただいたほうがよいと考えます。利用者アンケートや満足度確認の実施有無、区

としての評価、今後の実施予定についてお教えください。 

○小林地域産業振興課長  アンケート等の実施をしているかということでございますけれども、こち

らについては特段、アンケートというのは実施してございません。ただ、この実績の中で、商店街、中

小店舗から、やはりこちらについて売上げ増につながったというお声を頂いているところでございます。 

 また今後、課題として我々が考えているのは、前回６,０００店舗で、令和６年度６月は８,０００店

舗に近いような店舗数でやっておりましたけれども、こちらについて、さらなるキャッシュレスの利用
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拡大という点からは、店舗の拡大がさらに進むことが望ましいと認識してございます。 

○山本委員  理解いたしました。 

 利用者の方からの感想で、ポイント還元をやっている店舗が分かりにくいとの声を聞きました。もし

次回、実施する際には、利用店舗の一覧を作成するなど、改善をお願いしたいと思います。 

 また、やはり利用者アンケート等はできたほうがよいと考えます。繰り返しとなりますが、より多く

の区民の方々に利用されることがふさわしいのではないかと考えます。後ほどの話につながりますが、

デジタル商品券、デジタル地域通貨など、より有効で効果的な手段を検討していくことを引き続き要望

します。 

 なお、今回の委託費用は、この１回で約５,８００万円かかっています。もし今後、本事業を続ける

となれば、委託費用相当でデジタル地域通貨等のシステム構築の初期投資も賄えると考えます。先々を

見据えた計画的な施策検討を望みます。 

 次に、共通商品券普及促進事業について伺います。今年度、デジタル商品券に関する調査費用２４２

万円が予算化されておりますが、現在の検討状況についてお聞かせください。 

○栗原創業・スタートアップ支援担当課長  今ご質問いただきましたデジタル商品券検討の進捗でご

ざいますけれども、上半期につきましては、デジタル地域通貨およびデジタル商品券を実施している先

行自治体の複数の事例を調査したところでございます。 

○山本委員  現在の検討状況について理解いたしました。 

 この後ご質問させていただく、東京都が進めるデジタル地域通貨Tokyo Tokyo Point（仮称）、略し

てＴＴＰと申し上げますが、このＴＴＰとの兼ね合いもありますので、なかなか見通しにくいところで

すが、区としてのデジタル商品券の導入に対する今後の見通しおよび、課題があれば課題をお教えくだ

さい。 

○栗原創業・スタートアップ支援担当課長  デジタル商品券についての課題でございますけれども、

まずはその初期投資や、毎年度運営していくに当たるランニングコスト、それからデジタルデバイド対

策などを課題として考えております。 

 それから、今、委員からお話がありましたＴＴＰとの関係もあろうかと思っておりますので、そう

いった課題を含めて検討していくところでございます。 

○山本委員  理解いたしました。ありがとうございます。 

 課題を解決し、今年度の調査を活かして導入できるよう、前向きなご検討をお願いいたします。また、

導入に当たっては、今後の利用拡大の可能性を踏まえ、デジタル地域通貨への発展ができる仕様で選定

を進めることを要望いたします。 

 次に、ＴＴＰについて伺います。今年の予算特別委員会でもご説明いたしましたが、ＴＴＰとは、都

が進めるデジタル地域通貨プラットフォームです。専用アプリ、ＱＲコードを用いて、飲食店やスー

パーといった都内加盟店でポイントをためたり使ったりでき、民間事業者のＱＲコード決済と連動した

使用を想定し、付与されたポイントを使える範囲については、イベントを行う自治体が設定できる機能

が付与されるとのことでした。 

 我々、しながわ未来は、今年７月に東京都に伺い、ＴＴＰについて勉強会を開催いただき、理解を深

めてまいりました。このＴＴＰに関して、都からの説明状況および現在の区の検討状況についてお教え

ください。 

○横田デジタル推進課長  本年７月に都主催の説明会があったほか、８月に都と品川区で意見交換を
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行いました。その際に都から、多くの方が利用している民間ＱＲコード決済のスキームを利用して、社

会的意義のある活動に参加した方にポイントを付与して、都内利用店舗で利用できるようにすること、

都内自治体と効果的に連携できるアプリとして段階的に構築する旨の話は聞いておりますが、具体的な

区への通知等が現時点では届いておりませんので、詳細は分からないような状況であります。 

○山本委員  状況を承知いたしました。 

 少し、私どもが理解している、説明を受けたところを補足させていただきますと、東京都として考え

ているのは、このサービス開始は、今年度は東京都のみがポイントを付与できる仕組みでスタートする

ということでした。そして、来年度以降、基礎自治体のポイント付与ができる仕組みに更新するという

ことで聞いております。 

 ということで、今年３月の時点では、今年度中に開始され、そのときから区がポイントを付与できる

仕組みを想定しておりましたが、今回の都の説明により、区が独自でポイントを付与し、区の施策で活

用できるようになるのは令和７年度以降ということで、導入の時間軸が１年延びました。予算の確保と

執行を考えると、現実的にはここから１年半以上延びるということかと理解しております。 

 ＴＴＰを活用すれば、事業スキームの構築や運用手法、コスト等の大部分の課題が解決でき、さらに

大手キャッシュレス決済事業者と連動して使えるとすれば、利用者メリットも多く、健康ポイントをは

じめとする区の施策と連動させるには都合がよいと考えておりましたが、結構な時間がかかります。ま

た、都の説明を聞いて感じましたが、実際、都のプラットフォームに基礎自治体が相乗りする仕組みを

つくるに当たっては、結構な難しさがあると感じました。例えば、都のポイントと区のポイントの使い

分けをする場合、アプリの使いやすさはどうなのかという具合です。利用できる区が複数となると、さ

らに複雑になります。ポイント付与の対象をどのようなサービスとするかによっても異なります。それ

ぞれの基礎自治体の要望をどこまで組み込むことができるのか。考えてみると、結構様々論点があるこ

とが分かってきました。 

 どのような設計になるのかは現状ではまだ分かっていない状況ですが、区としてできることは、区の

要望を都に前広に伝えた上で、今後の都の動向を見守ることと考えます。これまでも申し上げてきまし

たが、防災訓練の参加や各種アンケートの実施など、行政施策の効率化・効果最大化を図るため、

ＴＴＰや区独自のデジタル地域通貨はとても有効であると考えます。現在の状況においては、ＴＴＰと

区独自のデジタル地域通貨の両にらみで進めることが得策であると考えますが、この点、詳しくはまた

の機会に説明させていただきます。 

 次に、ＩＴスタートアップ支援事業の中で、品川スタートアップ・エコシステムについて伺いま

す。８月５日に開催されたキックオフイベントに参加させていただき、とても刺激を受けました。概要

と目的、現在の企業の参加状況などについてお聞かせください。 

○栗原創業・スタートアップ支援担当課長  今年度、構築を目指すスタートアップ・エコシステムに

関する概要でございます。 

 こちらにつきましては、スタートアップの事業成長を加速するために、区内の大手企業、中小企業、

それから金融機関や研究機関といった様々なステークホルダーに参画いただいて、スタートアップの成

長を支援していくといった枠組みでございます。 

 目的につきましては主に３つ考えてございまして、１つは、将来雇用を創出するような、スケールす

る企業を増やしていくということと、２点目につきましては、スタートアップや女性、それから学生な

ど、いろいろな方々が起業にチャレンジできる、そういった文化の醸成を図っていくことでございます。
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また３点目につきましては、そういったスタートアップのサービスを通して、区民の生活が豊かになっ

たり、あるいはスタートアップが品川区に来ると、例えば競合が生まれやすい、自分のプロダクトを世

に出しやすいといったところでの、産業のまちの魅力の向上を図っていくといったところでございます。 

 現在の企業の参加状況につきましては、直近では７８社の企業にご参画いただいているところでござ

います。 

○山本委員  とてもよい取組であると考えます。スタートアップ企業が大きく成長しても、区が税収

で直接大きく潤うということではないですが、課長のおっしゃる効果も大きいと考えます。個人的には、

チャレンジ心の醸成にとても共感いたします。 

 せっかくなので、スタートアップ・エコシステムが品川区にとって一層メリットのある仕組みとなっ

たらよいと考えます。区の行政サービスの向上、業務効率化など、品川区に貢献する仕組みに関するコ

ンテストを開催し、よければ実証実験で積極的に採用する仕組みをつくってはいかがでしょうか。区の

考えを伺います。 

○栗原創業・スタートアップ支援担当課長  今年度につきましては、スタートアップ・エコシステム

の参画者を獲得するということに注力しているところでございますけれども、庁内とも連携しまして、

例えば品川区が実施するウェルビーイング・ＳＤＧｓ推進ファンドに、こういったスタートアップを紹

介して応募していただいて、行政課題の解決への貢献の場を提供したりといった取組をしているところ

でございます。 

 今後、エコシステムにおいても、参画者同士のマッチングや、パートナー企業のほうで、ぜひ自分た

ちのフィールドを実証実験の場で活用してくださいといった声も聞かれていますので、そういったとこ

ろでの実証実験などのつなぎを図っていきたいと考えているところでございます。 

○山本委員  ぜひ庁内でも連携していただきつつ、この仕組みの中でも多くの区内企業を巻き込み、

進めてほしいと思います。ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

 次に、雇用確保支援事業について伺います。昨日の民生費でのお話と同様ですが、奨学金返済負担の

軽減と、区内中小企業の人材確保を両立させる方法が有効ではないかと考えました。１０月２日の日経

新聞によれば、２０２１年４月に、企業が日本学生支援機構に直接返済する奨学金返済支援制度が新設

されて、風向きが変わりつつあるとあります。新制度では、企業が直接、日本学生支援機構などの奨学

金債権を基に返済金を送金できるようになったのです。支援金は課税対象ではなくなり、一定の要件を

満たせれば、法人税の税額控除の適用が受けられるとのことです。こうした利点が企業の間で広ま

り、２０２１年４月末に６５社だった導入企業は、２０２３年８月末時点で１,０４９社まで増え、足

元では毎月５０社から７０社ほどのペースで増加しているといいます。 

 奨学金のある社員の負担軽減。地元中小企業の人材確保。行政としては地元経済の下支えができる。

まさに三方よし。とてもよい枠組みであると考えます。これはよいと思い、調べたところ、介護事業と

同様、こちらも東京都で同様の仕組みがあり、しかも品川区が補助を上乗せする制度があることが分か

りました。本制度の概要と利用実績をお教えください。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご指摘いただいた事業でございますけれども、東京都、具体的に

は東京しごと財団の事業でございますけれども、雇用環境整備事業の一環として、中小企業、建設業や

ＩＴ、ものづくりといった企業に対して、大学生等が奨学金の返還費用を返す際の一部を助成する事業

というのを実施しているところでございます。 

 こちらにつきましては、今、区内の企業の中で、これは令和５年度から品川区としては上乗せ助成を
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始めた事業でございますけれども、まずこれは登録という段階が必要でございますが、６社が今、登録

しておりまして、実際にこの中で情報サービス業のある企業につきましては、今年度、３名の方に対し

て、この事業を使って奨学金の返済も行っていただきつつ、区内の企業でも働いていただくというよう

な仕組みが動いているところでございます。 

○山本委員  利用されているということで、とてもすばらしいと思います。一方で、あまり利用が多

くないということですが、課題は何と考えますでしょうか。 

○小林地域産業振興課長  先ほどご説明したとおり、本事業は東京都の助成事業ということでござい

ますので、品川区はそこに上乗せをしているというところでございますけれども、やはり東京都全体で

使える企業であるということ。また、学生の方たちの希望を見ると、この事業は中小企業を対象とした

ものではございますが、やはり大企業にというところで、雇用条件のよりよいところにというところ

も１つ、我々の課題なのではないかと考えております。また、そういう取組を見ながら、我々として何

か改善できるところはないかということは考えていきたいと思っております。 

○山本委員  課題について理解いたしました。 

 全国的に利用が伸びていることを考えると、知ってもらうことが利用の第一歩であると考えます。

せっかくの制度ですので、より多く利用してもらうため、いま一度、区内中小企業事業者の皆様に幅広

い周知をお願いいたします。また、助成額の拡大の検討も要望し、次の質問に進みます。 

 次に、外国人材受入・定着支援事業について伺います。ある地元の事業者の方から、人材不足の件で

ご相談を頂きました。地元品川区の多くの中小企業が人手不足で困っており、このままだと人手不足が

原因で倒産がどんどん増えていき、地元品川区の経済が立ち行かなくなるという危機感があるとのこと

でした。これを防ぐには人材不足を早急に解決する必要があり、それには外国人労働者の方々しかいな

いとの結論に至りました。 

 しかし、現実には外国人労働者に働いていただくに当たってのハードルが様々あります。このハード

ルを解消して、外国人労働者が地元品川区の多くの企業で働きやすい環境を整え、働き続けてもらうこ

とが、地元品川区の経済を支えていくために必要であると考えます。ついては、以下、幾つか提案いた

します。 

 １つ目は、外国人労働者の就労ビザの取得や延長に関し、区内行政書士の皆様との包括的な連携の枠

組みの創設です。外国人労働者のビザの申請手続には、多大な手間や費用がかかっていると聞きます。

区内行政書士の皆様と連携し、専用の窓口や対応パッケージをつくり、効率的に進めてもらうことで、

双方にとってメリットのある仕組みになると考えます。このような枠組みの創設や、枠組みの中での一

部費用助成等を検討できないでしょうか。 

 ２つ目は、外国人労働者の住環境に対する助成拡大です。外国人の方々は文化が異なり、例えばごみ

捨ての問題など、地域の方々が心配することもありますが、助成に当たっては、区が企業に対して、外

国人労働者への文化教育等に関して一定のガイドラインを定め、雇用した企業に遵守してもらう仕組み

とすることで手当てするのがよいと考えます。 

 ３つ目は、外国人労働者の家族が住みやすい環境の整備です。具体的には、早く日本になじんで生活

しやすくするために、外国人の子どもたちへの日本語教育体制を強化することです。子どもたちが安心

して楽しく生活することができれば、ずっと長く住みたいと思うでしょうし、そのような体制が整って

いるということで、さらに増えていくと考えます。３つ目は款が異なりますので、連携を要望すること

にとどめます。 
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 それぞれ、区のご見解を伺います。 

○小林地域産業振興課長  ただいま、外国人材の活用といいますか、交流・受入れに関するご質問を

頂きました。 

 品川区としましては平成２９年度に、これは他区にない、全国の自治体の中でも独自の取組と考えて

おりますが、モンゴル高専との交流事業という形で、技術人材、日本語教育、日本の教育方式を取り入

れた学校との交流事業というものを進めてきているところでございます。 

 またその中で、先ほどご提案がありました、当然ながら、その際には外国人材の在留資格をどうして

いくかという問題がございます。この事業につきましては、品川区のビジネス・カタリスト制度という

ものを使いまして、このモンゴル事業に関しましてですけれども、在留期間の更新手続に係る助言サ

ポートなどを、行政書士の先生にもお手伝いいただいているところでございます。 

 また、今後の取組でございますけれども、本年６月に国で、技能実習制度に代わる新たな育成就労制

度というものが、法改正も行われるところでございます。この中で、改正法は３年後の２０２７年度ま

でにというところでございますけれども、こうした国の動きや、あるいは、やはり日本語の教育の問題、

ご指摘いただいたような部分、定着といったところも課題と考えておりますので、そういったところを

含めながら、どういうことが区としてさらにできるかということを考えてまいりたいと思います。 

○山本委員  一定やっていただいているということで、ただ、モンゴル高専だけでなく、ほかの事業

にも幅広くご対応いただけるように、引き続きやっていただきたいと思います。 

 以上で終わります。 

○新妻委員長  次に、安藤委員。 

○安藤委員  ３１３ページ、環境調査測定費について、３２７ページ、景況調査委託について伺いま

す。 

 まず、景況調査について質問いたします。委員長の許可を得て、お示しさせていただきますが、こち

らは「中小企業の景況」の冊子になります。こちら、事項別説明資料を見ますと、四半期ごとに調査を

行い、報告書の作成および景況報告会を実施するとありまして、６分野、６１２業者を対象にアンケー

トを送付していると。それで、知らなかったのですけれども、報告会も行っているということです。 

 予算額は景況調査委託費等で５１８万円余となっています。まず伺いますけれども、こちらの調査の

対象には、個人事業主やフリーランスは入っているのでしょうか。伺いたいと思います。それと、毎回、

特別調査というのが、定例の調査以外に実施されているのですが、特別調査の調査項目というのは、ど

なたが決めているのか、どのように決めているのか、伺いたいと思います。 

○小林地域産業振興課長  ただいま、景況調査についてご質問を頂きました。その対象ということで

ございます。現在、ご質問のとおり、６業種を対象にしているところでございますけれども、こちらに

つきましては、品川区の産業構造といいますか、産業の実態を踏まえて、主要な産業、品川区を代表す

るような業種を中心に、定点観測という意味で景況調査を行っているものでございます。 

 ということで、個人事業主につきましては、品川区の統計などを見て、国勢調査などから見る実態の

中で比率を見ながら考えておりますので、今は、含まれていないものでございます。 

 また、特別調査につきましては、我々のほうでふだん、経営相談というのをやっておるのですけれど

も、その中で多く頂くようなご相談を踏まえて、より我々として深掘りをしたいようなものにつきまし

て、調査項目の中で聞いているようなものでございます。 

○安藤委員  今定例会で、「事業者へのインボイス制度の影響について品川区内実態調査実施の陳情」
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がかかっておりまして、総務委員会では採択しておりますけれども、担当の課長が答弁の中で、実態調

査について聞かれて、これは実施の有無だと思うのですけれども、この調査についても、責任ある政策

判断および施策実行の権限、専門的知見を有する国において判断すべきとおっしゃっております。また、

情報は国が一元的に管理しているもので、地域経済へのインボイス制度の影響というのは、自治体単位

で把握するのは困難とまで言って、区が調査を行うことを拒否しているのです。 

 ところが、こちらの特別調査で何と２回、インボイス開始前の２０２２年４月から９月期と、開始直

後、２０２３年１０月から１２月期に、特別調査項目に入れて調査を２回も行っていたのです。これを

やっていたことを、課長はご存じでしたか。 

○小林地域産業振興課長  こちらにつきましては特別調査ということではございますけれども、いわ

ゆるアンケートという形でお聞きしております。ただし、私が総務委員会でご答弁した内容としまして、

実態調査、いわゆる個人事業主や、あるいは課税情報を含めた、制度の影響がどうかというところを

我々として把握するのは困難であると考えております。 

○安藤委員  それにしても、アンケートで影響を聞いているわけですから、私は可能だと思いますし、

やっていたことをご存じでしたかというのは、今の答弁だと、ご存じだったという話だと思うのですけ

れども、伺いたいのは、景況調査でやっていたということを、何で総務委員会のときに一言も、審査の

ときに説明しなかったのか、解せないのです。理由を伺います。 

○小林地域産業振興課長  ご質問の中で、今回、陳情として頂きましたのは、インボイス制度への影

響というところでの実態調査ということでご質問を頂いていたところでございます。その中で、我々と

しましては、その制度を具体的に、例えばですけれども経営に与える実際の影響や、あるいは税の減免

手続の例えば複雑さといったご意見がありますけれども、そういったものまで含めて詳細に分析し、ま

た確実に把握するというのは困難であると、引き続き考えております。 

○安藤委員  そんな、１００％みたいなことを考えず、できるところから始めればいいと私は思いま

す。やっているのですから。それで、実際に２０２３年、去年やった特別調査の中では、インボイス制

度の対応に伴う問題点や課題というのを聞いているのです。これは、立派な影響の調査だと私は思うの

です。ただし、フリーランスや個人事業主が入っていないということもありますので、私が改めて伺い

たい、求めたいのは、まず特別調査に、しかも開始から１年たっています。直後の調査だけしか、まだ

やっていないので、改めて中小企業におけるインボイスの売上げや税負担、契約や取引への影響などを

聞く調査項目で調査していただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○小林地域産業振興課長  インボイス制度の影響というところでございますけれども、具体的に経営

相談などで出てくる声、あるいは実際、ご相談いただく中での要望というものも、今後、我々としては

引き続き把握はしていきたいと思いますけれども、いわゆる実態調査という部分で、ほかの自治体の中

でもそういったところに踏み込んで何か具体的に調査できているか、あるいは調査する能力があるかと

いうところにつきましては、引き続き課題も多いと認識しているところでございます。 

○安藤委員  やはり私は、地域産業を守る、個人事業主を守るという立場に立って、区が動くべきだ

と思うのです。今の答弁だとその姿勢が感じられないので、これは本会議でこの陳情を採択して、議会

から求めないといけないと私はますます思いました。よろしくお願いしたいと思います。 

 次に環境影響調査測定費ですけれども、こちらは様々な調査、大気汚染調査、騒音振動調査、水質調

査、放射能測定などが項目で挙げられております。放射能測定が典型だと思うのですが、事業の目的に

ある区民の健康と生活環境を保全するため、その時々の状況に応じて必要な調査や測定を行っている事
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業だと思います。そんな中、２０２０年から区内で、大気汚染や電波障害など新たな環境被害が大規模

に発生しているおそれが区の調査によって明らかになっています。 

 調査で届いている声を幾つか紹介します。まず大気汚染です。黒い粉が降ってくる。空気の汚れによ

りバルコニーの汚れがひどくなったことで大気汚染が分かる。よって、外に洗濯物を干さないようにし

ている。一日窓を開けるだけで空気が物すごく汚い。家が真っ黒になる。家屋内に黒い粒子の汚れが増

えた。排気ガスによる汚染、臭いを感じることがある。ジェットの出す排気ガスが臭い。電波障害の声

もあります。通るたびにテレビの画面が５秒ぐらい、真っ暗になる。近づくとＷｉ－Ｆｉが効かなくな

り、遠ざかると復活する状況でとても困っています。リモートワークに障害が出るので品川区からの

引っ越しを考えている。特に電波障害がひどいので改善してください。新飛行ルートになってからマン

ションの上を航空機が飛ぶようになりました。以降、電波障害に悩まされています。飛行機が頭上を通

るときは、かなりの確率でＷｉ－Ｆｉが切れてしまいます。航空レーダーの影響を受けにくいとされる

ルーターに買い替えましたが、それでも切れます。在宅勤務でオンラインミーティングをするときなど、

非常に不便を感じています。マンションの真上に飛行機が飛ぶようになることを知っていたら今のマン

ションは購入しませんでした。 

 もうお分かりだと思うのですけれども、この調査は、羽田新飛行ルートの影響等を具体的に聞いた、

昨年夏の区民アンケートです。全ての自由記述意見が基本的にホームページで公開されていますけれど

も、ただいま紹介した声の率直な感想はいかがでしょうか。伺いたいと思います。また、これは、大気

汚染、電波障害について、環境調査測定が必要な案件ではないかと思いますけれども、いかがでしょう

か。 

○中西環境課長  大気汚染関係のご質問かと存じます。 

 大気汚染に関しましては、品川区では、一般環境大気測定を２拠点、八潮と豊町で行ってございます。

それから、自動車排ガスに関しましては４拠点で調査を行っているところでございまして、令和元年度

からの数字でいきますと、浮遊粒子状の物質測定やＰＭ２.５の測定、それぞれが環境基準の中の環境

基準内に収まっているといった状況になっているところでございます。 

○安藤委員  自由意見を「大気汚染」、「電波障害」というキーワードで検索すると、大気汚染

が１４５件、電波障害が１３６件もあるのです。これは区が実施したアンケートなのですから、出た声

に対して調査するというのは行政の責任だと私は思いますので、実施を強く求めたいと思います。 

○新妻委員長  次に、筒井委員。 

○筒井委員  私からは、２９５ページ、健康づくり支援事業費、３１３ページ、太陽光発電・蓄電池

システム設置助成、３２０ページ、産業経済費に関連して、ナイトタイムエコノミーについてお伺いい

たします。 

 やはり健康づくりというのは、今後の社会保障の維持、そして個人のＱｏＬの向上ということで、健

康づくりは非常に重要になってくることかと思います。そこで、品川区の健康ポイント事業、頑張った

人には商品券が抽せんで当たるといったように、健康づくり活動にインセンティブをつけて、本当に楽

しみながら健康づくりをしていくということは非常に大切なことかと考えております。 

 健康ポイント事業ですけれども、令和５年度の事務事業評価シートと令和４年度の行政評価シートを

比較しますと、令和５年度の参加者数の目標が１万人。一方、令和４年度の行政評価シートが、令

和１１年度の参加者数５,０００人。令和４年度と令和５年度を比較すると倍増、登録参加者数の目標

達成数が２倍になっているのですけれども、これはかなり強気な目標設定かと思うのですけれども、そ
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の根拠と理由を教えてください。 

○若生健康課長  健康ポイント事業についての事務事業評価の目標値についてでございますが、令

和６年度の５,０００人という目標に対して、その後の令和１１年度については１万人という目標を立

てております。こちらについては、これまで健康ポイント事業を始めて以降、令和２年、令和３年、令

和４年と、１,０００人以上のペースで増加してきている経緯もございます。そういった状況も鑑みま

して、今後、増えていくだろうということで、１年に１,０００人ずつ増えていくということを想定い

たしまして、５年間で５,０００人プラスということで、令和１１年度、１万人という目標を立ててい

るところでございます。 

○筒井委員  分かりました。順調に、そのように参加者数が増えていけばいいと私は思っております。 

 シナモロールをイメージキャラクターとして採用されておりますけれども、シナモロールを使用する

ことは結構大変なことだということを伺っておりますけれども、シナモロールを採用するということは、

結構、力が入っている事業かと思うのですけれども、その辺り、今後の健康ポイント事業についての意

気込みというか、そうした今後の展開をお知らせください。 

○若生健康課長  健康ポイント事業における、品川観光大使シナモロールの使用に絡めてのご質問で

すが、シナモロールの使用につきましては、文化観光戦略課に申請を行いまして、文化観光戦略課から

サンリオに申請して、許可が得られたら使えるというような仕組みになっていまして、幅広く様々な事

業に使われているということで、これはマニュアルが庁内でございまして、それにのっとって進めてい

るわけですけれども、マニュアルにも、これは区の観光大使で高い人気を誇るシナモロールをぜひご活

用くださいということで、積極的な活用を推奨しているものでございまして、手続については特段、複

雑というか、そういうところはございませんので、特段、事業についてハードルというか、そういうと

ころはなく、スムーズに申請して許可を頂いたものでございますので、今後とも健康ポイント事業に活

用していって、周知・啓発に努めていきたいと思ってございます。 

 健康ポイント事業につきましても、昨年度からアプリが変わりまして、まだ若干、課題もございます

が、今後改善していって、より使いやすく区民の方が楽しめる事業になるよう、今後も努力していきた

いと思ってございます。 

○筒井委員  分かりました。ありがとうございます。 

 一方、「品川区ウォーキングマップ私の散歩道」というものがまだあると思うのですけれども、これ

は今後、今始まっている健康ポイント事業と重なってしまうのかと思うのですけれども、この「品川区

ウォーキングマップ私の散歩道」との関係、今後、廃止されるのか、それとも連動していくのか、今後

の動向をお聞かせください。 

○若生健康課長  「品川区ウォーキングマップ私の散歩道」につきましては、平成２８年度に全面改

定して作成しておりまして、こちらはかなり年数がたっております。現在、「健康プラン２１」という

健康増進計画の改定作業を行っておりまして、その中でもウォーキングの重要性というところを議論し

ているところでございますので、今後、こちらのリニューアルというところも現在検討しているところ

でございます。 

 一方で、健康ポイント事業につきましても地図が表示できるようになっておりまして、マップにコー

スを取り込んで、コースを歩いてポイントをためるという機能もございまして、実はこのウォーキング

マップのコースを全て今、健康ポイント事業のアプリに取り込んでいるところでございます。そういっ

たところで、ウォーキングマップと健康ポイントの連動というところも今後やっていきたいと考えてお
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ります。 

○筒井委員  分かりました。ぜひ、そういった方向でしたらよろしくお願いします。 

 もう一つ、関連して健康づくり推進委員についてお伺いいたしますけれども、令和５年度の行政評価

シートを見ますと、推進委員の平均年齢が上がってきている。担い手不足であり、人材確保が課題とい

うことですけれども、私もどういう状況なのかと思いましてホームページを見ますと、結局、詳しいこ

とは各地域センターにお問合せくださいと書いてあって、電話番号が並べてある、今、ホームページの

記載になっているのですけれども、そのような状況ですと、一体、今現在の健康づくり推進委員が何を

やっているのかというのが、一発で分からない状況なので、現在の健康づくり推進委員が各地域で何を

やっているのかということを、ホームページでしっかりと公表していただいたほうがいいのかと考えて

おります。そうすれば、新しく、では健康づくり推進委員活動をやってみようかという人も増えて、ひ

いては人材確保につながっていくかと思うのですけれども、今後、ホームページでしっかりと、現在の

健康づくり推進委員の活動を載せていっていただきたいのですけれども、その点、いかがお考えでしょ

うか。 

○若生健康課長  健康づくり推進委員のＰＲにつきましては、委員ご指摘のとおり、ホームページは

大変、活動の情報について不足している部分があることを認識してございます。地域においても健康づ

くり推進委員には幅広く活動いただいておりますけれども、認知度があまり上がっていないという声も

聞いております。年に１回、健康づくり推進委員の皆さんが集まって活動報告会というのを開いており

まして、そちらに各地域の町会長をお招きしたりということで、できるだけ地域に浸透して認知度を上

げていくよう努力しているところでございまして、ホームページについても、そういった活動報告の内

容を載せるなど、今後検討していきたいと考えております。 

○筒井委員  ぜひよろしくお願いします。 

 続いて、太陽光発電・蓄電池システム設置助成についてお伺いいたしますけれども、本当に今年も異

常な猛暑で、気候変動対策をしなくてはいけないと考えております。東京都も「ゼロエミッション東

京」、品川区も「ゼロカーボンシティしながわ宣言」ということで、２０３０年カーボンハー

フ、２０５０年ゼロカーボンを目指して取り組まれていることかと思いますけれども、品川区環境基本

計画を見ますと、太陽光発電を積極的に今推し進めている。太陽光発電に結構重きを置いているように

見えます。ほかの再生可能エネルギーもあるのですけれども、なぜ太陽光発電をこうして積極的に推さ

れているのか。やはり、現実的に太陽光発電しかないのかと私も思うのですけれども、区の認識をお聞

かせください。 

○中西環境課長  太陽光発電の再生可能エネルギーの導入を進めている理由といいますか、そういっ

たところでございますが、委員ご指摘のとおり、再生可能エネルギーの中には様々種類がございまして、

例えば水力発電やバイオマス、地熱、風力といったものが様々ございます。ただ、品川区という土地柄、

再生可能エネルギー導入を進めていくに当たりましては、なかなか、太陽光以外のものですと導入の負

担が大きいという部分、それから地形的にも難しい部分がございますので、国のエネルギー基本計画に

おきましても、太陽光が一番、比重が大きくなっているところもございます。そういったところも含め

まして、品川区では太陽光の発電を積極的に進めているといった状況でございます。 

○筒井委員  分かりました。 

 今、設置助成を区でも進めておられるかと思うのですけれども、一方、東京都でも、そうした助成事

業を結構進められていると思うのですけれども、東京都との事業の重なりがあるかと思うのですけれど
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も、区と都で重なっている助成事業はどの程度あるのか、そして区と都が重なっている場合の対応をお

知らせください。 

○中西環境課長  都の補助金との併用といったところでございます。 

 太陽光に関しましては、都の補助金との併用を可能としてございます。それから、ほかの例えば今年

度開始いたしました省エネ家電の設置助成等々も、東京都のゼロエミポイントの補助事業と併用が可能

といった形で整理しているものでございます。 

○筒井委員  私も、東京都のホームページや品川区のホームページを見てみますと、結構いろいろ

あって、ごちゃごちゃしているところがあるので、区民からのお問合せがあったときは、ぜひ丁寧に教

えていっていただけたらと思います。よろしくお願いします。 

 そして一方で、太陽光を推し進めるのはいいのですけれども、太陽光パネルの使用期限が大体、２０

年から３０年と言われているのですけれども、そうすると二、三十年後に大量廃棄問題が出てくると思

います。この廃棄の問題もやはりある程度、二、三十年というスパンですから考えていかなくてはいけ

ないと思うのですけれども、品川区としては太陽光パネルの廃棄の問題をどのようにお考えなのかお知

らせください。 

○中西環境課長  太陽光パネルのリサイクルの問題でございます。 

 委員がご指摘のとおり、今、太陽光パネル設置が増えておりまして、報道等によりますと、２０３０

年代後半から４０年頃、かなり増えてくるといったようなことは、我々としても認識しているところで

ございます。 

 それでリサイクルに関してですが、新聞レベルではございますが、今、国でリサイクルの義務化に向

けた検討が進んでいるといったところもございますので、そういった動向を注視しながら、私どもとし

ても対応を考えてまいりたいと考えてございます。 

○筒井委員  分かりました。よろしくお願いします。 

 そして最後に、ナイトタイムエコノミーについてお伺いいたしますけれども、やはり観光の視点とい

うことで、先日、私の質問でも前向きなご答弁を頂きましたけれども、やはり商業について関連して、

ナイトタイムエコノミーをぜひ広げていっていただきたいと思うのですけれども、コロナの影響を受け

て、先ほど、えのした委員からも飲食店についてのご質問がありましたけれども、やはり経済活動は昼

と夜があって、今、夜が少し落ち込んでいるような状況ですので、ぜひ電気代や物価高騰対策だけでは

なく、やはり結局、夜、人が出ないと、お店の需要というか売上げも伸びないので、商業についてのナ

イトタイムエコノミーの観点をぜひ進めていっていただきたいのですけれども、その辺りはいかがお考

えでしょうか。 

○小林地域産業振興課長  いわゆるナイトタイムエコノミーは観光部門というのが中心になるとは存

じますけれども、例えば先日行われたしながわ宿場まつりでいえば、「しながわ宿場ナイト」というよ

うな形で、夜のイベントということも行いながら観光客を集めるような取組を進めているところでござ

います。両課でも連携しながら、観光客にもＰＲというような取組を何かできないかということを、引

き続き考えてまいりたいと思います。 

○筒井委員  きっかけは観光でもいいのですけれども、やはり観光というのはどうしても単発になり

がちなので、これを中長期的に、持続的に、夜の経済活動というのを復活させて、昼と夜、そしてひい

ては日本全体の経済を上げていかなければいけないと思いますので、ぜひよろしくお願い申し上げます。 

○新妻委員長  次に、せらく委員。 
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○せらく委員  本日は、３００ページの母子保健費、３０５ページの予防接種費、３３１ページ、消

費者啓発費から質問をさせていただきます。 

 母子保健費からは、子どもの誤飲防止について質問します。子どもの事故情報のデータベース化と公

開を東京都で行っていくというところで、事故予防や、子どもを事故から守る取組がより進んでいくだ

ろうと思っております。未就学児の子どもの不慮の事故による死因は、おおむね窒息、交通事故、溺水

が上位にあり、交通事故を除く不慮の事故の発生場所は家庭内が大半ということが、こども家庭庁の資

料にも掲載されています。家庭内の事故は自治体が関わりにくい部分ではあるのですけれども、予防に

は効果的な啓発をしていく必要があり、また誤飲についても家庭内で起きやすいので、子どもがいる家

庭への周知・啓発が求められると思っております。 

 そこで、乳幼児健康診査などでの当区の誤飲防止のための取組を教えていただければと思います。 

○石橋品川保健センター所長  委員ご質問の誤飲防止の対策について、私からご回答いたします。 

 ４か月健康診査の集団指導やマタニティクラスなどの事業において、誤飲チェッカーというものを使

用した指導や周知、または誤飲防止を含んだ事故防止のリーフレットを配付して、周知を実施しており

ます。 

○せらく委員  取組について教えていただきましてありがとうございます。 

 長崎県の大村市が子どもの事故予防に力を入れて取り組んでおりまして、視察に行ってまいりました。

小児科医の出口先生も参画し、市の事業として子どもの事故防止について展開しています。子どもの不

慮の事故は予測できない事故ではなく、専門機関による事故解析、科学的根拠に基づく事故原因の調

査・研究などにより予防が可能であり、事故から守る社会システムづくりが必要だと、長崎県の大村市

の担当者からお話を聞きました。大人が少し環境を整えてあげるだけで、子どもたちを事故から守るこ

とができるのであろうと私も思いました。 

 そこで、今日は取組の一つである、大村市でやっております、母子手帳交付時に一緒に配付している

誤飲防止啓発の缶バッジを紹介させていただきたいと思います。委員長に許可を取りましたので、こち

らの資料をお見せいたします。 

 こちらが、長崎県大村市で母子手帳交付時に配っている缶バッジになります。３９ミリと書いてある

のですけれども、こちらは実寸大ですので、実際は４センチ程度の缶バッジになります。３歳児の口に

入る大きさが３９ミリとなっておりまして、これより小さいものは口に入ってしまって窒息の原因にな

るという注意喚起としてグッズを配っているということです。缶バッジは、区でもいろいろな啓発の手

段で作成されていると思いますが、１つ１００円程度で作れると思っています。当区でも、母子手帳の

交付時や４か月健康診査でこういったものを配付することで啓発ができないかと思ったのですけれども、

いかがでしょうか。 

○若生健康課長  委員ご紹介の、誤飲防止のバッジの活用についてというところでございます。 

 現在、区では、妊婦の妊娠届出時に親子健康手帳をお渡しする際、マタニティストラップ等々、グッ

ズも渡しているところでございますが、そのときにバッジを入れたらというところにつきましては、こ

のバッジ自体は区で作成するということになるかと思うのですが、それ以外のグッズなどについては現

在、無償提供で事業者に提供していただいているというところもございます。そういったところから、

妊婦の方にお渡しする際に、どのぐらいのサイズ感で入れればいいかといったところは検討が必要かと

考えております。 

○石橋品川保健センター所長  私からは、４か月健康診査におけるグッズの配付についてのご説明を
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させていただきます。 

 先ほどもご説明をさせていただいたとおり、４か月健康診査では、今、誤飲チェッカーといいまして、

トイレットペーパーの芯ぐらいの大きさ以下のものが口に入ると誤飲になってしまうというところの周

知をしているところになります。ただ、その実物というのが、今、保健センターに幾つかしかないので、

実物をご本人に配るということはしておりませんので、今後、そういったことも含めて検討してまいり

たいと思っております。 

○せらく委員  誤飲チェッカーなども、多分各家庭で作ることもできて、すごくいい啓発だと思って

おりますので、検討もよろしくお願いしたいと思います。 

 次に、予防接種の任意接種について伺っていきたいと思います。今は子どもの任意接種だと大半が定

期接種になっておりまして、大体、おたふく風邪とインフルエンザの予防接種かというところになるの

ですけれども、お子さんの任意接種の自己負担が、ほかのクリニックと後々比べると３,０００円か

ら５,０００円くらい高かったけれども、問題ないのかというご相談、ご意見を頂いたところです。任

意接種は自由診療でクリニックが金額を決めることができるので、問題ないという認識にはなると思う

のですけれども、確認させてください。 

○五十嵐保健予防課長  委員ご指摘のとおり、予防接種に関しては全て、保険診療ではなく自由診療

となっております。定期予防接種につきましては、現在、２３区乗り入れで実施しているということ

で、３社会福祉協議会で金額を定めているところになっておりますが、任意接種につきましては自由診

療ということで、各医療機関がお金を設定しているという状況になってございます。 

○せらく委員  分かりました。確認させていただきました。 

 しかし、自由診療の部分で、平均的な価格の公表や、ホームページへの明瞭な価格表示といったこと

がないと、ほかと差があったという声が来るものだと思います。費用面でトラブルやご不安感が残らな

いような対策として、本日、２点ご提案したいと思っております。 

 まず１点目は、ワクチンの種類別に平均価格を出していただくことです。区としてホームページなど

で任意接種ができるクリニック医療機関を一覧で案内しているので、該当のクリニックへ確認していた

だくことでご対応いただけないでしょうか。もう一つは、クリニックへ、自由診療、任意接種の自己負

担分を明瞭にホームページに記載していただくようにお願いできませんでしょうか。この２点について

伺いたいと思います。 

○五十嵐保健予防課長  現在、区のホームページに掲示させていただいている医療機関につきまして

は、区で契約をさせていただいている医療機関のみが載っているような状況になってございます。ほか

にもやっている医療機関がございまして、そちらのことは区では把握していない状況になっております

ので、平均価格を出すということは難しい部分があるかと思います。また、病院に金額を出すようにと

いう指導も、できる権限がございませんので、区では実施できないという状況になってございます。 

 ですので、大変ご面倒なことではあるかと思うのですけれども、予防接種を予約するときに、金額を

ご確認いただいて、納得いただいて接種していただければと思っているところです。 

○せらく委員  分かりました。権限や、契約している・していないというところで、今、難しいのか

と感じました。 

 こちらについて消費者センターにも伺ってみたいのですけれども、消費者を保護するために、価格の

表示を進めているところだと思います。医療機関における価格表示についてはどんな対策・方法ができ

ると思われるでしょうか。教えてください。 
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○小林地域産業振興課長  消費者センターでも、年間３,０００件近い、いろいろなご相談を頂いて

おりますけれども、医療分野でのというよりは、ふだんの契約トラブルに関するものが中心となってお

ります。またそういった問題についても引き続き、我々も研究を重ねてまいりたいと思っております。 

○新妻委員長  次に、横山委員。 

○横山委員  私からは、２９７ページ、地域医療連携、３０１ページ、母子保健指導事業費について

お伺いいたします。 

 １点目に、母子保健指導事業費についてお伺いいたします。まず妊娠期からの相談事業や０歳児見守

り・子育てサポート事業などにおいて、妊婦と保護者の方々との顔の見える関係づくりがどのように行

われているのか、現状をご説明ください。 

○石橋品川保健センター所長  委員ご質問の、妊婦との顔が見える関係づくりという点になります。 

 通常時より保健センターでは、妊娠期や出産に向けての不安などの相談事のほか、妊娠初期の面談、

妊娠８か月頃の面接を、保健センターやオンラインで実施しております。また、０歳児見守り・子育て

サポート事業においては、出産後になりますが定期的に訪問することで、妊婦だけではなく、産後のお

母さんとの顔の見える関係づくりを構築しております。 

○横山委員  今年９月、大阪市田島南小中一貫校で、国際医療福祉大学の橋本和明先生による講演

「発達障害のある保護者の子育ての大変さ」をお聞きしました。発達障害のある保護者の子育ては、社

会性、共感性、柔軟性、多様性、適切な認知ができないなどの点において、つまずきやすい場合がある

とのお話をお伺いしました。 

 子育てに正解はなく、子どもは様々なプロセスによって成長しますが、橋本先生からは、発達障害の

ある保護者の個性や能力に応じた子育てを支援するための１０のコツとして、１、評価は後。なぜかを

考える。援助者が保護者の発達障害の特性を把握し、保護者の言動や思考パターンを見つけ出すことが

有効である。２、発達障害を抱える保護者は、その特性ゆえに想像以上に育児に困惑し、ストレスを感

じている。支援者側がその保護者の身になって考えていく。支援者の共感性を高め、高度な共感性を身

につける。３、口頭だけではなく、図や文章などの視覚化を図る。納得すると、行動が改善されること

も多いため、司法介入の基準を示すなど、限界設定を明確に示して法律や規則を提示したり、行動基準

を明示するなど、分かりやすく具体的に伝える。対応の一貫性を担保する。４、話が通じる人物を見つ

け、その人物から保護者に助言してもらい、支援者はその人物から介入のヒントを学ぶ。５、今後の計

画をチャート図などで伝え、見通しが持てるようにする。６、できないところに注目せず、ハードルを

下げて、できることからスタートするなど、スモールステップを心がける。７、虐待をしてしまいそう

な場面で、クールダウンなどの回避方法を、あらかじめ具体的に決めておく。８、保護者が発達障害の

認識が乏しい場合や、不眠や鬱などの２次障害で苦悩している場合には、医療機関との連携や活用を図

り、適切に障害告知をする。自分の特性を理解することで、自分が悪いのではないことが分かり、保護

者が楽になるケースもある。９、カサンドラ症候群への支援や、親子、夫婦ともに発達障害がある場合

の距離の取り方を工夫するなど、発達障害のある保護者の家族をサポートする。そして１０、生活臨床

の視点を持ってアプローチする。子育ては生活の一部であり、生活から切り離さず、生活全般に目を向

けて、毎日の生活を少しでもスムーズにしていくなどのお話がありました。その結果、こだわりから少

し解放され、臨機応変な柔軟性や、少しだけ遠い先の見通しが生まれ、子育てに情が流れ、情が育まれ

ていくとのことでした。 

 発達障害のある保護者に対して、妊娠期から子育て期までに、母子保健の観点からどのような支援を
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行っているのでしょうか。現状を詳しくご説明ください。また、品川区においては、同一の担当者では

なく複数の支援者によって、保護者との信頼関係を構築しながら、組織として伴走支援を行っているか

と思いますが、担当者が替わっても対応の一貫性を担保するためにどのような工夫を行っているか、教

えてください。また、今年３月の予算特別委員会で、ＣＤＲ、チャイルド・デス・レビューについて質

問をさせていただいた際にもお伝えしましたが、精神保健や家族支援の観点から、保健師の方々の見立

てを関係者に届ける役割が大変重要であると私は考えております。特に保健師の方々の共感性はすばら

しいものだと感じておりまして、今後も研修などにより、さらに共感性を高めていただきたいと思って

おりますが、いかがでしょうか。また、児童福祉や関係機関との接続・連携の中で総合的な相談機能を

高めていくためにも、保健師の方々の共感性を活かしていただきたいと思いますが、区のお考えをお聞

かせください。 

○石橋品川保健センター所長  委員から３点、ご質問を頂きました。 

 まず１点目になりますが、発達障害のある保護者に対してどのような支援を行っているのかという質

問になります。妊娠期の生活や出産後の子どものいる生活など、地区の保健師と具体的なイメージを話

しながら支援を実施しております。また、保健センターだけではなく、ほかの関係機関と連携を取りな

がら支援を行っております。 

 続きまして２点目ですが、担当者が替わった場合の一貫性を担保するための工夫になりますが、支援

した場合は記録を取っておりますので、そちらの支援記録の共有や、あとは支援が必要なご家庭におい

ては、保健センターの保健師が専門職で集まりまして定例会を実施しておりまして、そちらで情報共有

を行っております。担当者が替わっても、しっかり支援を切れ目なく行えるようにという形で、工夫を

して行っております。 

 ３点目になりますが、相談機能を高めていくためにというお話になりますが、区の保健師を含む専門

職は、まずは傾聴して、その方がどうしていきたいか、状況を把握することが重要だと考えております。

そのために、今後も国内外などの研修を受講し、専門職のスキルアップ、また関係機関との連携強化に

より、相談機能をしっかりと高めてまいりたいと考えております。 

○横山委員  記録していただいたり、定例会で情報を共有していただいているということですけれど

も、発達障害のある保護者の方につきましては、切れ目ない支援とともに、対応が変わらないように一

貫性を持った形で、ぜひ今後も進めていただけたらと思います。 

 発達障害のある保護者もそうでない方も、妊娠時から全てのお母さんたち、保護者の方々が、産前、

産後、子育て期にわたって気軽に助けを求められるよう、引き続き相談事業や伴走型支援を推進してい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 ２点目に、地域医療連携についてお伺いいたします。まずは、精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築についてご説明ください。また、令和５年度の品川区精神保健福祉地域連絡会の開催状況

など、現状と課題についても教えてください。 

○三ツ橋荏原保健センター所長  国の考え方でございますけれども、精神障害にも対応した地域包括

ケアシステムの構築、いわゆる「にも包括」についてでございます。こちらは、精神障害の有無や程度

にかかわらず、誰もが地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、

障害福祉、介護、住まい、社会参加、地域の助け合い、教育が包括的に確保された、「にも包括」とい

うことでございます。また、令和５年に開催されました品川区精神保健福祉地域連絡会でございますけ

れども、こちらの課題といたしましては、障害と医療、それぞれの課題がございまして、その中でも、
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地域のそれぞれの分野、それぞれの事業の実施の状況や法改正などの連絡・調整を行っておりました。 

○横山委員  厚生労働省の、精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に向けた事例

集２０２３年度版に岐阜県の事例が紹介されています。岐阜県では、健康福祉部保健医療課が精神保健

福祉事業を担当し、「にも包括」構築に係る総合調整を行っています。岐阜県が設置する７か所の保健

所が、住民の精神保健、福祉に関する相談、通報対応を担当しており、５つの保健所圏域に分かれて、

保健所が中心となり、それぞれの圏域内のネットワークづくりや協議の場の運営など、「にも包括」構

築の取組を実施しているところです。品川区における、保健センターと精神科病院などとのネットワー

ク体制の現状についてお聞かせください。 

○三ツ橋荏原保健センター所長  こちらは、先ほどご紹介いたしました令和５年度の連絡会等の中で、

病状が不安定な精神障害者の方、措置入院の方などにつきまして、精神科病院のネットワークにつきま

しては地域保健会議などで、区内のＮＴＴ東日本関東病院、またクリニックの医師などをお呼びして、

連携しているところでございます。 

○新妻委員長  次に、こしば委員。 

○こしば委員  私からは、３０５ページの予防接種費に関連しまして、ＲＳウイルス母子免疫ワクチ

ンのアブリスボについてお尋ねいたします。 

 まずＲＳウイルス感染症についてと、併せまして、本年の５月３１日に発売されましたＲＳウイルス

母子免疫ワクチン、アブリスボについて、この２点についてご紹介をお願いいたします。 

○五十嵐保健予防課長  ＲＳウイルス感染症についてでございますが、ＲＳウイルスによる感染症で

ございまして、いわゆる風邪や気管支炎などの症状を引き起こします。大人でもなったりするのですが、

大人などは軽症でかなり済みまして、ほとんど風邪の症状と変わらない状況になってございますが、一

部の乳児や高齢者の方などは重症化して入院が必要になったりするものです。新生児に関しましては重

症になる方も多くて、気管支炎等をその後、患ったりするような方もいらっしゃると認識しております。 

 また、新しく発売されたアブリスボというワクチンでございますが、こちらに関してはＲＳウイルス

に関するワクチンになってございます。妊娠２４週から３６週の妊婦に接種して、胎盤を通じてお子さ

んに抗体を届けるという目的で使用している部分と、あとは６０歳以上の方に対しましてＲＳウイルス

感染症の予防ということで使われるということになってございます。 

○こしば委員  ただいま課長からご説明がありましたように、ＲＳウイルス感染症というのは、乳児

の赤ちゃんにとりまして最も危険な感染症の一つでございますが、国立成育医療研究センターによりま

すと、１歳までに５０％、そして２歳までにはほぼ１００％の子どもが感染するという報告があります。

免疫が成立しないため、何回も感染するそうでございますが、もちろん大人も感染しますが、子どもは

重症になりやすく、乳幼児の肺炎の約半分、また入院が必要な重症化された肺炎の５割から９割が

ＲＳウイルスによるものです。赤ちゃんにとって、このＲＳウイルス感染症は、インフルエンザ感染症

や新型コロナウイルスの感染症などと比べ物にならない、はるかに重い感染症であるということを、区

内の小児科医の方からもお聞きしました。 

 このたび発売になりましたアブリスボでございますが、恐ろしいＲＳウイルス感染症から赤ちゃんを

守る画期的なワクチンと言われております。特筆すべきは、赤ちゃんを守るために、赤ちゃんではなく、

妊娠中のお母様に接種することです。ワクチン接種を受けた女性の体内でつくられました、ＲＳウイル

スに対する抗体は、胎盤を通じて胎児に移行し、生後半年の間、主にＲＳウイルス肺炎から、生まれて

きました赤ちゃんを守ってまいります。研究によれば、妊婦への接種で、生後９０日以内の乳児の肺炎
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の入院がおよそ８割、ＲＳウイルス感染症全体では半分を超える５７.１％減少したと報告されており

ます。また、接種による妊婦への副反応は、注射部位の痛みや腫れ、また頭痛や筋肉痛などが主であり、

流産などの深刻な副反応は見られなかったということでございます。接種方法は、妊娠２８週から３６

週までに１回、筋肉注射を致します。ただ、任意接種のため、大変高額であり、およそ３万円から４万

円かかると言われております。 

 このワクチンの重要性がなかなか認識されていないためか、私が調べた範囲では、この接種費の助成

を行っている自治体は今のところないようでございます。この母子免疫ワクチン、アブリスボに対する

品川区の評価についてお伺いいたします。 

○五十嵐保健予防課長  ＲＳウイルスワクチンについての考え方ですが、現在、国で定期接種化する

かどうかという検討が行われているところです。特に妊婦に対する投与につきましては、やはりセンシ

ティブな話になりますので、しっかりとした検討が必要と考えております。 

 委員がおっしゃるように、今までの検討の結果では、特に大きな副反応等は出ていないということは

存じ上げているところですが、やはり、同じ状況でもワクチンを接種した後に早産などになりますと、

ワクチンが原因と考える方も多くいらっしゃいますので、その辺の議論もこれから国でされていくもの

と考えております。現在は、まだ任意予防接種になっておりますので、今のところ、品川区では助成を

することは考えていないところでございます。 

○こしば委員  アブリスボは、同じＲＳウイルスワクチンであります、ほかの例えばアレックスビー

とともに、高齢者の肺炎予防にも適用がありますが、母子健康に有効なのはアブリスボだけと言われて

おります。小さな赤ちゃんにとりまして、インフルエンザやコロナよりも危険なＲＳウイルス感染症に

対するアブリスボの接種とその効果は、小児科学会や産婦人科学会もひとしく認めておりまして、妊娠

しているお母様への接種を勧めております。 

 現在、未熟児や、重い心臓病など、重症化するリスクの高い赤ちゃんに対しましては、抗体治療薬の

投与が行われ、よい成績を残しているとされております。しかし、ＲＳウイルス感染症のため入院する

赤ちゃんは、実際は本来、重症化リスクのない、もともと健康な赤ちゃんが大多数でございます。した

がって、先ほど言いました抗体治療薬では予防できない赤ちゃんが感染症にかかり、重症化して肺炎に

なり、入院しているとも聞いております。感染症にかかると重症化する赤ちゃんを守るために、アブリ

スボの接種は大きな意義を持つものと認識しております。 

 しかし、いかんせん高額な接種費用が、接種そのものをちゅうちょさせてしまっているのも現実でご

ざいます。ぜひ将来の子育て家庭の負担を軽くするために、そして生まれてくる赤ちゃんをＲＳウイル

ス感染症から守るために、アブリスボの接種費用の一定の助成を強く要望したいと思いますが、区のご

見解をお伺いいたします。 

○五十嵐保健予防課長  ＲＳウイルスワクチンの助成についてですが、なかなか現在の状況では難し

いと考えております。妊娠中ということですので、やはり、ふだん受診されている主治医の産婦人科で

打っていただく必要もあるかと考えております。恐らく主治医の許可がないところで打つということは

難しいと考えられますし、主治医の許可を得て、小児科に行って打つということもあるかもしれません

が、なかなかその辺はセンシティブな問題がありますので、妊婦自身が広域で産婦人科を受診されてい

るかと思いますので、全国的にできるような体制を整えていくことが必要かと考えております。ですの

で、国の検討会を待ちまして、定期接種化されるのを、様子を見ながら検討させていただきたいと考え

ております。 
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○こしば委員  現状、大変厳しい課題であると、よく分かりました。 

 そうはいいましても、このワクチンこそ、小児科学会や産婦人科学会も大変推薦されているというと

ころでございます。かつて品川区は全国に先駆けて、定期接種前のロタウイルスワクチンの半額助成を

行った経緯がございました。そのときは大変、専門家の間では高く評価されたと聞いております。ぜひ

アブリスボも、定期接種化されることはないと思われますので、費用の助成の検討を併せてお願いする

とともに、このワクチンそのものを、これから品川区のホームページ等を使って、ぜひ区民に周知をお

願いしたいと思いますが、最後、その周知についてご見解をお伺いしたいと思います。 

○五十嵐保健予防課長  周知についてですが、現在は周知は全く行っていない状況です。様々な予防

接種につきましての周知は必要かと考えますので、状況を見ながらホームページ等での周知も考えてい

きたいと思っております。 

○新妻委員長  次に、塚本委員。 

○塚本委員  私からは、３０５ページの帯状疱疹ワクチン接種助成、それから３０７ページのアピア

ランスケア支援経費、それから３１５ページ、もったいないプロジェクト等、もし時間があれば３１１

ページのそ族昆虫防除対策費というふうに伺っていきたいと思います。 

 まず初めに３１５ページ、もったいないプロジェクト等ということで伺っていきたいと思うのですが、

フードドライブや、もったいない推進店等の展開といったことを実施していただいているかと思います。

その中で、今、検討されていることかと思いますけれども、フードシェアリングアプリの導入というも

のを検討していますということで、過日の災害・環境対策特別委員会で報告がございました。もったい

ない推進店の推進をしていくということの周知が目的というようなことも質疑の中でありました。それ

から、委員会の中での質疑の一つとして、アプリ事業者と連携協定をまず結んで、結んでから進めてい

くのだということでございました。 

 まず初めにお伺いしたいのは連携協定の内容です。どういったものになっていくのかというところで

お伺いしたいと思います。 

○中西環境課長  もったいないプロジェクトに関しますフードシェアリングアプリのご質問でござい

ます。 

 連携協定に関しまして、まだ具体に詰めているところではございません。事業所と検討しているとこ

ろでございますが、品川区としましては、もったいない、食品ロスに関する広報ＰＲ活動、それから事

業者としましては、もったいない推進店のご紹介といったことも含めまして、連携ができないかといっ

たところで、今、調整しているところでございます。 

○塚本委員  分かりました。これから詰めていくというようなところかと思います。 

 アプリ事業者との連携協定というのは１社を想定されているのか、アプリ事業者を私は１社ぐらいし

か具体的なものはあまり知りませんけれども、もしかしたら複数、いろいろ有効なアプリがあるのかも

しれませんけれども、そういったことで包括的な連携協定みたいなものを考えているのかというところ

を１つ確認させていただきたいのと、あと、このアプリの協定が結ばれて、そしてそれを区内の中で周

知・普及させていくというようなことになったときには、やはり何かイベントみたいなものを使って

やっていくのが非常に有効なのではないかと考えておりますけれども、区内での展開の方法について、

そういったイベント等を活用して、商店街や、あとはいろいろな産業振興系のイベントでしっかり周知

して広めていくというのがいいのではないかと思いますけれども、お考えをお伺いします。 

○中西環境課長  ２点、ご質問を頂戴いたしました。 
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 まず１つ目でございます。今、想定しておりますのは、２３区の中でも導入実績のあるアプリを検討

しているところでございます。大きく包括というよりは、食品ロス関係のところで連携協定ができれば

と考えているところでございます。 

 それから、今後進めていくに当たりましては、どういったイベントがいいのかといったところもあり

ますけれども、様々な形を検討してまいりたいと思ってございます。 

○塚本委員  分かりました。 

 それで、フードシェアリングアプリを実際にやっている事業者のホームページに、利用者の店舗のイ

ンタビュー記事みたいなものが載っていて、これが結構大事かなといったところがあるので、少しご紹

介していきたいのですけれども、一般的に店舗の計画としては、大体廃棄率５％ぐらいで、もともと生

産というか、作っていくと。ぴったり余らないように作るというのではなくて、普通、やはり商売の中

では、５％ぐらいの廃棄というのは計画上の中に織り込んで、生産というか、作っていく。そういった

中で、ただし、売れ残ってもフードシェアリングアプリを活用するから、フードロスを気にせずに作ろ

うというのは少し違うのではないかと、ご利用している店舗の方がおっしゃっています。企業、またお

店としてフードロスに取り組んでいて、フードシェアリングアプリというのは手段の一つなのだという

ようなことを社内によく伝えるようにしているのだというようなことで進めているという考え方。これ

は１つ、今回のアプリを展開する上でも大事な考え方かと思いますけれども、最後に区のご見解をお伺

いしたいと思います。 

○中西環境課長  委員のご指摘のとおりかと存じます。 

 今、導入を検討していますアプリに関しましても、いわゆるレスキュー隊というような言い方をして

いるものでございます。食品ロスになる食品をレスキューするといったような取組でございますので、

アプリに登録するために食品を多く作るというものではなくて、通常の営業の中で余ってしまうものを

安く展開して頂くといったことで考えてまいりたいと思います。私どももあくまでも、もったいない推

進店からの派生の事業と捉えてございますので、食品ロスに関しまして引き続き取り組んでまいりたい

と存じます。 

○塚本委員  それでは、次に３０５ページの帯状疱疹ワクチン接種助成の件をお伺いしたいと思いま

す。現在、品川区では費用の半額程度を助成しようというところで、生ワクチンであるビケン

が５,０００円、不活化ワクチンであるシングリックスが１万円。これは２回打つので、掛ける２とい

うことで助成をしていただいております。大変、帯状疱疹というのは危険な病気というか、多くの方

が５０歳以上で感染していくということでは重要なワクチン接種。任意ではありますけれども、助成し

ていただいていてありがたいと思っていますけれども、先ほど別のワクチンの話でも価格の問題が出て

いましたけれども、やはりどうしても医療機関によって、かかる金額のばらつきが出てくると。今のと

ころ、私が見たところでは、特に不活化ワクチン、シングリックスのほうが、多くの方が利用されるの

で、また高価でもあるというところなので、こちらを中心に話をしたいと思うのですけれども、大体１

回２万２,０００円ぐらいがどうも相場になっているということだと思うのですけれども、そういった

中で、２３区の中の、また多くの区がこれを実施していると思うのですけれども、区によっては１回に

つき１万１,０００円を助成するというところもあるし、また新宿区などはもう、個人負担の額を決め

てしまっていて、個人負担は１回１万円、残りを区が助成するというやり方をしているところもあるか

と思いますけれども、こういういろいろな区によってのばらつきがある中で、これは２分の１、都が補

助している。助成額は、２分の１は都の補助で助成しているというところがあるのですが、いろいろな
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補助の、区による違いの中で、都の助成額は、常に２分の１は区のやり方に応じて補助されるものと捉

えてよろしいのでしょうか。教えていただきたいと思います。 

○五十嵐保健予防課長  帯状疱疹ワクチン助成についての東京都の補助についてですが、区が実施し

ているものの半額の補助をしていただいていると認識してございます。 

○塚本委員  分かりました。 

 ということは、やはりたくさん助成すると、その半額は都に持っていただけるという考え方にもなる

かと思うのですが、特に新宿区のような、接種された方の負担額は一定にして、残りの部分を助成する

というやり方は非常に、先ほどの医療機関による金額の違いによって、どうしてみたいな話が必ず任意

接種には付きまといますけれども、そういったこともなくなって、よいやり方なのではないかと思いま

したけれども、区として今後、定期接種ということはありますけれども、定期接種の中でも定期接種の

年齢が５０歳以上にはならないのだろうという中で、我が会派としては５０歳以上の予防接種というの

は引き続き実施してほしいというような前提もございますので、この補助額の考え方は区としていかが

でしょうか。お伺いしたいと思います。 

○五十嵐保健予防課長  すみません。記憶が確かではないのですが、上限か何かがあったように記憶

しておりまして、それで恐らく１万円とか１万１,０００円の区が多かったのはそのせいではなかった

かと考えております。ですので、それを利用させていただいているということで、品川区としては１万

円助成ということにさせていただいたものになってございます。 

○塚本委員  分かりました。 

 では、これはまた今後、私のほうでもいろいろ調べさせていただきながらとは思いますけれども、よ

り区民にとって使いやすいというか分かりやすいというか、そういう助成であっていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 次に、３０７ページのアピアランスケア支援経費ということで、これは令和５年度から開始された事

業ということでございます。現在、上限３万円の助成というものを実施しておりまして、例えば、がん

の患者を対象としてウィッグと、あと胸部補正を併せた形で申請も可能ですけれども、合わせて上限３

万円ということで助成をしております。 

 一方で、都の補助額というのは上限が１０万円ということになっておりまして、そういった意味では、

上限３万円と品川区が今している理由について、初めにお伺いしたいと思います。 

○若生健康課長  アピアランスケアについての東京都の医療包括補助の活用についてでございますが、

現状、区では３万円を上限ということにさせていただいております。一方で都の包括補助が昨年度か

ら１０万円になったという状況もございました。区の検討段階のところでの各先行区等の調査におきま

しては、大体ウィッグや胸部補正具について、他区の状況を見ますと上限３万円でやっているところが

ほとんどだったというところと、あとは購入実績も数区に調べたところ、その購入額については七、八

割が１０万円未満となっていたというところから、全額とはいかなくても、その３割程度を補助するの

が適切ではないかという考えから、上限３万円としているところでございます。 

 ただ、都の上限が引き上がったというところもございまして、今後、がんの当事者からのご意見や声

といったところも踏まえながら考えてまいりたいと考えております。 

○塚本委員  そうですね。品川区がこの事業を始めたときに、まだ都の補助額みたいなものがはっき

り決まっていなかった状態であったので、そういった経緯の中から今のスキームになっているという面

もあるかと思いますので、今、課長のご答弁があって、補助額１０万円ということで東京都がしている



－29－ 

ので、ぜひ有効活用していただきたい、効果的に活用していただきたいということで、ご検討をお願い

したいと思います。 

 今、包括補助というお言葉が出ましたけれども、これは都の医療保健政策区市町村包括補助事業とい

うものの中でやられているところでございます。ポイントというのが各区の人口規模によって決まって、

それで使える予算の上限が決められるというような類いのものと伺っていますけれども、これが、アピ

アランスケアの補助額を、例えば上限３万円から１０万円、マックスで使えるようにしましょうとした

ときに、何かしら、包括補助としてほかの事業に影響が出てくるというようなことが懸念されるのかど

うか。そこについて最後にお伺いしたいと思います。 

○若生健康課長  アピアランスケア事業については、ポイントの上限の制限から外れておりますので、

そういったことは影響しないと考えております。 

○新妻委員長  次に、おぎの委員。 

○おぎの委員  本日もよろしくお願いいたします。 

 本日は、３０５ページ、予防接種費、新型コロナウイルスワクチン追加接種についてお伺いいたしま

す。 

 昨年度から毎回、発言の機会があるごとに、メリットだけでなくデメリットもしっかり周知すること

と、健康被害を受けた方への救済について発言してきました。「おぎのさんがまた言っている」と思う

方もいらっしゃるかもしれませんが、現在の状況と負の面にも目を背けず、様々な角度から考えること

は大切だと思いますので、今回も発言させていただきます。 

 今回は資料を準備しました。委員長の許可を頂き、提示いたします。お手元のタブレットをご覧くだ

さい。 

 こちらは、厚生労働省のホームページで発表されている予防接種健康被害救済制度の認定件数をまと

めたものです。令和６年９月１９日分までの集計ですが、現在も随時更新され、その数は増えています。

これまでの全てのワクチン、４７年分の合計と比べて、今回のコロナワクチン健康被害者の数は、たっ

た３年でこの数字となっています。 

 お聞きします。このデータを見てどう思われますか。 

○五十嵐保健予防課長  コロナウイルスの健康被害についてですが、３年にわたって予防接種を実施

してまいりましたので、相談件数なども、品川区でも相談される方がいらっしゃいますので、調子の悪

い方、予防接種を受けた後に具合が悪くなった方などが申請されている状況と考えておりますので、品

川区でも最近になってからは少し相談も減ってきているような状況ですので、今まで接種した方の状況

で増えてきていて、今後少しずつ減ってくるものかと考えております。 

○おぎの委員  品川区の現状をお聞かせいただき、ありがとうございます。 

 次の資料です。全国有志医師の会が２０２４年８月に出している報告のデータを共有します。全国有

志医師の会は、ヒポクラテスの誓い、自身の能力と判断に従って、患者に利すると思う治療法を選択し、

害と知る治療法を決して選択しないといった誓いにのっとって行動しております。全国医師４８０名、

歯科医師１９０名、獣医８２名、その他医療従事者８９３名、合計１,６４５名から成る団体で、現在、

海外の医師とも連携しています。 

 １段目、中段右側のグラフをご覧ください。こちらは、札幌医科大学医学部附属がん研究所ゲノム医

学部門が出している、先進２０か国、新型コロナワクチン追加接種回数のグラフです。海外では４回目

以降のワクチン接種はほとんど進んでいません。日本だけが４回目以降も接種回数を伸ばしていました
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が、コロナ第７波、第８波と、世界最高の患者数を記録しました。接種回数を増やしている日本は感染

爆発を起こしました。最初は、２回打てば元の生活に戻れるといい、予防のためにと接種回数を増やせ

ば増やすほど、陽性者は増えました。一方、ワクチンで今も多くの人が健康被害を訴えています。 

 政府やマスコミは言いませんが、日本の新型コロナワクチン政策は果たして正しかったのでしょうか。

多くの国で中止された今回のメッセンジャーＲＮＡワクチンは極めて短期間で開発されたため、安全性

と有効性の検証が不十分であり、世界中で深刻な有害事象が報告されています。さらに今期は世界初の

自己増殖型レプリコンワクチンが日本でのみ認可されて、この１０月より接種が始まっています。開発

したアメリカでは認可されていないのにです。 

 この状況を見かねて、あちこちで声を上げる団体が増えてきました。次の資料です。一般社団法人日

本 看 護 倫 理 学 会 も 声 明 を 出 し て お り ま す 。 ま た 先 日 は 、 ワ ク チ ン 製 造 メ ー カ ー の 

Ｍｅｉｊｉ Ｓｅｉｋａファルマの営業チームが告発本を出して話題になっています。Ａｍａｚｏｎで

も売上げ１位で、一時は手に入らない状況となりました。私たちは売りたくないと、ワクチンを一番販

売してきたＭｅｉｊｉ Ｓｅｉｋａファルマの現役社員が、首を覚悟で全力で警鐘を鳴らしています。 

 こちらが、この本です。画像でも出していますが、委員長の許可を得まして、実物も提示させていた

だきます。休日にはサッカーをし、健康そのものだった、２６歳の若き営業部のホープが帰らぬ人と

なったのは、ファイザーのコロナワクチン２回目接種の３日後の朝でした。目が覚めることなく、亡く

なっていたそうです。同僚の死を忘れまいとの思いから、社内の有志の会を結成しまして、新たな薬害

の発生を防ぐために本の出版に至ったそうです。息子を亡くされたお父様は実名で出ています。こちら

の本を読みましたが、告発本といっても派手な記載はなく、データは全て厚生労働省のオープンデータ

を用いて、至って冷静に分析しています。医薬品業界に携わっている人であれば誰もが感じる疑問を率

直に述べています。私が感じた違和感と全く同じものでした。 

 今まで厚生労働省の発表とメッセンジャーＲＮＡワクチンを追ってきた人からすると総括のような本

ですが、マスコミのみの情報で１方面からの情報にしか触れてこなかった人にとっては衝撃的な内容か

もしれません。ぜひ一度、手に取ってお読みください。 

 さて、一般の予防接種に関しましては、平成１１年、地方分権一括法で自治事務と再確認されていま

すが、今回のコロナワクチンに関しては法定受託事務でした。今年４月からは定期接種です。どちらに

しろ、国から予算がついて下りてくる事業に関して、地方自治体はやらないといった選択肢がないこと

は承知しています。ですが、それぞれの自治体でできることはあります。前回の決算特別委員会で、健

康被害を受けた方に独自にお見舞金を贈る愛知県や新潟県新発田市、また健康被害救済専用窓口をつ

くった名古屋市、大阪府の泉大津市などを紹介させていただきました。今回も、接種案内とともに丁寧

な説明書を送付している常陸大宮市の説明書がありますので、共有します。ほかにも千葉県白井市は、

コロナワクチン健康被害件数をインフルエンザワクチンと比較した表を載せて注意喚起をしています。 

 欧米各国に続き、２０２４年に入って、コロナワクチン被害に対する訴訟が起きています。国が主導

してきたワクチン接種ですが、遺族が国だけではなく地方自治体や製薬会社を訴えている事例も発生し

ています。２０２３年５月２３日、ファイザー社のコロナワクチン１回目を接種した後に死亡したト

ラック運転手の家族が、また２０２４年４月２２日、コロナワクチン接種翌日に死亡した女性の遺族が、

それぞれ、国、自治体、ファイザーを訴えています。訴訟内容は、危険性に対しての説明責任を果たし

ていなかったという主張です。何かあれば品川区が訴えられる可能性はあります。メリットもデメリッ

トもしっかりと伝えていくことは重要です。国に言われるままではなく、品川区はどうしますか。見解
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をお聞かせください。 

○五十嵐保健予防課長  コロナワクチンの予防接種に関しましては、国の審議会などを通しまして、

問題ないという判断をされていると考えてございます。実際、データを見ましても、ほかの予防接種と

比して、特別強く被害があるというような認識は持っていないところです。定期予防接種として実施さ

れるものですので、もちろん私どもは実施していくという形になりますが、予防接種に関する情報につ

きましては、ホームページ等で周知はしてまいりたいと思ってございます。 

○おぎの委員  様々な混乱の中で、いま一度立ち止まって考える時期に来ているのではないかと思い

ます。品川区も周知をしっかりとよろしくお願いいたします。 

○新妻委員長  次に、のだて委員。 

○のだて委員  私からは、３１３ページの温暖化対策事業に関わって、気候危機打開に向けた取組に

ついて伺います。 

 今年も暑い夏で、巨大台風が日本列島を襲い、豪雨による災害も頻発しています。気候変動の深刻な

被害が日本にも現れている中、気候危機打開への対策は急務です。 

 品川区はゼロカーボンシティしながわ宣言を行い、２０５０年までにＣＯ２の排出をゼロにする目標

を掲げています。しかし、２０５０年間近で急激に削減すればいいというものではありません。その間

にどんどん地球の平均温度が上がっていってしまいますので、中間目標である２０３０年５０％削減に

向けて、今できる対策を最大限行い、ＣＯ２排出削減を早期に進めていくことが、気候危機打開に向け

て重要です。その認識を品川区も持っているかどうか伺います。 

○中西環境課長  ゼロカーボンに向けた取組ロードマップといったところでございます。品川区環境

基本計画の中でも、２０３０年度カーボンハーフ達成実現に向けてということでうたってございま

す。２０３０年度までにカーボンハーフを達成するといった意気込みは持っているところでございます。 

○のだて委員  ２０３０年カーボンハーフということで、やはり早期に実現していくということが必

要でありますので、今できる対策を、今ある技術で進めていくということが必要になります。これをさ

らに進めていっていただきたいと思いますけれども、この間も指摘していますが、具体的にどうやって

実現していくのかということが重要です。まずは２０３０年カーボンハーフに向けて、年度ごとに省エ

ネ、また再生可能エネルギーでどれだけ削減するのかということなど、具体的なロードマップを示すべ

きだと思いますが、いかがでしょうか。 

○中西環境課長  年度ごとの具体的なロードマップをといったことでございます。 

 品川区としましては、先ほど申し上げましたとおり、環境基本計画の中で中長期的な目標を定めまし

て、取組を進めているところでございます。また、年度ごと、また部門別の削減量といったところに関

しましては、オール東京６２市区町村の共同事業の中で、各区ごとの、例えば産業部門、家庭部門と

いったものの排出量といったものは算定されてございます。そういったものもにらみながら、様々取組

を進めてまいりたいと考えているところでございます。 

○のだて委員  私が伺ったのは、再エネ、省エネでどれだけ減らしていくのかと。どちらも５０％な

のか、それとも省エネのほうが多いのか、再エネのほうが多いのか。そういうことを含めてやっていか

なければならないと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○中西環境課長  いずれも５０％なのかといったところでございますが、１つ、目標としてはそこに

なってくるかと思います。ただ、その中でもエネルギーの使用料や運輸部門での取組といったところに

よって、一部、出っ張り引っ込みはあるのかと考えてございますが、総体としては５０％削減といった



－32－ 

ところを目標にしているものでございます。 

○のだて委員  今、総体としてというのは２０３０年カーボンハーフということだと思いますけれど

も、やはり、こうした目標を持ってやっていかないと、言葉は悪いですけれども、何となくやっていた

ら削減目標を達成できなかったでは困るのです。子どもたちが安心して生活できる地球を残していく。

そのために、しっかりと取り組んでいただきたいと思います。 

 実際、様々な苦労はあると思うのですけれども、再エネで考えると、区の環境基本計画でも、太陽光

発電導入ポテンシャルが、最大限導入しても区のエネルギー需要の１割にとどまると記載されています。

加えて、先日の総務費の審査でもありましたが、区有施設の太陽光発電設置検討では、新規設置

が３２３キロワット、１７０トンＣＯ２の削減。設置済みの施設に追加と置き換えでの設置で増える部

分は１９６キロワット、約９０トンＣＯ２の削減だと思います。合計で２６０トンＣＯ２の削減という

ことですけれども、２０３０年の目標達成には６６２キロトンＣＯ２の削減が必要だということで、ま

た桁が違う。太陽光発電だけでやるわけではないですけれども、やはりこれを増やしていかなければ達

成できないと思いますので、どうやって再エネを増やしていくのかというところを伺いたいと思います。 

○中西環境課長  どうやって再エネを増やしていくかといったご質問でございます。１つは太陽光を

増やしていくといったところで、今取り組んでいるものでございます。それから、これは今、東京都で

も動いているものでございますが、例えば水素由来の電力を使うなど、様々、今、技術革新等も起こっ

てございます。そういったものも含めながら検討してまいりたいと考えてございます。 

○のだて委員  水素は結局、水素を作るのにどういった電力を使うかということが問題になります。

そこで化石燃料を使っていれば、ＣＯ２の排出が増えてしまいますし、再エネでやったとしても、運搬

するのにまたエネルギーが必要になるということになりますので、一番はやはり太陽光。その場で発電

して使うというのが一番だと思います。 

 今、増やしていくというお話でしたけれども、太陽光発電、そして燃料電池の設置助成は、最近少し

増えていますが、これをさらに増やしていかなければ間に合わない。あと５年半で２０３０年というこ

とになりますので、そのためには、やはり区民に協力してもらわなければいけない。事業者も含めて協

力してもらわなければならないということで、どういった制度があるのか。また、様々な不安にも応え

て取組を進めていくことが必要だと思います。そのためにも、住宅を建築する際の地球温暖化対策の相

談窓口を設置することを提案しますが、いかがでしょうか。 

 併せて、早期に設置を進めていくために、初期投資ゼロで太陽光発電を設置できる屋根貸しの事業を、

ほかのところでもいろいろやっていると思うのですけれども、区としても推進すべきだと思いますが、

いかがでしょうか。 

○中西環境課長  太陽光発電の設置助成に絡めまして、促進するためのご提案を頂戴したところでご

ざいます。実際、我々としてもどのように拡大していくかといったところの検討を今進めているところ

でございます。様々、どういった形がいいのか検討してまいりたいと思います。 

○のだて委員  様々検討していくということですけれども、それでは今、区として、課題として考え

ているところは何なのか。具体的に相談窓口の設置や、初期投資ゼロで設置できる屋根貸し事業という

ことで提案させていただきました。こうしたことも検討されているのか。やはり、初期投資ゼロで設置

できるというのは、気候危機対策に本当に抜本的に取り組んでいかなければならないというところで、

それだけのことをやっていかないと進んでいかないということだと思いますので、ぜひ考えて、進めて

いっていただきたいと思うのですけれども、いかがでしょうか。 
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○中西環境課長  太陽光発電に関しましては、先ほどもご答弁申し上げましたが、東京都の補助金等

とも併用できる形で、かなり負担率としては減っているような状況もございます。あとは、私どもで課

題と考えているのは、いかに事業者向けにも周知していくかといった部分も検討の課題かと思ってござ

いますので、家庭部門、業務部門を含めまして、どういった形で周知して、設置に向けて進められるか

といったところについて、検討してまいりたいと考えてございます。 

○のだて委員  事業部門が課題だということで、事業部門をぜひ進めていただきたいと思いますし、

区の計画では、家庭部門の排出量の割合が多いということですので、そうした家庭部門での協力も進め

られるように、そうした相談窓口なども設置して、設置しやすいように屋根貸しの事業などもぜひやっ

ていただきたいと思うのですけれども、さらに加えて、賃貸住宅での設置を進めていくということ

が、１つ重要だと思います。区の基本計画のアンケートでも、賃貸だから設置できないという回答が多

いと記載されています。超高層ビルはそもそもやめるべきだとは思いますけれども、ほかにもマンショ

ンは増えていますので、区内の住居は共同住宅が８割という状況ですので、対策が必要だと思います。 

 区として賃貸住宅への太陽光発電設置に向けた取組を進めているのか伺いたいのと、今、助成事業で

賃貸住宅は何件あるのか、割合も伺えたらと思います。 

○中西環境課長  太陽光発電に関しましては集合住宅も対象とさせていただいているものでございま

す。細かい内訳に関しては、今、持ち合わせてございません。 

○のだて委員  ぜひ賃貸住宅も含めて設置できるようにしていただきたいと思いますし、再エネだけ

でなく省エネ分野でも大きく進めていかないと、カーボンハーフ、カーボンゼロを実現できないと思い

ますので、抜本的に取組を進めていただきたいと思います。 

○新妻委員長  次に、ひがし委員。 

○ひがし委員  本日もよろしくお願いいたします。 

 私からは、３０３ページ、産後ケア事業について、３０５ページ、がん検診普及事業について順不同

で、また、さらに時間が許せば２９７ページ、休日・小児夜間診療費について質疑させていただきます。 

 最初に、がん検診普及事業についてです。本区ではがん情報をホームページで、令和４年１月から運

用を開始していると確認させていただいております。ホームページを見ると、「～がんからあなたを守

りたい～がんにならない、がんとともに自分らしく暮らせるまち品川」といったトップページの下に、

「品川区のがん検診」、また「相談・支援」、「医療費・生活費など」についてまとめられており、こ

ちらについては若い世代も見やすいページになっているのではないかと評価しております。 

 事務事業評価では、令和４年の閲覧数に比べて、令和５年度は目標の４万８,０００件を大きく上回

る７万件以上の閲覧となっております。関心の高まりを感じておりますが、この閲覧数が伸びた件につ

いて区はどのように分析しているのか、お答えください。 

○若生健康課長  品川区のがん情報ホームページの閲覧数につきましては、委員のご指摘のとおり、

かなり伸びているところでございまして、要因としましては、やはり、がん検診も地道に広報や

ＳＮＳなどで周知・啓発をしているところと、あとは令和５年度はアピアランスケアの事業も開始して

おりますので、そういったことで非常に関心が高まってきたというところもあるかと考えております。 

 また、著名人の方ががんを告白したりというニュースなども、一時的に閲覧数が上がる要因にもなっ

ているのかというところで認識しているところでございます。 

○ひがし委員  先ほど塚本委員の質疑でもありました、令和５年７月からのアピアランスケア事業に

よって、ウイッグや胸部補整具の購入助成が開始されており、このような新規事業の開始なども、確か
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にホームページの閲覧数の向上に関係しているのではないかと私も推測いたしました。 

 予算では１６０件程度の助成を想定し、４８０万円の予算を計上しておりましたが、令和５年度の実

績についてお答えください。 

○若生健康課長  アピアランスケア事業の実績でございます。 

 予算上、１６０件というところに対しまして、助成については１４９件の助成をしておりまして、実

績額につきましては、助成総額が４２３万６,１２８円となってございます。 

○ひがし委員  令和５年７月から開始ということでありますが、４月から遡って支給するということ

も、議事録を通して確認させていただいております。各自治体でウイッグなどの助成が進んでおり、ま

ず品川区でも実現できたことを大変うれしく評価しております。がんの罹患患者数は増えてきており、

この助成についても、内容も含め、拡充させていってほしいと思います。 

 また１点、ＡＹＡ世代、１５歳から３９歳、思春期または若年成人の世代を指すのですけれども、

ＡＹＡ世代のがんの支援というところも重要になってくるのではないかと思っておりますので、その点

についても焦点を当てて質問をさせていただきたいと思います。 

 ＡＹＡ世代のがん患者の割合は年間２万人、全体のがんの２.５％となっております。ＡＹＡ世代の

がんは、その多くが希少のがんであり、総数は少ないものの進行率が高く、ＡＹＡ世代の病気による死

亡率のトップはがんとなっております。品川区の若年がんへの支援の必要性をどのように認識している

のか、またどのような支援があるのかについてお答えください。 

○若生健康課長  若年世代、いわゆるＡＹＡ世代のがんについての認識でございます。 

 区といたしましても、若い世代や働き盛り世代というところでのがんについて、非常に対策を進めて

いかなければいけないと認識しているところでございます。具体的に、まず対策としましては、小児や

ＡＹＡ世代に限定した対策というわけではないのですけれども、若い世代、働いている方などのがんの、

精神的な、あるいは経済的な悩みなどを気軽に相談できる窓口としまして、マギーズ東京に委託して、

がん夜間相談窓口事業も行っておりまして、実際、二、三十代の若い方も利用されている実績等もござ

いますので、そういったことで支援に努めているところでございます。 

○ひがし委員  相談窓口の拡充というのも大変重要になってくると思いますので、その点については

ぜひ検討していただきたいと思います。 

 令和４年度の東京都がんに関する医療施設等実態調査（小児・ＡＹＡ世代の診療に関する実態調査）

の報告書を拝見させていただきました。その中で、「ＡＹＡ世代のがん患者の在宅医療・療養、緩和ケ

アに対して、今後充実させる必要があると考える取組は何ですか」という質問に対して、結果としては、

ＡＹＡ世代のがん患者に対応できる在宅医療・療養を支える医療人材の育成が６７.４％と最も高く、

次いで、患者の費用負担の軽減というものが６３％というような結果になっております。 

 また、東京都で行われております、平成３０年ＡＹＡ世代のがん患者に関する実態調査においても、

訪問介護サービス等の利用のための費用の負担が難しいというような課題が上がってきております。 

 先ほどご説明したように、若い世代のがんは進行が早く、治療ができず、ターミナル期に突入すると

いうような方も少なくはありません。患者の調査では、がん治療が難しくなった場合に過ごしたい場所

はどこですかという質問では、自宅が５４.７％と最も多くなっております。ただ、年齢として４０歳

未満の方は介護保険が利用できず、ターミナル期に介護サービスを利用した場合、全ての費用を負担す

るというような問題が上がっております。 

 そのような背景から、平成２７年から、ＡＹＡ世代のがんターミナル期の方へ、在宅療養に必要な福
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祉用具、また訪問用具の利用を助成するような自治体が出始めております。１件、福岡市の事例を説明

させていただきます。対象者は、４０歳未満の福岡市民の方、がん患者、在宅療養上の生活支援および

介護が必要な方。対象となるサービスは、訪問介護、訪問入浴介助、福祉用具の貸与・購入などで

す。１か月当たりのサービス利用料に対し、上限６万円を基準、サービス利用料の９割程度の額を助成

するというような制度です。 

 こちらの事業は２３区でも広がっており、令和６年７月３１日時点では、千代田区、江東区、世田谷

区、足立区、江戸川区も助成を開始しております。品川区でもぜひこのような事業を進めていただきた

いと思っているのですが、この件について区の見解をお聞かせください。 

○若生健康課長  若年がん患者への在宅支援事業についてでございますが、幾つかの区や、ほかの自

治体で先行して、４０代未満で介護が必要な方への経済的支援を行っているというところは認識してご

ざいます。 

 一方、国でも、がん対策基本計画で、小児がん・ＡＹＡ世代への支援としては、いろいろな診断時の

緩和ケアの提供体制や在宅療養環境等の体制整備について、関係省庁と連携して検討していくというよ

うなこともうたっております。こうした他自治体や国の動向等も踏まえまして、現在、策定しているが

ん対策推進計画を進めていく中で、調査・研究をしてまいりたいと考えております。 

○ひがし委員  ぜひ調査・研究、また前向きに検討していただきたいと思います。 

 私は議員になる前、特別病棟というところで長年、看護師をしておりました。全科診療が対象の入院

の混合病棟で、ターミナル期の患者さんもいらっしゃいました。その中で、３０代、２０代の、子ども

を育てているようなターミナル期の方も入院されており、そのときのエピソードがすごく印象に残って

います。思い出すだけですごく悲しくなってしまうのですけれども、自分はもう亡くなってしまうのに、

これ以上お金を使わせるわけにはいかない。だから私は、もう早く死んだほうがいいのではないか。自

宅に帰ってしまうと家族に迷惑がかかってしまうから病院にいるというようなお話のご相談を受けまし

た。私は担当の看護師だったので、家族にもご相談をして、どうしたいですかと意向を聞いたところ、

家族は自宅で見たいということで、ご自宅に帰るという決断をしました。このようなときに患者が費用

のことで迷ってしまうというのは本当によくないと思っております。 

 品川区でも、事務事業概要を見させていただきました。３０代の方が昨年５名亡くなっております。

このような方々が希望したときに、自宅でしっかりと見ていける、そして費用の負担がないというとこ

ろは、国の動向だけではなくて品川区としても考えていかなければいけないかと思いますので、こちら

については重ねて要望させていただきます。 

 そして次に、産後ケア事業についてです。時間が少し短くなってしまったのですけれども、令和５年

の実績、日帰り型産後ケアの利用人数が、令和４年の２３１人から、令和５年は１０７人と減少してお

ります。また、宿泊型産後ケアは、逆に令和４年８３人から、令和５年には１４８人へと利用者が増加

しております。この実績に対する分析をお聞かせください。 

○石橋品川保健センター所長  私からは、日帰り型の減少理由と宿泊型の増加理由についてご回答い

たします。 

 まずは日帰り型が減少した理由になりますが、令和４年度はホテルにて実施、令和５年度は保健セン

ターにて実施させていただきまして、実施場所の変更や、あとケアメニューの内容に変更があったこと

が減少した要因と考えております。 

 続きまして、宿泊型が増加した理由になりますが、区内の指定医療機関の一つが、令和４年は出産し
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た方のみの受入れをしておりましたが、令和５年度からは、別の病院で出産した方も受け入れるように

なったこともあり、それが増加の要因と考えております。 

○ひがし委員  ケアメニューの変更などによって減少してしまった。逆に、そこの内容が変わったこ

と、対象者が拡大したことによって、増加したということが把握できました。また、予約方法について、

前回の決算特別委員会でも指摘させていただいたのですけれども、ぜひ予約をデジタル化してほしいと

いうような要望をさせていただいておりました。現在の状況、また今後の方向性についてもお知らせく

ださい。 

○石橋品川保健センター所長  デジタル化について、電子申請についてのお問合せになります。 

 今年度、令和６年度から、宿泊型に関しましては電子申請をさせていただいております。今までは紙

申請だったのですが、電子申請になりまして、およそ９割の方が電子で申請していただいている状況に

なっております。日帰り型と訪問型につきましては、まだ電話での申込みという形を取っているのです

が、宿泊型の利便性が高いことが評価されておりますので、今後、日帰り型、訪問型についても、電子

化について検討を進めていきたいと考えております。 

○ひがし委員  最近、出産した方から、どうですかということを聞いたときに、やはり、なかなか紙

や電話などというところはハードルが高いというようなお話を受けて、品川区がこうやって宿泊型につ

いてまずは電子化ができたということは、大変うれしく評価しております。 

 現在、訪問型、日帰り型の利用できる回数が増えて、そして対象の枠も広がったと認識しております。

このような方々がさらに利用しやすくなるためには、また事務についても電子化というところは大変重

要かと思います。実際に、この回数の増加、そして対象者の拡大に対する区民の声などがありましたら、

お聞かせいただければと思います。 

○石橋品川保健センター所長  委員に今おっしゃっていただいたとおり、本年度から宿泊型と訪問型

については、複数回の利用、５回までの利用とさせていただいておりまして、あとは１歳未満までの利

用ということで、月齢の延長をさせていただきました。既に８月までの実績で、複数回利用されている

方が多数おります。 

 その方たちのお声ですが、月齢に応じた相談ができるタイミングを頂けてよいというお声や、定期的

に利用できるのがありがたいという声を頂いております。５回利用できる、複数回利用できることに対

しまして、成長のタイミングに合わせて利用できるということが、回数の増加や、使用できる月齢を延

長したことの成果が着実に出ているものだと認識しております。 

○ひがし委員  １回ではなかなか分かりにくいというところが、何回か利用することによって、そし

てリピーターが増えることによって、お困り事、月齢に応じた対応というところができると思います。

ぜひこの事業について引き続き拡大していきながら、課題についても解決していただければと思います。 

 また、もう一点聞きたかった休日・夜間診療の件については、また別の機会を設けまして質問させて

いただきます。 

○新妻委員長  会議の運営上、暫時休憩いたします。 

○午後０時００分休憩 

 

○午後１時００分再開 

○新妻委員長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 質疑を続けます。ご発言願います。中塚委員。 
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○中塚委員  ３１１ページの衛生許可および監視指導より、災害時におけるキッチンカーの営業許可

について伺いたいと思います。 

 首都直下型大震災など、品川区が被災地となった際、温かい食事をスムーズに提供できるキッチン

カーの活用を今年の予算特別委員会でも取り上げました。庁舎３階のスペースにもお昼にキッチンカー

が並び、利用された方もいらっしゃるかと思いますが、日常的な食事の提供はもちろんのこと、移動が

容易で、温かくおいしい食事が提供できるキッチンカーは、災害時にもその力を発揮できると思ってお

ります。 

 予算特別委員会で災害時の営業許可を質問したところ、課長より、「無償で災害支援を行う場合は、

一般ボランティアによる炊き出し行為と同様に営業行為ではないため、食品営業許可は必要ないものと

考えられます」と答弁がありました。ただ、都全体として明確な考え方が整理されたものは確認できな

いと説明がありました。ぜひ、もっと活発な議論が広がっていただきたいと思いますけれども、改めて、

品川区が被災地となった場合の営業などはどうなるのか、明確にしていただきたいと思います。都全体

ではまだ整理されていないということですが、品川区としても、しっかり整理していただきたいと思い

ますが、それぞれいかがでしょうか。 

○赤木生活衛生課長  災害時におけるキッチンカーの営業許可の要否についてのご質問を頂きました。 

 予算特別委員会等でも答弁させていただいたとおりという形になりますけれども、無償で災害支援を

行う場合というのは、一般ボランティアによる炊き出し行為と同様に営業行為には該当しないため、新

たな食品営業許可は不要であるという形の考えでございます。 

○中塚委員  該当しないということで、新たな許可は必要ないということでした。 

 品川区が被災地となる際、キッチンカーで無償の食糧支援を行う際には、そういう対応だということ

で確認させていただきたいと思いますが、そのことを、品川区のホームページに、ぜひ掲載していただ

きたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 営業許可は必要ありませんが、だからといってキッチンカーで災害時、無償で食糧支援を行う際には、

幾つかの要件を満たす必要があると私は思っております。例えば、既に食品営業許可を保有し、日常的

に営業を行っていることや、避難所において被災者に対して飲食物を無償で提供すること、また取扱い

品目は各事業者が衛生的に取り扱える範囲であること、無償の炊き出しである旨を明示していることな

どの要件をあらかじめ示す必要があると思っております。今示した要件は、千葉県が現に対応して発表

しているものですけれども、品川区のホームページを確認しましたが、災害時のキッチンカーによる炊

き出しについての説明は見当たりませんでした。災害時のキッチンカーの食糧支援をしっかり進めてい

くためにも、まずは営業許可についての説明、必要な要件などを品川区のホームページに掲載していた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○赤木生活衛生課長  ２点ほどご質問いただいたかと思います。 

 まず、ホームページへの掲載につきましては、キッチンカーがどこに配置されるのかという部分とし

まして、避難所運営等に係る事項という形になるかと思いますので、こちらは基本的には防災計画の中

で、ホームページ等も含めて整備されていくものであるという形で認識しております。 

 また、営業できる範囲というところについてですけれども、委員のおっしゃるとおり、基本的には衛

生管理や、その辺りができていてというところが前提かと思いますので、事故防止の観点からしまして、

可能な限り、東京都や、またその他の自治体の設備基準といったところに合致しているというところを

確認した上での部分が望ましいと考えております。 



－38－ 

○中塚委員  様々、防災課と連携することはとても重要だと思いますが、防災計画の中で示されると

いうご説明でしたけれども、現状、特に区のホームページには示されているものがないということだと

思います。 

 衛生管理は当然の前提であるかと思いますけれども、やはり確認事項を整理することも必要だと思っ

ております。なぜなら、災害時の食糧支援について、当然のことながら、住宅の倒壊や上下水道などイ

ンフラへの被害や、土ぼこりが舞う中での環境が考えられます。日常的にはキッチンカーでの営業を

行ってはいるものの、災害時の無償食糧支援の際に、衛生上守るべき条項・注意事項をあらかじめ明ら

かにしておいて示すということが、保健所の役割ではないかと思っております。特に、災害時に不慣れ

な方が大量に食事を調理することはとても大変です。災害発生が夏などの暑いときには、食料の管理も

難しく、食中毒の危険もあります。一方、キッチンカーの場合は、環境が整ったところで事前に仕込み

を行い、被災地に移動して食事の提供をするということですから、提供する側も慣れていると思います

ので、災害時にその力が発揮できると思っております。食中毒を防ぐことや、衛生的にスムーズな提供

のためにも、キッチンカーの活躍ということが必要だと思います。 

 災害時に保健所がどういう役割を発揮するのかという点での議論というのは、まだまだ始まったばか

りかとは思いますけれども、ぜひ、まずは営業許可のこと、あと必要な要件がどういうものなのか、保

健所の役割として、あらかじめホームページなどで提示して周知していく。それが実際の災害時に大き

な役割を果たすと思います。ぜひ、いつ起きてもおかしくないと言われている災害のことでありますの

で、早急に整えていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。ぜひといいますか、踏み出している

自治体も伺っておりますので、いつまでにといいますか、スケジュール感を持って進めていただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。 

○赤木生活衛生課長  ホームページでの衛生状況や、キッチンカーの営業許可に関する案内というと

ころですけれども、繰り返しとなりますが、防災課と連携しまして計画を持って進めてまいりたいと

思っております。 

○中塚委員  ぜひ防災課と連携して進めていただきたいと思います。 

 私も衛生費の中で、いわゆる防災対策を取り上げるというのは最近のことですけれども、やはり温か

くておいしい食事をスムーズに提供するということと同時に、その前提として、衛生的にも安全でなけ

ればならないと思います。その点において、先ほども指摘いたしましたが、災害時における保健所の役

割は極めて重要だと思います。 

 避難所の運営や受入れ体制などということは、防災課と連携するところも多いかと思いますけれども、

災害時において、食事の管理・提供、メニューや献立も含めて、保健所の力の発揮を重ねて要望して終

わりたいと思います。 

○新妻委員長  次に、西村委員。 

○西村委員  ２９９ページ、公害健康被害予防事業費、３０１ページ、乳児健康診査、３０５ページ、

予防接種費を、順不同で伺ってまいります。 

 まず乳児健康診査から、小児健康相談について伺います。事務事業評価シートを確認し、執行率も高

く、有効な事業だと思っております。どういう場面で使われているのか、この事業の詳細をお知らせく

ださい。 

○石橋品川保健センター所長  小児健康相談事業のご質問になります。 

 乳幼児健康診査は、１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査の結果、発育や発達等に遅れがある場合、
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また養育者の不安が大きいご家庭は、経過観察や発達検診などを実施し、その後、発達相談室などの関

係機関につなげ、早期に対応できるようにということでこの事業を実施しております。 

○西村委員  例えば本事業の心理経過観察、個別は、令和５年度の目標数６００件に対して、実績

が７８９件と記載があります。その他取組も高い水準を推移しておりますので、マンパワーが足りてい

るのか、ぜひ検証していただいて、足りなければ拡充をお願いしたいと思っております。 

 また、３歳児までのところで担当課も自信を持って取り組んでいただいていると感じております。し

かしながら、その後、就学児までの健康診査はありません。そこで今、健康診査で国が進めているの

が５歳児健康診査になります。例えば、１歳６か月児健康診査で言葉の出が遅いなどは、親も気づきや

すく、親からご相談がある場合も多いと思います。一方で、保育園や幼稚園など、集団に入ってから気

づくことも多くあります。国が５歳児健康診査を進めようとしている目的を改めてお聞かせください。 

○石橋品川保健センター所長  ５歳児健康診査に関する国の目的というご質問になります。 

 国が目的として掲げているのは、発達障害等の子どもの個々の特性を早期に発見し、育児の困難さや

子育ての相談のニーズを踏まえ、子どもとその家族を必要な支援につなげることを目的としております。

特に５歳児健康診査の目的としては、個人の成長や発達を診察するだけでなく、集団における立ち振る

舞い、社会的な発達状況の確認ということを、５歳児健康診査の目的として国は掲げております。 

○西村委員  集団生活の中でというのは大きなポイントであると思っております。先般の一般質問で

我が会派のせお委員から質問がありました。５歳児健康診査を実施するのであれば、単体で捉えず大き

な事業の中の一つとして捉えてほしいと質問したところ、ご答弁では、健康診査後の相談支援体制の強

化が課題と。お子さんが所属している保育園や幼稚園との情報共有や就学相談へのつなぎなど、相談支

援の場を確保できるよう、関係部署が連携を図りながら準備を進めていくというご答弁がございました。 

 ５歳児健康診査については、就学期を迎えるための準備を始める契機とするということが大変重要な

点であり、スキームは各自治体に任されている点が多くあります。区にとっても大変新しい施策になる

と思っております。そこで、区としては５歳児健康診査をどのように位置づけているのか伺います。 

○石橋品川保健センター所長  区としての５歳児健康診査の位置づけというところになります。 

 区としては、子どもと保護者が安心して学校生活を送るために、就学時健康診査より早期に、円滑な

就学に向け、適した支援につなげる機会が重要ということで、５歳児健康診査が必要と考えております。

また、５歳児健康診査を実施するに向け、子育て、教育分野などと協働し、しっかりとその後のフォ

ロー体制も構築していくように進めるよう、検討してまいりたいと考えております。 

○西村委員  ５歳児健康診査について私も不明点がありまして、こども家庭庁の担当者の方から直接

お話を聞かせていただきました。その中で、５歳児健康診査は、気づいた後の支援、カンファレンスが

大変重要とのお話がある中で、また導入自治体からは、一番効果を感じておられるのは、幼稚園、保育

園の先生たちだというお声が届いているようでした。まさに、通達によりますと、保健、医療、福祉、

教育の各分野における地域のフォローアップ体制の整備および分野間の連携体制について求めておられ

ます。担当者いわく、ここまで分野を超えて支援体制を求めることは大変珍しいとのことでございまし

た。この、国が進める目的に即して考えると、教育や、また子ども未来部を含めて、衛生費以外のとこ

ろにも関わってくると思っております。品川区独自の効果的な健康診査になるように、実施に向けて進

めていきたいと思っておりますので、この続きは総括でも取り上げさせていただきたいと思っておりま

す。 

 次に、健康寿命延伸に向けたＣＯＰＤ重症化予防の推進について伺います。ＣＯＰＤの啓発は、公害
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健康被害予防事業の一環として行っており、受動喫煙防止対策としても、喫煙との関連性が密接なこと

から、ＣＯＰＤの啓発を行っていただいております。ＣＯＰＤは従来、慢性気管支炎や肺気腫と呼ばれ

てきた病気です。最大の原因は喫煙であると言われておりますけれども、この喫煙習慣を背景に、中高

年に発症する生活習慣病と言われております。 

 今回、ＣＯＰＤについて取り上げさせていただこうと思ったのは、大多数が未診断、また未治療の状

態であると考えられることからになります。そこで、まずは区の現状について、ＣＯＰＤに関してどの

ような課題を認識されているかを伺います。 

○若生健康課長  ＣＯＰＤ、慢性閉塞性肺疾患についてのお問合せでございます。 

 まず、ＣＯＰＤについての課題というところでございます。ＣＯＰＤに関しましては統計的に公式な

ものが存在しないということで、品川区内での患者数がどのぐらいというのは把握していない状況では

ございますが、全国的な状況としましては、潜在的には５３０万人以上の患者がいるとも言われており

まして、初期症状としては、せきやたんが長く続いたり、息切れなどの症状があるというところで、風

邪と似た症状ということで、あるいは年齢のせいなどということで、受診せずに進行してしまうことが

あると聞いておりまして、またその認知度についてもなかなか進んでいないということはご指摘のとお

りなのですけれども、そういったところを課題として考えておりまして、区としても、病気を知っても

らって認知度を上げる取組というのが必要であるということを認識しております。 

○西村委員  私も今回いろいろと調べておりまして、特に死亡者の９割以上を７０歳以上の高齢者が

占めているという点、急速に高齢化が進む中で、対策を進めていく必要があると思っております。

ＣＯＰＤを罹患してしない６５歳以上の高齢者に比べて、フレイルの合併頻度がＣＯＰＤ患者は高く、

健康寿命を延ばす上で対策は必須であると考えております。 

 そこで、疾患啓発の取組について、ＣＯＰＤの疾患啓発の区の取組を教えていただければと思います。 

○若生健康課長  区の取組につきましては、まず公害の部署で肺年齢測定会というものを実施してお

りまして、そうしたところで、ピークフローといって、肺の年齢を、肺活量などといったことを測って、

そこでＣＯＰＤなどの啓発も兼ねてやっているというところがございます。 

 また、国というか、環境再生保全機構という組織で、ＣＯＰＤに関する電話相談を今年度から実施し

ておりまして、そこへのご案内というか啓発というところで、ティッシュにそういった案内を入れたり

してＰＲもしているところです。 

 また、世界禁煙デー、禁煙週間や、９月の健康増進普及月間においても禁煙・受動喫煙防止の啓発を

積極的に行っておりまして、また、毎年１１月第３水曜日に世界ＣＯＰＤデーというのがございますの

で、そういったところでの普及・啓発も検討しているところでございます。 

○西村委員  まさに国保基本健診受診者に対する卒煙セミナーを開催していただいていると思います

けれども、これに関しては本当に、課は異なりますが画期的な取組で、ぜひ続けていただきたいと思い

ます。 

 その他啓発もぜひ力を入れていただきたいと思うのですが、令和７年度より次期健康増進計画がス

タートしていく中で、ＣＯＰＤの死亡率の減少や認知度の向上に関して、どのような目標を設定して重

症化予防に取り組む予定なのか、伺ってまいりたいと思います。令和７年度スタートに向けて、次期

「しながわ健康プラン２１」の策定準備中かと思います。死亡率の減少など、ＣＯＰＤ対策についてど

のような目標を設定していくのか伺います。 

○若生健康課長  「しながわ健康プラン２１」へのＣＯＰＤの取組の反映というところになりますが、
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まず国で設定している死亡率等といったところですが、先ほど答弁させていただいたとおり、

ＣＯＰＤの罹患率等について区で出すのが難しいというところで、死亡率について指標を出すというこ

とは区単位では非常に難しいと考えておりまして、喫煙によるＣＯＰＤ等への影響を認知している人の

割合、いわゆる認知度を増やすことを目標にしようと、今のところは考えているところでございます。 

○西村委員  国や都と足並みをそろえた目標設定にするべきだという意図で質問させていただきまし

た。また、健康診査の際に把握できたハイリスク者および治療中断者に対する受診勧奨は、早期受診を

促す上で大変有効な手段だと思っておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 最後に、ＨＰＶワクチンについて伺いたいと思います。ＨＰＶワクチン接種１回目を９月中に行えれ

ば、標準的なスケジュールで年度内に３回、打ち終えることができるということで、さきの９月は

キャッチアップの案内に、国や各自治体の方々も熱が入っていたと思っております。キャッチアップ終

了まであと半年あります。厚生労働省は、最短で４から５か月で３回の接種を完了させる短縮接種スケ

ジュールを各自治体に示したとのことです。キャッチアップ接種の対象者で未接種の方、また定期接種

の対象者でも高校１年生の未接種の方で、９月中の１回目接種が間に合わなかった方が諦めてしまわな

いように、短縮スケジュールで年度内に接種が完了できるのだということを周知していただきたいと思

いますが、区のお考えを伺います。 

○五十嵐保健予防課長  先日、国から短縮のスケジュールが示されたところです。 

 ただ、国からの周知の関係で、国としては標準的な設置方法について早い段階からお知らせすること

としており、短縮のスケジュールについて周知する予定はないと言われております。緊急避難的な接種

の短縮ということもありますので、我々品川区としましてはホームページの、「キャッチアップをする

方へ」というところに、ひっそりとというか、思い切り分かるようにではなく書かせていただいている

ところになっております。また、問合せがあったりした場合にはご説明させていただいて、４か月で打

てる方法もありますので、接種する医師とご相談くださいということは説明させていただいているよう

な状況になってございます。 

○西村委員  ひとしく情報はお届けいただきたいと思うのですが、特に医師としっかりとご相談の上

でということは、品川区としても大きく記していただければと思います。標準的な接種方法を取ること

ができない場合の接種の間隔についてということで、周知をお願いしたいと思います。 

 最後に、男子の任意接種補助について伺いますけれども、この補助事業が来年度も続くのであれば、

こちらも年度をまたいでも、大半の対象者は補助を受けられますが、来年度に対象から外れる高校１年

生は、途中から補助を受けられない可能性が高くなってまいります。現状、どのような救済措置を検討

されているのか伺います。 

○五十嵐保健予防課長  現在のところ、４月から周知をさせていただいていた関係もありまして、高

校１年生が今年度で終わってしまうということは承知しているところですが、現状では特に延長する考

えは持っておりません。 

○西村委員  対象学年の高校１年生相当の方は、３回目接種が間に合わない場合がある、またそれが

どれぐらいの方々に影響を与えるのかということも改めてお調べいただいた上で、ご検討をお願いした

いと思います。 

○新妻委員長  次に、やなぎさわ委員。 

○やなぎさわ委員  私は、３０７ページ、自殺予防対策事業と、３２７ページの中小企業活性化事業

費に関連してお願いいたします。 
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 まず、品川区自殺対策計画の直近３年の目標値を教えていただいてもよろしいですか。自殺死亡率の

目標値を教えてください。 

○新妻委員長  ご答弁はいかがでしょうか。少し時間がかかりますか。 

○やなぎさわ委員  すみません。知っているので、言います。 

 令和３年度が人口１０万人当たり１４.２人、令和４年度が１３.６人、令和５年度が１３.１人に

なっております。少しずつ減らしているという感じになっていると思うのですけれども、それを踏まえ

て、今年の予算特別委員会での私の質問への答弁の件の確認ですけれども、自殺率の目標値というのは、

大体どこの自治体も自殺対策計画みたいなものに盛り込まれているのですけれども、これは必ず明記し

なくてはいけないものではないと認識して、そういった答弁を頂いていると思うのですが、その確認を

一応したいのですが、いかがでしょうか。 

○五十嵐保健予防課長  大変失礼いたしました。 

 周知目標についてですが、必ずしも書かなくていいということにはなってございますが、ただ、自殺

対策の目標を共有するということで、共通の認識をするために目標値は定めることとなっておりまして、

目標率でなくても、人数などでもいいので、示しながらやっていくというようなことが示されているも

のになってございます。 

○やなぎさわ委員  それで、私からの要望というか提案なのですけれども、やはり人口当たりの自殺

率は基本的にはゼロを目指すべきだと考えておりまして、そういった中で結果的に自殺者が出てしまう

のは致し方ないとしても、やはりゼロを目指してほしい。これはなぜかというと、親族が自殺をされた

遺族の方とお話ししたときに私は、品川区の自殺率というのは他の自治体に比べて低いのです。それを

少し自慢げに話してしまったのですけれども、そのときに言われたのは、でも自殺しているのでしょう

と言われたのです。そのとき私は、はっとなったのです。なるほどと。確かに、低いといっても、例え

ば品川区でいえば５０人前後、毎年自殺されている方がいらっしゃる。それを聞いたときに、やはり、

何というか、目標というのは、品川区の肥満率を減らそう、喫煙率を減らそうなどという目標だったら、

目標がうまくいかなくても別にやり直せるというか。だけど、自殺というのは、やはり起きてしまった

ら、もうその方はお亡くなりになられているということを考えると、無理だと分かっていても、やはり

ゼロを目指してほしいと思うわけです。自殺というのは、本人だけではなくて、家族や友人、同僚とい

うふうに、すごく深い傷を負うものです。何で気づけなかったのだろう、何かできることがあったので

はないかということを思うと、周りの方に物すごい影響を与えるものだと思っております。そして、１

人の自殺者の背景に１０倍の未遂者がいるとも言われております。 

 そういったものも含めて、歳入の日に私も申し上げましたけれども、同性カップルの続柄の欄の話も

ありますけれども、こういった細かい区の対応といいますか、少しの変化によって、当事者の方などが

救われたり、区の職員の方の意識も変わってくるのではないかと考えております。ですので、難しい目

標ではあるけれども、自殺者ゼロを目指すまち品川という感じで、ぜひ目標をゼロでいってほしいと思

うのですが、それを踏まえて、目標値は少しずつ、０.５人ずつ減らしているのですけれども、この具

体的な根拠は何かあるのでしょうか。あれば教えてください。 

○五十嵐保健予防課長  具体的な根拠と言われますと難しいところではございますが、国で令和８年

までに自殺死亡率を平成２７年と比べて３０％減少させると目標を定めているところから、０.５％ず

つ、少しずつ下げられるようにということで示させていただいているものでございます。 

○やなぎさわ委員  つまり、逆算して書いているだけで、明確な根拠というのは多分ないと思うので
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す。特に自殺率に関して言うと、分母が４０万人ぐらいいて、分子が数十人とか数人なわけです。とい

うと、毎年、かなり誤差が出やすい。つまり、毎年、かなり誤差が生まれるわけで、目標を立てるとい

うのも難しいわけです。というのを考えて、ぶれやすい数字だというのを考えると、やはり基本的には、

この目標はあってないようなものだったと私は思うので、できれば、ゼロということではなくても、例

えば目標の数字、明記する文字を少し工夫して何か別のものに変えるなどといったことをぜひ検討して

いただければと思います。何か受け止めがあればお願いします。 

○五十嵐保健予防課長  国でも最終的な目標としては、誰も自殺に追い込まれることのない地域の実

現を目指すべきと定めております。ただ、当面の数値目標として、先ほど申し上げました３０％以上減

少というようなものも挙げておりますので、区でもそのような形で書かせていただいているところです

が、今年、自殺対策計画の見直しを行っておりますので、協議会等もやっておりますので、そちらでい

ろいろご意見を伺いながら、設定のことについては考えていきたいと思っております。 

○やなぎさわ委員  ぜひ考えていただければと思いますので、お願いします。 

 次です。中小企業に関してですけれども、飲食店の倒産件数が過去最多ペースだということで、非常

に中小企業、飲食店は苦労していると思うのですが、品川区も例外ではないと思うのですが、区として

はどのように今のこの状況を受け止めておりますでしょうか。 

○小林地域産業振興課長  地域産業振興課で、品川区の倒産状況ということで、負債総額

が１,０００万円以上というところと１,０００万円未満というところで分けて、把握できるというとこ

ろがあるのですけれども、件数で見ますと、やはりご指摘のとおり、コロナの段階というのですか、コ

ロナの期間中は政府の支援措置がかなり手厚かったということもあります。逆にこれは戦後最低の倒産

水準となってございました。現在の令和６年度の倒産の推移というのを見ますと、これはコロナ前、令

和元年ぐらいの状況に近いペースなのかと。ただし、全国的に見ますと、この１０年間の中でも、これ

はやはり悪いペースといいますか、かなり中小企業にとっては厳しい経済状況になっていると認識して

ございます。 

○やなぎさわ委員  やはり厳しい状況だと思うのです。特にラーメン屋が今、前年度比倍増のペース

で倒産を続けているということなのです。ちょうど私は昨日、大井町のラーメン屋に行ったのです。東

小路にあるスモールアックスというお店で、これは区長もご存じだと思うのです。というのは、区長選

挙のときにポスターが貼ってあって、店主に聞いたら、いや、森澤さんが来てくれたのですと言って、

貼っていました。それはどういうお店かというと、いわゆる二郎系という、区長や田中たけし委員の三

田会の方がこよなく愛している二郎系ラーメンのお店で、安い料金でたくさん食べられるお店なのです

が、これを何で今言ったかというと、今、ラーメンの価格がすごく上がっていて、普通に食べて９００

円、トッピングをつけると１,０００円を超えてしまうと。それで、１,０００円の壁というところ

で、１,０００円より高いお店が潰れているというのをよく聞きます。 

 それで、このスモールアックスは二郎系なので、９００円で野菜増しにして、おなかいっぱい食べら

れるから、今、ぎりぎり９００円です。１年少し前まで７００円だった。このお店が物すごく、１年ぐ

らい前から混み始めたのです。つまり、物価高やいろいろな価格の高騰によって選択肢が減って、結局、

高いお店ではなくて９００円、１,０００円にいかないところで、ぎりぎりおなかいっぱい食べられる

スモールアックスが、今、本当に１年ぐらい前から、すごい行列になってしまって、私も好きなお店

だったのですが、なかなか行けなくなってしまって、昨日はたまたますいていたので行けたのですけれ

ども。ということで、特にラーメン屋は、インボイスによる税金の負担や社会保障費の増加、原材料の
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高騰、人件費の高騰、そして先ほどありましたけれどもゼロゼロ融資の返済などが始まって、非常に経

営が厳しくなっている。特に光熱費は、ラーメン屋はもう、営業時間はずっと強火で火をつけているの

で、かなり光熱費がかかるということになっておりますので、ぜひ小規模事業者のインボイス、実態調

査を含めて、区内の事業者の現状把握に努めて対策を講じていただきたいと思います。 

 何か最後にあればお願いします。 

○小林地域産業振興課長  ラーメン店、飲食店につきましては、今回の９月補正の予算も十分活用い

ただけるのではないかと思っております。 

○新妻委員長  次に、こんの委員。 

○こんの委員  私からは、３０７ページ、精神保健事業、時間があれば３０５ページの帯状疱疹ワク

チンについてお聞きします。 

 精神保健事業からお伺いしたいと思います。精神疾患、精神障害の疑いのある方の相談と対応につい

てお聞きしたいと思います。精神疾患、それから精神障害、こうしたことの主な症状として、幻覚や妄

想などといった症状があると思います。こうした症状が悪化する前に、早期の対応、そして適切な医療

につなぐ。こうしたことが大変重要だと思いますが、早期に適切な医療につなぐというのが、なかなか

難しい現状があると思います。 

 そこで、お独り暮らしの方、あるいは家族のいる方、それぞれ、こうした状況の中で疾患がある疑い

のある方を医療につなげていく対策として、ご本人が家族と一緒の場合は、ご家族が医療につなごうと

するわけですが、ご本人が拒んで受診ができないといったこと。あるいは、お独り暮らしの方、周りの

方が、この方は大丈夫か、医療につなげたほうがいいのにと思うけれども、なかなか医療にはつなげな

いというような状況で、こうしたことの対策をしてくださっているのが、保健センターの相談事業だと

思います。 

 その相談事業ですけれども、今、この相談事業の中で、ご家族の方が受診を本人にさせたいけれども、

できないといったことに対しては、丁寧にお話を聞いてくださって対応してくださる。この間も具体的

なご相談で、大井保健センターでは大変に丁寧にご相談を聞いてくださって、医療につなげてくださっ

たといったことがありました。 

 一方で、家族がいても、家族がご本人の疾患に気がつかない。あるいは、その疾患に近所の方が気が

つく。また、独居の方で、お１人だから、そういった幻聴や幻覚、妄想などがあるのだけれども、ご本

人はそうではないと言う。それで、近隣の方とのトラブルに発展したりというケースがあります。こう

したことの対応について、ご相談は受けてくださると思うのですが、なかなか具体的な対応というのは、

今現状、難しい状況と、理解というか認識しております。 

 そこで、この対策を何かできないかということでの質問なのですけれども、あるというか、私が具体

的にご相談があったケースなのですが、ご家族の方の中に疾患の疑いのある方がいて、ですが、ご家族

は全く対応しない。近所の方が大変困っている。夜中、大声を出されて、また近所の方が自分の家を出

るときに、２階からその方が見ていて大声で叫んで、嫌がらせみたいなことをされるといったことで、

ご家族の方に接触したいのだけれども、ご家族の方は聞いてくれないし、対応してくれない。どうした

らいいかということで、保健センターにご相談をしたのですけれども、聞いてくれたには聞いてくれま

した。「そういう状況なのですね。医療につなぐことが大事ですね」というアドバイスは受けたのです

が、そうはいっても、他人がその方を医療につなぐというのは至難のわざで、そうこうしているうちに

悪化していって、その方が大声を発声する時間も夜中だったりするので、警察に通報させていただいた。
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通報して、警察が来てくれた。そのときには、その方の対応を、警察は現状を見て対応するとは言って

くれたものの、その様子にいわゆる自傷他害みたいなことがないので、警察はその現状だけを見て帰ら

れた。また何かあったら連絡をくださいねというようなことで終わったということで、そうこうしてい

るうちに、それが何回も続いて、警察への通報の回数がかさんでいくのです。かさんでいくと警察も、

またかとは思っていないでしょうけれども、だんだん対応が、すぐ来てくれたのに、電話をして二十分、

三十分たってから来るみたいな、現場を見てもらいたいのに見てもらえないという現状がある。もう本

当に、近隣はほとほと疲れ果ててしまって、ご家族にも接触するけれども、ご家族は対応できないみた

いなことをされてしまう。本当に、これはお互い、家族もそうでしょうし、近隣もそうでしょうし、こ

うした対応が何とかならないかといったところなのです。 

 被害を被られている方と一緒に、警察に相談に行きました。警察で、こういう近隣の方が困っていま

すのでということで、困っていることも全部お話をして、警察で対応してもらうようにお願いしました。

警察は、「分かりました」とは言ったものの、法律上、精神保健福祉法第２３条に書かれているような

自傷他害行為がないと、「これは聞くだけで終わってしまいますね」といったニュアンスの話だったの

です。いやいや、このご家族はどうすればいいのですか。また、早く医療につなげてあげないと、もっ

と近隣は困ってしまいますよといったところなのです。そうした対応について家族の方が相談すれば、

医療につなぐことが、どんどん保健センターでもつなげていただけるのですが、近隣の方が相談したと

きには、なかなかそれができない。そこの対応、対策を考えていただきたい。こうした事案についてど

うお考えでしょうか。 

○三ツ橋荏原保健センター所長  精神疾患をお持ちの方が暴言などを吐いて、周りの方に様々な影響

を及ぼしているということで、近隣の方からのご相談についてどのように対応していくかということで

ございますけれども、非常に難しい問題でございます。人権侵害のことも考えなければならない部分も

ありつつ、近隣住民の方の環境的なことも考えなければいけないという、保健センターの考えを、考え

ていかなければならない部分でございます。 

 今回の場合につきましては、警察と連携を取りながら、また保健師や心理士などにも相談しながら、

その方に対する対応を、どのように医療につなげていくか、また重い医療なのか、それとももう少し軽

い医療なのか、その辺りの判断なども懸案していきながら対応していかなければならないと思っており

ます。 

○こんの委員  警察の方には、こうお願いしました。警察がご相談者から聞いたことを、保健セン

ターと連携を取ってくださいと。それで、連携を取っていただいて、一緒にその方のお宅に行ってくだ

さいとお願いいたしました。警察の方がその後、動いてくださったようで、そのお宅の、疾患の疑いの

ある家族に接触していただいてという形でつながったのですが、警察も、先ほど申し上げたように、

第２３条でないと動かないというようなところもあるので、そこはどうかもう一歩、保健センターから

も、こうした対応についての連携というところを取っていただきたい、体制をつくっていただきたいと

思うわけでございますが、いかがでしょうか。 

○三ツ橋荏原保健センター所長  近隣の方からの様々なご用件、ご要望がある中で、またご当人の人

権侵害などを考えながら対応していかなければならないと思っております。ただし、警察との連携に関

しましては、しっかりと連携を取っていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○こんの委員  ぜひよろしくお願いいたします。民事不介入というところで、なかなか保健センター

は動けないといったところであるかもしれないですが、警察と連携を取って、状況を把握して、適切な
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医療につなぐ、家族との接触などを図っていただける対策をつくっていただきたいと思います。 

 要望で終わります。 

○新妻委員長  次に、石田しんご委員。 

○石田（し）委員  私からは、３０５ページ、予防接種費の子宮頸がんワクチンキャッチアップにつ

いて、３１３ページ、環境調査測定費に関連して羽田新飛行ルートについて、時間があれば３２１ペー

ジ、中小企業センター運営費について、それぞれお伺いします。 

 まず、子宮頸がんワクチンキャッチアップについて、先ほどほかの委員からもお話がありました。

ホームページに、９月に間に合わなかった方のこともきちんと書いてあります。大丈夫です。うれし

かったです。 

 これは、でも１０月とは言っているのですけれども、本当にぎりぎりは１１月です。４か月。先ほど

のほかの委員への答弁では、国があまり推奨していないから、そこまではというようなお話ですけれど

も、これはそもそも国の判断ミスでこういうふうになっているのだから、私はやはり、これはしっかり

区が対応して、間に合わなかった子も何とかまだ間に合うということで告知をするべきではないかと思

います。改めてその辺をお伺いします。１１月までまだ可能ですので、ぜひそこは品川区の本気度も見

せていただきたいと思いますので、改めてご答弁いただければと思います。よろしくお願いします。 

○五十嵐保健予防課長  ＨＰＶワクチンのキャッチアップについてのご質問ですが、まだこれからで

も間に合いますし、もちろん３回接種できなくても、２回分は公費でできる部分もあったりしますので、

ぜひ打てる方については打っていただきたいと考えているところです。 

 ただ、やはり、ずっといつまでもやり続けるのがいいのかという部分もございますので、あまり長い

期間、もう今、キャッチアップをやっている方で一番年齢が高い方は２８歳の方になりますので、やは

り子宮頸がんワクチンの目的からすれば、もう少し若い方に打っていただければという思いもございま

すので、現在のところは特に延長することは考えていないところです。 

○石田（し）委員  いつまでやるかというのは、空白の期間があったのだから、その方たちにはでき

る限り、打ちたいと思えば打ってあげればいいと私は思っております。さらに言えば、２回は公費で打

てるのだからというお話がありました。実は宮崎市で先月、３回目の接種が年度をまたいでも、市で

しっかりと助成をするということで発表しました。これです。やるべきだと思います。こういったこと

も含めて、もう一度、３回目の接種が年度をまたいでも助成をするべきだと思いますが、区のご見解を

お聞かせください。 

○五十嵐保健予防課長  子宮頸がんワクチンのキャッチアップにつきましては、３年前ぐらいからや

らせていただいていたかと思います。その件もございますので、今のところは特に、キャッチアップの

フォローをさせていただいて延ばすということは考えていないところです。 

○石田（し）委員  ３年前からということですけれども、もうまさにコロナ禍でした。コロナ禍で、

なかなかこのワクチンを打つこともできなかったのが現状ではないでしょうか。こういった環境も含め

て考えていただいて、ぜひ前向きにご検討いただければ。これは要望で止めておきますが、ぜひお願い

したいと思います。 

 次に行きます。環境調査測定に関連してですが、羽田新飛行ルートです。実は私の長男が、少し前で

すが、体に異変があって、蕁麻疹かということで医者に行きました。医者で診てもらって聞かれたのが、

「お子様は飛行機の近くにいますか」、「います」、「もしかしたら、それが原因かもしれません」と

言われました。お薬を出していただいて数日たって、蕁麻疹自体は落ち着きましたが、そういった事例
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が自分の息子にあった中で、そういうこともあるのかと。実は自分も分からなかったので、まだこれか

らどんどん、これは深掘りしていきたいと思いますが、区として、こういった飛行機の影響が実際、区

民にあることを、認知されているのかどうかお聞かせください。 

○髙梨都市計画課長  羽田新飛行ルートに係る様々な声、区へのお問合せは都市計画課で受けており

ますので、私から答弁をさせていただきます。 

 今、委員からお話のありました、お子さんに蕁麻疹のような症状が現れるというような内容での区へ

の区民からのお問合せということは、今まではございませんでした。 

○石田（し）委員  今、区民の声としてお伝えしました。 

 私も分からないです。専門家ではないし、これはあくまで一例だし、私も医者のご助言の中で、まだ

最終的に、本当にそうなのかどうかも確認していないですけれども、医者がそういう判断をしたという

ことなので、ぜひ、こういったいろいろな影響があるのです。私は全部を否定しているわけではないけ

れども、そういった声はぜひ拾っていただきたいし、今日あえて、こういった場で、個人的な陳情みた

いになってしまうとあれですけれども、これはあくまで実際に自分が経験したことをお伝えさせていた

だきました。ぜひ、そういった声を拾える体制もつくっていただきながら、いろいろな人の声を聞いて、

何が正しいのかというのをご判断いただいて、対策を打っていただきたいと思います。 

 そこで、これまで様々な議員から、羽田新飛行ルートに関してはいろいろなお話があります。ここ最

近の区のご答弁は、アンケートを実施し、区民の方たちの様々な思いを要望書としてまとめ、そして国

土交通大臣に届けましたということです。これはすばらしい取組だと思います。それで大体、答弁が止

まってしまっているのです。「要望書を届けました。終わりです」はないではないですか。この要望書

が、どうやって国土交通省に行って、国土交通省の中で議論があって、その答えはいつ返ってくるので

すか。そのタイムスケジュールを改めてお知らせいただきたいのと、この間、まず前回、誰か忘れてし

まったけれども、質問の中で、近隣区の様々な連携はどうなっているのかというのがあるのですけれど

も、やはり羽田新飛行ルートのルート上にある各首長がいますよね。各首長はそれぞれ多分、違う立場

だと思いますけれども、もちろんその中には様々な区民がいて、様々な思いがそこにはある。そういう

方、近隣区の首長たちと、この間、例えば会議の中でこの話をして、どういうふうに連携ができるかと

いう話をしたか。こういった具体的な取組を、この間、各近隣区のルート上の首長たちと話合いをした

ことがあるのかどうかお知らせください。 

○新妻委員長  石田しんご委員に申し上げます。ただいまの質問は、本日は所管が違いますので、所

管を超えての質問となっておりますので、質問を改めてしていただきますようにお願いいたします。 

○石田（し）委員  では、それも含めてどういった調査をしているのかをお知らせください。 

○髙梨都市計画課長  まず、前段にありました、様々な声、受け付けた声につきましては、しっかり

と、区に寄せられた声につきましては毎月、国にはその内容についてお届けさせていただきます。今、

委員からありました内容につきましても、責任を持って国に届けたいと思ってございます。 

 また、この間の要望書を提出した後の動きというところでございますが、要望するとともに、しっか

りと区民負担軽減につながる取組を早期に検討し、実施していただくといったところも、併せて国に求

めておりますので、様々な区民の方が抱える不安を取り除く動きというものを、国に対して早急に対策

を行っていただくように、区としては強く求めているといったところも、併せてお答えさせていただき

ます。 

 あと、後段の、この間の近隣区との連携というところでございますが、東京都が事務局となる連絡会
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を組織しておりまして、各区とは、国の情報を基に連絡調整を行っているとともに、また個別に隣の区

等々につきましては連絡を取り合って、情報共有を図っているところでございます。 

○石田（し）委員  ご丁寧に本当にありがとうございます。ぜひ前に進めていただければと思います。

よろしくお願いします。ありがとうございました。 

○新妻委員長  次に、高橋伸明委員。 

○高橋（伸）委員  ３０１ページ、小児健康相談、３１３ページ、アスベスト対策事業、同じページ

で高効率給湯器設置助成についてお尋ねさせていただきます。 

 まず最初に、３０１ページ、小児健康相談についてお尋ねさせていただきます。まず、この小児健康

相談というのは幅広い相談があるかと思いますけれども、主にどういった相談が多いのかというのをお

知らせいただきたいと思います。 

○石橋品川保健センター所長  小児健康相談の主な内容についてのご質問になります。 

 こちらは、お子様の発育や発達に対して、通常と比べて少し遅れているのではないかというような相

談を、主に頂いているところになります。 

○高橋（伸）委員  相談内容もいろいろあるかと思うのですけれども、私からは、子どもの病気のケ

ア教室についてお尋ねをさせていただきます。 

 自宅で病気のお子さんを看病しようにも、どうお世話していいか分からない保護者の方も、恐らく今、

増えてきていると私は感じております。子どもとほとんど接触せずに成長して親になり、周りにも気軽

に我が子のことを相談できる人がいない、孤立して子育てを行っているご家庭も少なくないように私は

思っております。このような保護者に、窓口でパンフレットを渡したりといった説明は恐らくされてお

られると思いますけれども、ほとんど十分な支援にならないのかなと私は感じ取っております。特に、

病気のケアに習熟するには、パンフレットを読んだり口頭の説明では決定的に不十分なのかと思ってお

ります。特に実習と練習が私は必要だと思っております。離乳食ですら、実習教室によって、区で離乳

食の実習教室も行われていると思います。やはり保護者は不安にさらされながら、病気のケアを行う。

子育てに不慣れな保護者には、就労・住宅に関係なく十分な知識の提供と、ケアの実際を習得していた

だく練習が必要だと思われます。その施策として、以前、私どもの会派としても、病気の子どものケア

の実践教室の開設を繰り返し提案してまいりました。 

 この教室は、病気の子どもに対するシロップ薬の投与の方法や、いろいろ水分の与え方、嘔吐の処理

方法など、病気のケアの実際を、座学ではなく、薬剤師、ドクター、看護師などの専門職の講師が指導

する教室なわけであります。それについて、以前、我が会派の委員が繰り返し、ケアの実践教室の開設

を提案してまいりました。このような実習形式で子どものケアを実際に学ぶ教室こそ、世話をほとんど

したことがない保護者にとっては極めて効果的であると思います。安心して、子どもの子育てをするた

めの取組の提案だと、会派としても以前、強く要望してきたものであります。 

 また、同じく前の予算特別委員会の総括質疑で、少子化に対する子育て拡充の重要な柱になるため、

以前、健康推進部長から、速報値で４人に１人が内服で困ったことがあるという回答がありました。こ

の結果も踏まえて、実施内容とタイミング、対象者等を含めて、薬剤師会等の関係機関とも相談しなが

ら検討を進めてまいりますというご答弁を頂きました。しかし、令和５年の決算特別委員会の所管の質

疑で、会派のこしば委員が子どものケア教室の現在の進行状況について質問したところ、品川保健セン

ター所長は、投薬で困ったときの相談役は医療機関、薬剤師であり、保健センターでは健診・訪問で、

健康に対するリーフレットの配付と相談事は窓口で対応しているため、教室という形の開催は計画して
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おりませんとの答弁がなされました。 

 まず、品川保健センター所長にお伺いしたいのは、薬を飲ませたこともない、子どもの看病もほとん

どしたことがない保護者に対して、健康診査や窓口でリーフレットを配れば解決できるものと思われて

いるのでしょうか。そのお考えをお聞きしたいと思います。 

○石橋品川保健センター所長  お子様の病気のケアについて、ご回答させていただきます。 

 先ほどご説明のありました、薬の飲ませ方についてです。以前の答弁で、アンケートを実施しており

まして、そのアンケートにおいて、薬の飲ませ方で何か疑問点があった場合は、かかりつけの医師や薬

剤師、薬屋でお話を伺っているので、そういったところを活用して、また保健センターではリーフレッ

ト等を配布して、周知や個別の相談をお受けしているということで回答させていただいております。十

分かと言うところの質問においては、やはり、もちろん十分な知識を持っている者が実践で教えること、

指導することがベストだとは思っておりますが、今、保健センターでは、病気や薬についても様々なも

のがありますので、なかなかポピュレーションアプローチ的なものは難しいものだと考えております。

ただ、今後、やはりそのような要望が多いというところを把握しながら、薬剤師会の方ともいろいろ知

識の共有を図って、薬の飲ませ方を含めて、病気のケアについて、何か保健センター、区としてもでき

ないかということは検討してまいりたいと考えております。 

○高橋（伸）委員  今の所長のご発言は本当に理解はしておりますが、やはりドクターと薬剤師から

口頭で説明を受けて、それが十分だと思うというのは、私はそういうふうに理解しましたけれども、や

はり私は行政の対応は、まだ十分ではないのかなと思っております。やはりこれは十分、知識の提供と

ケアの実際を習得していただく練習の場が必要ではないでしょうかと私は思っているのですけれども、

いま一度、ご見解をお願いしたいと思います。 

○石橋品川保健センター所長  実践の場の提供というお話になりますが、先ほども申し上げたとおり、

今、区の専門職で、様々な病気を抱えているお子さんがいることは認識しておりまして、薬なども様々

になりますので、なかなか一般的に広く多くの人を集めて周知するという方法は、今の時点では難しい

ものではないかと考えております。 

 ただ、今後、薬剤師会の方ともいろいろお話を、協議を進めさせていただいて、何かしら今よりもい

い方法がないかということは検討してまいりたいと考えています。 

○高橋（伸）委員  本当に、座学ではない実習形式の、病気のお子様に対するケア教室は、必須の事

業と私は考えておりますので、ぜひご検討をよろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 続きまして、３１３ページ、アスベスト対策事業、高効率給湯器設置助成についてお伺いいたします。 

 アスベスト対策事業に対しては、やはりいろいろ建設関係の団体の方からもご要望を頂いております。

これは除去の対象など、分析・調査などもいろいろあるのですけれども、今現在、調査費用は５万円と

いう上限がございます。それに対して、これは関連した話なのですが、産廃費用も１立米、大体、今４

万円ぐらいが相場になって、金額が上がっているという中で、業者の負担もそうですし、施主の負担も

本当に今、大変なこととなっております。それについて、今、区としてこれからどういうふうにやって

いくのかというお考えをお聞きしたいと思います。 

 それと、あと給湯器設置助成ですけれども、調査シートを拝見しますと、すごく伸び率がよかったと

いうことであります。給湯器に対しても、いろいろ給湯器を３つぐらい、安価なものから高額のものま

であると思うのですけれども、エコジョーズが特に伸び代が多いと思われます。それに関しては本当に

いろいろやっていただいて、流用もしていただいたということで、今現在も取り組んでおられますが、



－50－ 

この伸び代は、伸びたというのはすごく分かるのだけれども、区の広報などもいろいろやっていただい

ているのは分かるのですけれども、どういうことで伸び代が、件数が上がったのかというのを１つお尋

ねと、もう一つは、建設関係の３団体の方たちや、いわゆる独り親方でやっている、組合にも属してい

ないような工務店もあります。そういうときに施主は結局、工務店に全部一任、依頼して、ガスから水

道から打合せをして、全部やるわけです。そのときに、エコジョーズがこういうふうに今、助成になっ

ていますというのは、多分、零細の工務店の事業主は、まだこの助成自体を多分知らないと思うのです。

これは要望ですけれども、建設３団体に対しても、ぜひ啓発・広報活動をしていただきたい。もしかし

たら広報しているのかもしれませんけれども、その辺のところを２点、お尋ねさせていただきます。 

○中西環境課長  大きく２点、ご質問を頂いてございます。 

 まずアスベストに関してでございます。実績ベースで申し上げますと、令和５年度が、調査助成が４

件、除去の助成が１件、それから専門家を派遣して目視で確認する使用状況の調査が０件というような

状況でございます。一昨年の令和４年度でいきますと、調査助成が４件、除去助成が２件、使用状況

が０件という状況でございます。今、委員からも、物価高騰の関係もあるというお話がございました。

この使用状況や他区の状況を踏まえながら、どのような取扱いにしていくことが望ましいか、皆様にご

活用いただける助成になっていくかといった部分に関しましては、引き続き検討させていただければと

考えてございます。 

 それから次に高効率給湯器の件でございます。１つ目が、エコジョーズが伸びている理由についてで

ございますが、１つ、私どもで考えておりますのが、今、新しい住宅を建てる際に、省エネ住宅を建て

るといったことが主流になってございます。そういった中では、エコジョーズをつけるといったことが

一般的になっているのかと考えているところが１つございます。 

 それから、こういった高効率給湯器の助成等々を含めまして、工務店にもなかなか周知が行き届いて

いないのではというご質問でございます。私どもも、今どのように周知をしていけば、より活用いただ

けるかといったところは検討しているところでございますので、委員にご提案いただきました建設３団

体への助成と周知といったことも、改めて強化して進めてまいりたいと考えてございます。 

○高橋（伸）委員  それと、あともう一点ですけれども、現地に行ってアスベストの調査を行ってい

ますよね。それは、区の職員の方が行っておられるかと思うのです。それに対して、区の職員の方に

行っていただくのはいいのだけれども、逆に業者などに依頼する、委託するという手法もあるかと思う

のですけれども、その辺についてお伺いさせていただきます。 

○中西環境課長  事前調査結果報告が令和４年度から求められる形になりまして、立入り調査が昨年

度ですと９６９件、職員のほうで行って、調査をしているような状況でございます。今後もどういった

やり方がいいかを含めまして、様々、確認しながら検討してまいりたいと思います。 

○新妻委員長  次に、鈴木委員。 

○鈴木委員  私からは、３０４ページ、３０５ページの各種健診の拡充とがん検診の無料化を求めて

質問したいと思います。あと、小児インフルエンザワクチンについても伺いたいと思います。 

 まず、小児インフルエンザワクチンですけれども、お母さんから、品川区も無料にしていただけたら

助かるというご要望を頂いたのですが、近隣区の状況を見ましたら、港区が４,５００円の助成をして

いまして、渋谷区は全額助成をしているということで、ホームページにあったのです。そういうことか

らしたら、ぜひ品川区でも、子どものインフルエンザワクチンのほうも、高齢者は無料になって本当に

よかったと思うのですけれども、小児もぜひ無料にしていただきたいと思うのですけれども、いかがで
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しょうか。また、他区の状況なども、２３区全体の状況も分かったら教えてください。 

○五十嵐保健予防課長  品川区のお子さんへのインフルエンザワクチンの助成についてですが、本年

度から１回２,０００円、助成させていただいているところです。他区で無料にしている区があること

は存じ上げておりますが、全体の調査をしているわけではないので、大変申し訳ありませんが、どのぐ

らいの区が無料にしているかというところまでは把握していない状況でございます。 

 品川区の今後ですが、高齢者のほうは定期予防接種ということもありまして、無料化をさせていただ

いた部分もございます。お子さんの予防接種につきましては、まだ現在、任意予防接種ということに

なってございますので、現在のところは無料化にすることは考えていない状況です。 

○鈴木委員  任意ということですけれども、ぜひ無料化に向けてご検討いただきたいということで要

望させていただきます。 

 あと、健診のほうですけれども、がんも含めて病気は基本的に早期発見・早期治療が基本だと思いま

す。そのために健診が欠かせないと思います。 

 品川区の第三期データヘルス計画というのが、厚生委員会で報告があったのですけれども、これは国

民健康保険の基本健診ではあるのですが、健康診査の受診率が２３区中、１８位なのです。それで、保

健指導利用率は２２位という状況で、１人当たりの医療費が増加していて、特に新生物、腫瘍の医療費

が増加していて、生活習慣病の関連疾患の医療費は減少しているということですけれども、１人当たり

の医療費は２３区で２位という状況だとの説明でした。 

 国民健康保険加入者ですけれども、死因の割合の比較ということで、これは令和４年度ですけれども、

がんが断トツで多くて、５３.５％というのが品川区の実態ということでした。これは、国や東京都の

平均よりも多いという状況です。さらに、医療費の１位、２位というのが、新生物が４０代以降は男女

ともに、１位、２位になっている状況です。そういうことから考えると、やはり早期発見・早期治療に

つなげるためにも、健診を増やすという取組がすごく大事ではないかと思うのですけれども、その点に

ついて伺いたいと思います。 

 それから、そのために、お金の心配をせずに受けられるよう、がん検診の無料化を求めたいと思いま

すが、がん検診の無料化について他区の状況などを把握されていたら、その点についてもお聞かせくだ

さい。 

○若生健康課長  医療費の削減に向けての健診の増というところの問合せ、それからがん検診の無料

化の他区の状況というところでございます。 

 まず１点目です。健診を増やしたほうがいいというご意見についてです。当然、区で実施している

様々な健診がございますけれども、それぞれ目的としては、やはり生活習慣病の予防や改善、健康増進

というところから、がんの罹患率、当然、最終的には死亡率を減らすという目標でやっている。根拠が

あってやっているものや、健康増進法等の法令に基づいてやっている部分もございます。 

 ただ一方で、任意で区が始めてやっている健診もございますけれども、そういった任意健診というと

ころをどこまでやっていくかというところは、区全体の財政や、様々な施策の考え方にもよってきます

ので、なかなか全て増やせばいいというところではないとは考えてございます。 

 それから、がん検診の無料化の状況でございますけれども、こちらは昨年２０２３年１月に調べたと

ころ、無償化、いわゆる国が推奨している５つのがん検診全てを無料にしている区というのが、２３区

中、９区ございました。 

○鈴木委員  既に多くの区が無料化しています。 
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 今年、共産党が予算の修正も提案したのですけれども、本当に驚くような額ではなく無料化というの

はできるのです。胃がん検診では、バリウム、内視鏡、リスク検診、全部を無料にしても、１,１００

万円程度です。乳がん検診、肺がん検診、前立腺がん検診、それから口頭がん検診、全てを無料化して

も、全部で３,６００万円程度なのです。これは共産党の試算ですけれども、区として無料化するとど

れぐらいかかるというのを試算したものがあれば、教えていただきたいと思います。私は、こういうふ

うに無料化することで、品川区はがん検診を全て無料化しましたということで、安心して検診を受けま

しょうということでアピールすることができると思うのです。そして、それがやはり健診を増やすこと

にもなり、区民の健康にもつながる。そして、早期発見・早期治療にもつながるということになってい

くと思うのですけれども、無料化の試算などをしていましたら、教えていただけたらと思います。それ

でぜひ、これぐらいのお金で無料化できるのに無料化しないという理由があったら、それもお聞かせく

ださい。 

○若生健康課長  まず、区でやっているがん検診については、既に一部は無料になってございます。

子宮がん検診や大腸がん検診は無料でやってございます。それ以外の検診について、一部、自己負担い

ただいているところですが、それら全てを無償にした場合の試算というのは区でも行ったところでござ

いまして、若干、受診率の増加を見込んだところ、約４,０００万円程度の増加というような試算をし

ております。 

 無償化しない理由というか、そこにつきましてですけれども、現時点で無料にしている、例えば子宮

がん検診、それから大腸がん検診。大腸がん検診等については、無料にしているから受診率がほかのと

ころに比べて高いかというと、そういうわけではなく、やはり区としてきめ細かく受診勧奨をしていっ

て、それに応じて受診率が上がっているところもございますので、無償化したから直ちに受診率が上が

るということは考えてございません。もちろん、無償化した時点で一定の効果はあるかもしれないです

けれども、それで根本的に、無償化したから全て受診率として解決するかというと、そうではないと考

えてございます。 

○鈴木委員  共産党の試算とそんなに変わらなかったのだと思いました。 

 品川区のがん対策推進計画の中でも、がん検診を受けなかった理由の第４位が、費用がかかるからと

いうことで、１５.４％が答えているのです。そういう点からも、これぐらいでできるわけですから、

ぜひ無料化していただいて、アピールもできるようにお願いしたいと思います。 

 それから、昨年、前立腺がんの行政評価が、完了、中止、廃止のＤ評価となりましたけれども、泌尿

器科学会では、ＰＳＡのがん検診は推奨しているということで出していますけれども、どういう検討結

果になっているのか。ぜひ続けていただきたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

○若生健康課長  前立腺がん検診について、Ｄ評価というところで頂いたところですが、これについ

ては今年度、実施しておりますけれども、今後については、現在実施しているがん対策推進計画の策定

委員会でも議論させていただいておりまして、今後、その中に医師会の先生や区内医療機関の専門家の

先生にも入っていただいて議論を進めておりますので、それらを踏まえて考えていきたいと思っており

ます。 

○鈴木委員  泌尿器科学会が声明を出していまして、ぜひ推奨しますということでありますので、ぜ

ひお願いします。 

○新妻委員長  次に、田中委員。 

○田中委員  私は、３１６ページの清掃事業関連、それから３２９ページの商店街支援、３２１ペー
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ジ、時間があれば動物死体処理費についてお伺いします。 

 まず清掃事業についてですが、平成１２年に都から移管されまして、区の独自の各戸収集や早朝収集

などを行い、移管後の成果を上げていると私は思います。そういう中、私は昨年、建設委員会に所属し

ておりましたが、そのときにも報告がありましたけれども、北品川分室の移設ということで、要は清掃

体制が変わったと。それまでは、東京都から区に受けた体制のままで、清掃体制をずっと続けていたけ

れども、ようやく昨年、北品川分室の移設とともに全体を見直したという報告がありました。私はこれ

こそ東京都からのいわゆる縛りが完全に解けて、完全な区移管が、ある意味、達成されたという受け止

めをしております。その完全な移管を受けて、清掃体制が新たになったということを踏まえ、この１年

間の成果、どのような成果があったのかをお聞かせいただきたいと思います。 

○篠田品川区清掃事務所長  清掃事務所の体制についてのお尋ねでございます。 

 北品川分室は今回、新たに再整備をするということで、それに伴って体制が変わってくるということ

で、今年度に関してはまだ実は体制自体は変わっていないということで、この１２月に分室の解体工事

が始まりますので、それで職員が一部、移設事務所に移ってきたということで、全体の体制が変わって

くるということになります。 

○田中委員  体制整備の成果をぜひ期待するのですけれども、１点伺いたいのは、平成１２年に都か

ら区に移管されて、昨年そういう体制を変えるという発表があり、今、建設中なので、これから具体的

な、本格的な体制再建が始まると思うのですけれども、約二十三、四年経過して、ようやく区独自の体

制を築けることになったということですが、この部分においては、時間が大分経過しているのかと。

もっと早く体制整備を、区なりの体制に移行できなかったのかという思いがあるのですが、その理由に

ついてお聞かせいただきたいと思います。 

○篠田品川区清掃事務所長  東京都から移管された際は、品川区内に、いわゆる品川の清掃事務所と

荏原の清掃事務所という形で、２つの清掃事務所の体制がございました。品川区に移管された後も、そ

の２つの清掃事務所がある体制の下、例えば収集など、全て細かく分かれていたということがございま

す。昨年度から、荏原の清掃事務所がいわゆる荏原分室という形になりまして、品川区の清掃事務所が

一本化されたということがございまして、そこから今回の北品川分室の再整備に合わせまして、全体

を１つに統一した形の体制の中で清掃を組んでいくということで、今、考えているところでございます。 

○田中委員  そういう体制の見直しは分かるのですけれども、何ゆえここまで時間がかかったのか。

例えばですが、私が思うのは、天王洲に積替えのスペースがありました。あのときの縛りは、土地は区

に移管するけれども、２０年間は清掃事業以外には使ってはならないという縛りがあって、それがよう

やく解けたので、今、別の用途か、有効に活用していただいているのですけれども、そういう縛りが

あったがゆえに、二十数年、北品川分室も含めて、体制を変えることができなかったのか。そこの確認

をさせていただきたい。 

○篠田品川区清掃事務所長  １つの象徴的な意味で東品川清掃作業所の部分はあるかと思います。た

だ、それがあったからできなかったというよりも、どちらかというと、やはり２つの清掃事務所体制が

長くずっと続いていた部分があるのかなと思います。なかなか、今回の北品川分室の再整備ということ

で、１つのきっかけになっているところはあるので、やはり何かそういった直接的な影響がないと、な

かなか動けなかったのかなという気がいたします。 

○田中委員  分かりました。ぜひ、そういう新たな、都の縛りもなくなって、しっかりと区独自の成

果を上げていただくような清掃体制を今後築いていただきたいと思います。 



－54－ 

 次に、商店街の関係に参ります。品川区各所に商店街があって、大変にぎやかなまちなみを形成して

いただいておりますけれども、それぞれの規模に応じて、またそれぞれの要望に応じた商店街支援を

しっかりして頂いていることは理解しております。 

 そういう中で、昨年も少し取り上げましたけれども、特に具体的に言えば、宮前商店街、戸越公園中

央商店街、南口商店街の一角は、その商店街自体のことで環境変化が行われたわけではなくて、補助

第２９号線の関係で、商店街が大きな影響を受けてしまう地区になります。それで、商店街の方々も道

路整備については前向きに捉えていただいているがゆえに、今、順調に道路整備が進んでいるのですが、

一方で、そういう協力を頂いた商店街に対しては、やはり商店街振興という視点からも継続的に支援を

すべきですし、また道路が完成した後に商店街が再生して初めて全体の事業の完了になる。だから、そ

れに向けては、道路整備だけではなくて、商店街再生という視点での商店街支援というものも、都と区

としっかり連携していただいた中で取り組んでいく使命があるのではないかと私は捉えております。い

ろいろな、都の事業でありますので、区でできること、また所管をまたがってまちづくりのほうでの連

携も必要だというところも理解しておりますが、今のそういう状況においての、各３商店街に対しての

区の対応をお聞かせいただきたいと思います。 

○小林地域産業振興課長  ただいま委員からご指摘のありました商店街のエリアというところでいき

ますと、東京都が買収した用地の活用というところもすごく影響していると思います。この点について

の、これまでの区の支援といいますか、これは我々だけではなくて都市環境部門も協力してというとこ

ろでございますけれども、都市計画道路事業を広く周知するような案内板の設置などを行うことにより

まして、この中で期間限定の道路占用許可をできるようにということで、そういった活用も進められる

ようなご支援というのですか、地域のご支援もしているところでございます。 

 また、その中で、イベントというのですか、やはり商店街の中で、にぎわい創出といった取組ができ

るようにということで、商店街のイベント、ホリデー・トレーニングといったような支援や、あるいは

来年に向けてインフラの整備も含めてのご相談を頂いているところであります。こういったところも含

めて、東京都への申出も含めまして、応援していきたいと考えております。 

○田中委員  ぜひよろしくお願いしたいと思います。まず道路に取られてしまう側は、その後の移転

先、仮店舗を設けて、また出来上がったら戻るという方も中にはいらっしゃると思いますし、完全に廃

業という形の方もいらっしゃいます。また、道路が残った側も、商店街で継続的に工事が進むというこ

とは商売上も大きな影響を受けますので、そういった意味でも支援が必要ですし、また仮設店舗を設け

てとか、また戻ってきてという方は、特に資金面、資金繰りの面も大きな課題になってくると思います

し、もろもろ困っているテーマはたくさんあると思いますので、それはそれぞれ商店街支援、また産業

支援というような観点からも、積極的に東京都との連携の下、丁寧に対応していただきたいと思います。 

 動物に関してはまた改めてお伺いします。 

○新妻委員長  次に、吉田委員。 

○吉田委員  私からは、３１７ページ、資源物再商品化経費と、それから３２５ページ、品川区シル

バー人材センター支援事業、２つ伺います。 

 最初に品川区シルバー人材センター支援事業のほうを伺います。区民の方からメールでご相談を受け

ました。全然お会いしたこともない方なので、今、メールのやり取りだけのご相談なのですけれども、

シルバー人材センターの運営についていろいろご意見を頂きました。組織のコンプライアンス意識の欠

如、それから経理の面での不適切な処理などにいろいろご意見がおありのようでした。本当にメールの
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やり取りだけの話なので、きちんとご相談を受けてから、また考えたいと思いますが、１つは現金の取

扱いが不明朗だということです。会員からセンター職員に入金後の経理の現金処理が不明確だとか、要

するに現金の扱いですね。そういうことでした。 

 ふと気づいたというか、あれなのですけれども、今年の３月２５日に、令和５年度後期一般監査の結

果についてご報告が出ております。その中にもシルバー人材センターについての監査の報告があって、

監査の結果は、区の財政的援助等に係る財務事務およびその他の事務の執行は、概ね適正に行われてい

たという評価なのですが、幾つか指摘があります。１つが、職員の賞与に係る会計処理について、それ

から契約事務について、それから受託業務の履行について、それからやはり現金等の管理について、監

査意見が出ております。この辺を踏まえて、監査意見のご報告については皆さんご承知だと思いますの

で、監査結果が出て、その後の対応というのでしょうか、その点についてどのようにされたかご報告を

頂きたいと思います。 

○小林地域産業振興課長  ただいまシルバー人材センターの件についてご質問いただきました。 

 監査というところでございますけれども、こちらは区のホームページに監査での指摘事項と、併せて

シルバー人材センター側として、今後例えば、先ほどご指摘のあったような職員の賞与に係る会計処理

の面や、現金管理というのは具体的に言うと、金庫内に入れておくべきようなものを外に出していたよ

うな部分もあったということで、そういった適正な現金管理の改善に努めていくといったような改善報

告を受けているところでございまして、区としても、その対応状況をしっかり今後も守られるようにと

いうところで、その対応を引き続き求めていきたいと考えてございます。 

 もう一点、先ほど恐らく会員からのということでのお話の現金の部分というのは、我々が承知してい

るところでは、６月１９日にお仕事をシルバー人材センターでお受けになった、６月１９日単発のお仕

事での、お客様からの現金の受け取りの部分というところで、複数の会員が一緒に仕事をされた。その

会員同士での、最終的なシルバー人材センターに入金する方法について、やはり意識の相違というか、

認識の相違があったと、我々としては把握しております。その点については、シルバー人材センターで

も、会員間でそういったお客様から現金を受け取るときの処理について、意思の疎通というのですか、

しっかり認識が同じになるようにということで、改めて会員にも周知しているところでございまして、

引き続き適正な対応ができるようにということで、区も求めていきたいと考えております。 

○吉田委員  今後適正に行われるようにということで努められていると理解いたしました。 

 ただ、手続というところについて、意識の問題もありますし、具体的な、こういう手順を踏むのだと

いうところの共通認識が欠けているように、このご意見からは思えるのですけれども、その点について

は、今そういう指示が出されて、会員同士の話合いというのでしょうか、認識を共通にするようなとこ

ろまで、きちんと対応が済んでいるのか、きちんと皆さんがそれに納得されているということなのか、

その辺について確認させてください。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご指摘の点については、一緒にお仕事をされた会員間ということ

に加えて、シルバー人材センターの職員と会員というところでの認識、きちんと業務ルールが徹底され

ているか、同じ認識であるかというところが大事であると思っております。現在、その点は会員からも

いろいろご意見を頂いているところではありますけれども、きちんと同じルールでしっかりできるよう

に、そして一番大事なのは気持ちよくお仕事をしていただけるようにというところで、区としてもシル

バー人材センターに対応を求めてまいりたいと思います。 

○吉田委員  分かりました。しっかりお願いします。 
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 ただ、決算特別委員会などで特に、私は結構、監査意見から質問をさせていただいておりまして、監

査意見ではやはり的確な意見が出されているといつも感じております。それによって、区の適切な業務

が行われることを望んでおりますが、全体を通して、今何と言ったらいいのか、企画・総務部門の全体、

区としての方針というのが、それぞれの、細かいと言ってはいけないですね、現場の業務まで行き渡っ

ているのかどうかがいつも気になっております。その辺についてしっかり行っていただくことを要望い

たしまして、この質問は終わります。今、決算特別委員会が始まる直前に、こういうご意見を頂いたの

で、しっかりこの当事者の方とお話もできておりませんので、区民の方のご意見もまた伺って、区にも

お伝えしていきたいと思います。その節はまたよろしくお願いいたします。 

 次に、３１７ページの資源物再商品化経費で、製品プラスチックのリサイクルについて伺いたいと思

います。 

 既に皆さんご承知ですけれども、プラスチック資源循環法ができまして、これまでは容器包装リサイ

クル法で、容器、包装、プラスチックは資源として再生されていましたが、燃えるごみとして収集され

てきたプラスチック製品廃棄物を再商品化することが求められるようになりました。具体的には、市区

町村はプラスチック使用製品の分別の基準を策定し、その基準に従って適正に分別して排出されるよう、

市民に周知するよう努めることが求められます。また、分別収集されたプラスチック使用製品廃棄物を、

市区町村の状況に応じて再商品化することが可能となります。その方法については２つ、示されており

ます。１つ目が、容器包装リサイクル法に規定する指定法人に委託して、再商品化を行う方法。もう一

つが、市区町村が単独で、または共同して再商品化計画を策定し、国の認定を受けることで、認定再商

品化計画に基づいて再商品化実施者と連携して再商品化を行う方法です。品川区の製品プラスチックの

回収については２０２４年からの事業ですけれども、制度が変わることについての啓発・周知は前年度

から行われてきたものと理解しておりますので、この決算特別委員会で質問させていただきます。その

周知の成果は適正かつ効果的であったと思われるのか、現時点での評価を伺います。 

○篠田品川区清掃事務所長  プラスチック製品の再商品化についてのお尋ねでございます。 

 昨年度からモデル実施をしてまいりまして、八潮地区を皮切りに、区内の一部の地域で順次、プラス

チック製品の回収をしてきたところで、本年の４月１日から全区展開をしたところでございます。 

 こちらに関しましては昨年度から広報等を通じまして、周知、また説明会等も行いまして、それぞれ

の地域ごとにご説明をさせていただきましたので、いわゆる区民への周知という点では、かなり丁寧に

やってきたという思いを持っているところでございます。 

○吉田委員  その成果を伺いたかったのですけれども、私もその説明会には当然、参加させていただ

きました。参加された方から、とても意識の高い質問が出たと承知しておりますが、参加人数はなかな

か厳しかったですね。これで全体に周知したと言ってしまっていいのかというのは、少し疑問に思って

おります。もし何か、後でコメントがあったら伺います。 

 それで、再商品化がもう既に求められるので、その方法は既に検討されてきたと思います。先ほど示

しました２つの方法のどちらを選択するのか、もう決まりましたでしょうか。伺いたいと思います。生

活者ネットワークとしては、区が単独もしくは独自に再商品化計画を作成して、国の認定を受ける方法

を取っていただきたいと思うのですが、その点についていかがでしょう。 

○篠田品川区清掃事務所長  初めにお尋ねの、広報に関する、周知に対する成果でございます。こち

らに関しましては、先ほど申し上げた昨年度の説明会のほか、４月の本格実施に当たりましては、様々

な媒体を使いまして広報し、また区の情報番組、またちょうど清掃事務所は大崎にあるのですけれども、
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大崎の駅前に大きなビジョンがございまして、そちらでもそういったご案内をするなど、様々な手法を

使いまして広報しているところから、実際に収集のところでも、プラスチック製品が、ほかの容器プラ

と一緒に出されているのを多く見かけるようになってきているところでございますので、そういった一

定の成果があったものと認識しているところでございます。 

 それから、今後の品川区の対応の方向性でございます。新たにできた、いわゆる区が単独で様々処理

を行う、いわゆる大臣認定ルートと言われているものでございますけれども、こちらに関しましては、

まず自治体がきちんとした計画を立てた上で、実施する事業者を選ばなければいけないということがご

ざいます。実は今まで事業者を選ぶに際しては、これまでの指定法人ルートということで、日本容器包

装リサイクル協会にお願いして、選んできていただいているところで、そこから始めなければいけない

というのがまずあるということと、また一定のそういった計画を立てて事業者を選んで、実際に実施す

るということで、環境省に申請いたしまして認められたとしますと、こちらは３年間、継続してできる

ということになっているのですけれども、３年たった後どうなるかというと、それをまた引き続き継続

して計画として進めるということではなくて、また新たにゼロから新規として取り扱われることになり

ますので、３年ごとにそういった大きな負担があるということです。それから、また、そういった再生

事業者に対する例えば監査や検査といった細かな部分も含めて全て区が実施しなければいけなくなると

いうことで、新しいやり方でやると、かなり大きな負担が生じるのだろうということで認識していると

ころでございます。 

 ですので、現状では、そういった新たな取組が、どういった影響があるのかということを研究してい

る段階でございますので、区としての方向性を打ち出しているというところまでは行っていないもので

ございます。 

○吉田委員  ぜひ早急に、もう事業をやらないといけないというところまで来ていると思いますので、

その辺を検討していただけたらと思います。実際、認定を受けている自治体も、ちらほらではあります

けれども、２３区内にもありますし、ぜひその活動も参考にしながら決定していただきたいと思います。 

 プラスチックの問題は、これを言うと長くなってしまうので、実は廃棄物をリサイクルすればいいと

いうところにとどまらないと考えております。既に皆さんご承知と思いますけれども、プラスチックご

みは地球規模の海洋汚染が深刻化しています。世界のプラスチックごみの推計は年間３億５,３００万

トンに上っています。この状態が続くと、２０５０年までに海洋プラスチックごみの総重量が魚の総重

量を超えると予想されています。午前中もありましたけれども、ＣＯ２削減も本当に大事な問題ですけ

れども、このプラスチックの問題もすごく深刻な問題だと思っております。プラスチックには様々な有

害化学物質が含まれているというところから、それこそ何度も、また吉田が何か言っていると思われる

かもしれませんけれども、やはり人工芝を推奨している品川区として、そのプラスチックの有害性とい

うのをどの程度認識されているのか、お考えを伺いたいと思います。 

○中西環境課長  プラスチックごみ、また人工芝のお話でございます。 

 人工芝自体というよりは、充塡剤と言われるゴムチップに化学物等が含まれているといったことは、

報道等でも聞いているところでございます。そういった中でも、今、エコルとごしでは、紙製人工芝と

いったものが今後、汎用性が高くならないかといったところで、実証実験を進めているような状況でご

ざいます。 

○吉田委員  私は今まで、人工芝だと、ノニルフェノールなどということばかり言ってきたのですけ

れども、実はＰＦＡＳもこの中に含まれているということで、これは本当に有害、内分泌攪乱作用や発
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がん性、それから発生毒性、低出生体重や不妊増加などにつながると思っております。ぜひ深刻に受け

止めていただきたいと思います。 

○新妻委員長  次に、若林委員。 

○若林委員  ３０１ページの３歳児健康診査に関連して、５歳児健康診査と、地域医療連携について

も時間があればお聞きしたいと思います。 

 まず５歳児健康診査です。５歳児健康診査は保険でやられるわけですが、なぜ必要なのか、まず確認

させてください。それからこの健康診査に当たりましては、どのような職種が関わるのかもお示しいた

だきたいと思います。 

 それからもう一つ、健康診査をやりますと、当然、所見や、また所見に至らなくても不安のあるご家

庭というものが出てくる。そのフォローアップの体制も併せて検討するということで、今年の予算特別

委員会の会派の総括質疑や、また第３回定例会の、せお議員の質問にも答弁されております。そこで、

準備に当たって、例えばどのような会議体などで、いわゆる保健、医療、福祉、教育といったところの

フォローアップの体制を協議しておられるのか、お聞きしたいと思います。 

○石橋品川保健センター所長  ５歳児健康診査につきまして、今、３つほど質問を頂いておりますの

で、お答えいたします。 

 まず１点目になりますが、５歳児健康診査が区として必要だと思っているところにつきましては、区

としましては、子どもと保護者が安心して学校生活を送るために、就学時より早期に円滑な就学に向け、

適した支援につなげる機会が重要と考えておりまして、知的な発達や目に見える発達、あと個人の成長

や発達を診察するというところに関しましては、３歳児健康診査までで発見できまして、発達相談室や

療育につなげることは、今、十分な体制を構築してやっております。ただ、その後、５歳というところ

につきましては、自我が出てきましたり、いろいろ考えを持つような年齢になっておりまして、子ども

の集団における立ち振る舞いや社会的な発達状況の部分について不安な部分があるお子さんを、円滑な

就学に向けて、どういった支援をしていくかというところが重要と考えているところが、区が５歳児健

康診査を考えている理由というところになります。 

 続きまして職種に関してになりますが、職種につきましては、５歳児健康診査マニュアルというのが

ありまして、その中で、小児科医、看護師、保健師など、あと心理士といった職種の従事が求められて

いるところになります。 

 また、フォローアップ体制というところになりますが、やはり５歳児健康診査をするだけでは十分で

はない部分もありまして、事後フォローが重要になってきます。子育て・教育分野、そして障害の分野、

もちろん医師会等の協力も必要になってくるところになりますが、現時点ではまだ会議体というものは

発足されていません。今後、区としてしっかり体制を組んでやっていく必要がありますので、今後どう

いった形で他課と連携を取って協働してやっていくかということは検討してまいりたいと考えておりま

す。 

○若林委員  いわゆる多々、ネットワークを、連携を駆使しての本格的な検討はこれからと理解いた

しました。 

 今まではどちらかというと福祉・障害部門が中心になって、福祉、医療、保健、それから教育、この

辺の、いわゆる発達障害などという部分からの連携がとても大事だということで、各委員からもさんざ

ん発言がありました。なかなかそこが、データの共有も含めて、まだまだ見えていないというところも

あります。今回の５歳児健康診査を通して、発達障害や、いろいろな所見など精神的なものがあります
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けれども、このネットワークをぜひ力強く構築していただきたいという思いをすごく、この話を聞いた

ときに感じました。そこで、保健所管部門としてこのネットワークをこれから検討・構築するに当たっ

ての、保健所管としての強い気持ちを、役割を、どのように考えておられるかというのを確認させてい

ただきたいと思います。 

○石橋品川保健センター所長  保健センターとして、保健所としての役割というご質問になります。 

 実際、他区も、２３区では今やっている区も少なくて、なかなか５歳児健康診査をどういう形でやっ

ていけばいいのかというのは、今、とても悩んでいるところになります。先ほども申し上げましたとお

り、５歳児健康診査をして終わりという形ではいけませんので、もちろんそこから気づきがあったご家

庭に対しては、どうフォローしていくかというところがとても重要な部分になってきます。５歳児健康

診査自体はきっかけとして考えておりまして、その事後フォローを、教育や子育て分野、障害の分野を

含めまして、どのようにアプローチをかけていくかということがとても重要になってきますので、保健

センターからというわけではありませんが、こちらからしっかりと関係部署に働きかけて、区としての

体制を構築してやっていければと決意を考えております。 

○若林委員  そうですね。保健所管部門としては健康診査をやって、それで本来の役割は当然終わる

わけです。だから、教育なり福祉なりというお話を、あちらから保健に対して、医療に対して、こうい

うことを知りたいのだ、こういう情報が欲しいのだというところを、それはそちらの部門のお話もあり

ますけれども、ぜひいっぱい聞いていただいて、そんな中で意思疎通を図りながら、信頼関係を築きな

がらということができれば、すごくいいなと期待しておりますので、頑張っていただきたいと思います。 

 地域医療のほうもそのままの流れで、いわゆる医療との連携をこれから深めていくというところで、

まず医師会、また歯科医師会、薬剤師会、それぞれといいますか、話合いが既にスタートしていると思

いますけれども、その内容やご様子について、まず確認をさせていただきたいと思います。 

○遠藤健康推進部次長  医師会等との話ということで、７月から８月にかけてそれぞれ１回ずつ、開

催させていただいたところでございます。 

 内容については、医師会とのパートナーシップというのが大事だというところで、連携して取り組む

事業や、それから情報共有というところでスタートしたところでございますけれども、今回、第１回と

いうことで、まず地域医療連携が今回できたということで、どういうスタンスで区が臨んでいくか、そ

れで、医師会等とのどういう関係性を持っていくかというところを中心に、お話などをさせていただい

たところでございます。 

○若林委員  今までなかなか区と医療機関との連携というのは、コロナのいわゆるワクチン関係も経

て、大分、日常の関係性ができてきたと理解しておりますけれども、今の５歳児健康診査などもそうで

すけれども、医療、医師会等、また保健師等、いわゆる委託をするような事業もこれからまさに新たに

出てきているところで、ぜひこれから区の医療・保健施策を進める上では、先ほどと同じになりますけ

れども、関係者のお話を十分お聞きいただいて、意思疎通を図って、お互いの信頼関係の中で、三者、

四者の施策を進めていただきたい。区民のためにいい施策を進めていただきたいと要望させていただい

て、質問を終わりたいと思います。 

○新妻委員長  次に、西本委員。 

○西本委員  ３０１ページの、すくすく赤ちゃん訪問事業と、３０３ページの０歳児見守り・子育て

サポート事業の２つを併せてお聞きします。 

 まず、この２つの事業の目的はそれぞれ何でしょうか。お答えください。それから違いは何でしょう
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か。おむつを配る・配らないの違いではありません。根本的な違いは何でしょうかということです。あ

と、対象者をお願いいたします。 

○石橋品川保健センター所長  まず見守りおむつ定期便の目的になりますが、こちらに関しましては、

外出しづらい状況や、なかなか外に出づらい状況の、０歳児を育てている家庭に対して、月１回程度、

見守り支援員が訪問し、不安や心配事の声かけを行うということで、定期的なアウトリーチ型の支援の

施策になっております。すくすく赤ちゃん訪問ですが、こちらは生後４か月未満の赤ちゃんがいるご家

庭に対して、助産師、保健師などがお伺いして、約２時間程度、体重や身長測定、あと母乳のお話と

いった、育児の専門的な部分のお話をさせていただいたり、相談をお伺いする事業となっております。 

 それぞれの違いに関してというところですが、そちらに関しましては、根拠法令や手法、内容等が異

なりますので、それぞれ別の事業として必要性を感じて実施しているところになります。 

○西本委員  私は、この２つはダブっているところが非常にあると思っているのです。この２つの目

的は何かといったら、要は、これは０歳で対象は一緒だったと思うのです。なので、０歳児、４か月健

康診査をして、そこで悩み事、相談など、いろいろ困っていることなどというのを見るわけですよね。

それで、見守り・子育てサポートも、おむつを配るということが口実なのでしょうけれども、それをし

ながら様子を伺うということだと思うのです。これは同じだと思うのです。 

 私は、すくすく赤ちゃん訪問事業の、品川区の経験や実績というのは、すごく評価しております。非

常に評価しております。それはなぜかというと、ここで問題が見つかった場合に児童センターが絡んで

いるのです。連携しているのです。それで、児童センターの指導員が継続的に行って、どういう状況で

すかと伺っているのです。その指導員たちが、いろいろ必要な行政サービスにつなげていたり、あと児

童センター自身が交流会など地域のつながりを持っていたりするので、幅広い対応ができるのです。で

も、片や見守り・子育てサポートというのは、相談員の方は、子育て経験をしている方だったらという

ことですよね。レベルが全然違うのです。 

 過去からやってきて、すばらしい仕組みがあるのに、なぜこれを別の事業としてやろうとするのか。

やるのだったら、これは一緒にやったらいいではないですか。先ほどありました、予算や法定事務の根

拠が違う。分かります。根拠が違うのは分かっての話です。すくすく赤ちゃん訪問の今までの評価、今

までの成果というものにプラスする形で取り込んでいったらいいのではないですか。そういう考えはい

かがでしょうか。 

○石橋品川保健センター所長  まずは、すくすく赤ちゃん訪問事業の評価をありがとうございます。 

 こちらの事業を統合というか一緒にやっていくべきではないかというお話ですけれども、確かに０歳

児というところでは同じ対象に見えるところはありますが、見守りおむつ定期便に関しては、毎月、

月１回程度にはなりますが、同じ支援員の方が今、訪問させていただいて、行政と関わる機会を定期的

に持つということで、とても意味のあるものになっております。 

 すくすく赤ちゃん訪問に関しましては、助産師が訪問しておりまして、１回きりにはなりますが、４

か月健康診査の前、体重の増減やお胸の状態といったところを見させていただいて、専門的な分野での

支援をしていくというところになります。両者を統合するという考えは現在のところありませんで、す

くすく赤ちゃん訪問や見守りおむつ定期便に行ったところで、それぞれの支援員が持ってきた情報を、

こちらでは一括して今後の支援につなげていくというところを考えておりまして、見守りおむつ定期便

に関しましては、今のところ、満足度も８８％という評価を頂いておりまして、かなり区民の方にも必

要とされている事業だと認識しておりまして、こちらの見守りおむつ定期便が始まったことで、行政が
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関わる機会の数が増えたということで、いろいろな状況把握ができる環境もありますので、両者をそれ

ぞれやっていっても、きちんと一括して連動して、保健センターでは情報を共有しているところでは、

両方とも必要な事業だと認識しているところです。 

○西本委員  決算の額を見ると、すくすく赤ちゃん訪問事業は２,０３９万円。それで、０歳児おむ

つ・子育てサポートは１億３,２００万円なのです。委託料が１億円かかっているのです。これは、

もっと専門性を活かすということであるならば、委託というものの金額は、やはりもっと、すくすく赤

ちゃん訪問で保健師を増やすとか、児童センターに従事するとか、そちらに使っていただいたほうが将

来的に、それから幅広いサポートができるのではないかと私はすごく思うのです。 

 それで、おむつ代として３,０８２万円です。おむつを配ればいいじゃないですか。配ってあげれば

いいのでしょう。今年やったように、児童センターでお米を配っているのだから、取りに来てくれれば

いいでしょうというぐらいです。そう思います。それぞれ、これは税金を使っているので、ダブるとい

うよりは、それぞれのいいところがあるのでしょう。いいところがあるのだったら、それを取り込んで

いって、私はすくすく赤ちゃん訪問事業は、専門性の高い、それから地域の中で子育てをするという意

味では、地域コミュニティという意味では最高の仕組みだと思っていますが、その点はいかがでしょう

か。 

○石橋品川保健センター所長  それぞれの予算というか、かかった経費については、しっかり毎年、

必要経費を計上するという形で見直しをしております。見守り・おむつ定期便は、まだ始まったばかり

の事業ですが、いろいろ微調整をしながら、利便性を高めるために、しっかりと受託者と連携してやっ

ているところでございます。 

 あと、おむつだけを宅配というお話になるのですが、見守り・おむつ定期便は、あくまでも見守りが

趣旨というところでやっておりまして、おむつ宅配だけの形とは全く考えていないところになります。

正直、育児用品の経済的支援ということで、それをきっかけに扉を開けていただけるというところもあ

るものだとは思っていますが、それをきっかけに行政が毎月しっかり関わりを取れることが重要だと認

識しております。 

○西本委員  始まったばかりの事業ですから、また今年いろいろ課題があって、また来年度の予算に

役立てていただきたいという思いはあります。でも、やはり専門性という意味で言うと、今答弁を頂き

ました、経済的な支援の意味合いと、それから育児支援、育児に困っている方に何とか手を差し伸べた

いというのは、やはり違うと思うのです。やり方がどちらなのかという。専門的な子育ての支援を強め

たいのであれば、もちろん専門性を高めていく。品川区にはそういう仕組みがあるわけだから、そちら

を充実するとすればいい。経済的支援だったら、おむつを配ればいいわけです。何も委託金に１億円を

かける必要はないではないですか。私はそのぐらい思っています。 

 なので、ここを考えるときに、費用対効果を含め、今までやってきたことにしっかり自信を持って、

それで拡大するべきところは拡大していただきたいとお願いしたいと思います。 

○新妻委員長  会議の運営上、暫時休憩いたします。 

○午後３時０３分休憩 

 

○午後３時２０分再開 

○新妻委員長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 質疑を続けます。ご発言願います。石田秀男委員。 
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○石田（秀）委員  ３１６ページ、清掃費関係について、４点質問しますので、それについて１つず

つお答えいただければと思います。 

 まず最初に、先ほど来いろいろ出ていますが、プラスチックというのは悪者ですか。それをまず、お

伺いしたいと思います。海洋投棄は確かに駄目。海洋投棄は絶対駄目だけれども、プラスチック自体は

悪者ですか。今、ごみになればいいわけ。ごみの８割は、現実、燃やしているわけだ。それに対して灰

溶融炉もきちんと整備しているし、問題は、温度が下がったら、今、東京都の場合はガスで温度を上げ

ている。これは、プラスチックを燃やしていればそうでもない。だから、そこは私は本末転倒だと思う

けれども、リサイクルなどはしっかりやっていかなくてはいけないし、製品の部分も、先ほど少し話が

出たけれども、これをやっていくのはあれだけれども、それについて答えてください。 

 それから次に集団回収。これは、これまでも現在も、地域の皆様は様々地域のために活動していただ

いていて、ご協力いただいているのだと思っています。これは、今やっていらっしゃる方も苦しんでい

るから、メニューを増やしてほしいと私は思っています。それは、ペットボトルでも区民の皆さんが大

変ラベルも外していただいているから、品川区のペットボトルを売却するのはＡランクです。これは非

常にありがたい。区民の方々に感謝をしなくてはいけないと思っていますけれども、こういう例えば

ペットボトル、缶、それから、さっきプラスチックの製品の分別化というのが出たけれども、こういう

のをいろいろやっていくときに、それを集団回収の１つの項目にしてもらうとか、そういうことも考え

てもらえないかと思っていますので、それが２つ目。 

 ３つ目。これはもうずっと昔から、私が議長になる前から、議長のときも言っていましたけれども、

し尿処理場が品川区にはあります。し尿処理は、今やっていらっしゃるのは８００トンだという話で

す。１日３トンもないというぐらいです。これは無料だからしようがないけれども。それで、今、ビル

ピットとかディスポーザー。ディスポーザーは住居という扱いだから、それは無料でやっているけれど

も、これが多分１,５００トンぐらいだと思うけれども、それは、建物をそういう仕様にしてきた相手

方の責任も少しはあるのだと私は思っている。だけど、これは無料でやっていこうと。今、このし尿処

理場は、やればやるほど費用がかかるわけで、前は１億円ぐらい、これは人件費が入っていなかったと

しても、今は多分５,０００万円ぐらいマイナスだと思っているけれども、このし尿処理場の部分。そ

れで、八潮北の自転車の保管場のところを進んで行くと、突き当たりの右側に、廃墟になっている建物

がある。あれは清掃側だから、清掃事務所の一部ではないかと思うけれども、あれぐらい廃墟になって

いるなら、し尿処理場を含めて、品川区で使えるならぜひ使わせていただける、有効的に使えると私は

思っているので、その点の考え方をお聞かせ願いたい。 

 それから最後、４つ目は、ごみ量をそれこそ減らしていこうといって各区努力をされてきている。努

力して、本当に結果が出てきていて、それでもこの努力をしているから、２３区はごみ量が減ってきて

いる。だけれども、今、限界っぽいと私は思っています。これは限界。ここからどうやって減らしてい

けばいいのか。これはもう何度もやっているのだけれども、これは様々、今これから工場の建て替えを

して、建設費や、あと環境対策もいろいろ言われていて、工場等も、それの対応もしていかなくてはな

らない。そういうことを考えていくと、金額の上昇、建築費の上昇や土地の広さなども必須になってく

るということであります。 

 それで、勉強会等でも以前からこれも話が出ていて、２３区の中で有料化していこうではないかと、

こういう区長もいらっしゃるわけでありまして、これは、私はもう勉強会などではなくて、公の場でも

もう有料化をしていこうではないかという議論をするべきだと。私はもう遅いと思っていますけれども、
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それぐらいのことをやるべきだと私は思っておりまして、それについての考え方も教えてください。 

○篠田品川区清掃事務所長  ４点ほどご質問を頂きました。 

 まず、プラスチックの関係でございます。プラスチックは悪者かということで、燃やすことに関する

ご意見かと思います。 

 プラスチックに関しましては、現実に回収したもの、ごみの中に入っているものに関しましては、

サーマルリサイクルということで、現実に一部は燃やしているということがございます。また、資源と

して回収したものに関しましても、実際に一般的にリサイクルというと、物に戻っているという印象が

強いのですけれども、製品として、あるいは製品の原料としてリサイクルされているのは、プラスチッ

クに関しては大体２割ぐらいと言われています。残りの８割は、燃焼材や、ケミカルリサイクルという

ことで油化やガス化といったような形で、燃やす材料になっている部分も、かなりリサイクルとして使

われているところがございます。いずれにしても、プラスチックは再生するなり、廃棄処分されるもの

に関しても有効に使われているという認識でいるものでございます。 

 続きまして集団回収でございますけれども、日頃から区民の皆様方には大変丁寧な形で対応していた

だいております。お話のあったペットボトルに関しましても、きちんとラベルまで剥がして出していた

だいている方がたくさんいらっしゃいますので、高い評価を頂いているのは間違いないところでござい

ます。 

 集団回収でペットボトルをメニュー化するのはどうかというご提案を頂きました。ペットボトルに関

しましては、現在、資源回収の中でルートがございますので、なかなかすぐに集団回収ルートに別に乗

せてというのは難しいところがあろうかとは思います。ただ、今後、様々、資源回収の道筋を考えてい

く中では、そういったことも検討の俎上にのせていく必要があるのかもしれないというところは受け止

めさせていただいているところでございます。 

 それから、八潮のし尿関係のお話でございます。し尿処理に関しましては、委員からお話があったと

おり、いわゆるし尿の部分に関しましては年間で８００トンから９００トンぐらいの処理なのですけれ

ども、ディスポーザーの関係になると６,０００トンあったり、その他の処理で、年間で１万５,０００

トンほど、今処理しているような状況でございます。 

 ２３区として、やはり唯一のし尿処理場ということでございますので、区の様々な形で、今回は保管

所との兼ね合いという形でお話を頂きましたけれども、そういった部分も見せていく必要があろうかと

思いますけれども、なかなかすぐにそういった展開ができるかというと、２３区の中で唯一の処理場と

いう位置づけも含めまして、長い目で見ていく必要があるのかなと思います。 

 ちなみに、八潮北の保管所のすぐ隣にある古い建物の話が出されました。私もなかなかこの辺に関し

ては存じ上げなかったのですけれども、いろいろ調べてみると、直近の地図等には載っていないのです

が、平成１７年の地図を見ると、建設省のポンプ場という表記もあったようなので、あるいは建物自体

は変わっていないので、引き続きそういう状況なのかもしれないということは確認しているところでご

ざいます。 

 最後に、ごみの関係です。ごみの減量に関する有料化のお話でございます。私どもも、区民の方ある

いは事業者の方を巻き込んで、様々な形で働きかけをしまして、ごみの減量化を進めているところでご

ざいます。有料化をすれば一定程度ごみが減るというのは、ほかで有料化をしているところの様々な団

体の過去の記録等を見れば、１割程度は確実に減るだろうと言われているところではあるのですけれど

も、品川区のスタンスとしましては、あくまで区民の方に働きかけをして、様々な取組をしながら、ま
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ずは減量化をさらに進めていくというのが重要かと考えているところでございますので、引き続き、ま

ずはそこに働きかけを続けていくということを考えております。 

○石田（秀）委員  減量化。それはもちろん分かっているつもりでありますけれども、もう限界だと

私は思っておりますので、ぜひ公のところで、１回減量、それには有料化。これも必ず必要だと思って

おりますので、よろしくお願いします。 

 それから、建設省をぜひ当たっていただいて、あれは品川区で使わせていただくのであれば、私は有

効に使えると思っておりますので、ぜひよろしくお願いします。 

 それから、集団回収はメニューをぜひ増やしていただきたい。それからプラスチックは、あまり悪者、

悪者と言わないように、ぜひよろしくお願いします。 

○新妻委員長  次に、高橋しんじ委員。 

○高橋（し）委員  ２９５ページの健康センター事業費、それと３２７ページ、中小企業活性化事業

費、中小企業の支援についてお尋ねします。 

 まず健康センターのほうですけれども、令和５年度の指定管理者の管理に関するモニタリング、厚生

委員会で報告がありました。その中の積極的に評価した事項で、利用者の要望を積極的に取り入れたプ

ログラムの提供などで、利用者から好評を得ている。それから、評価の視点別のコメントでは、区民満

足の視点では、利用者から要望のあったプログラムの編成や人気のインストラクターの配置を積極的に

行うことで利用者満足度の向上を図っている。サービス向上および業務改善の視点では、館内にアン

ケートボックスを設置して、寄せられた意見・要望については、毎月館内に掲示しており、施設運営に

反映しているという評価をして、よい評価が出ています。 

 しかし一方で、品川健康センターをご利用の方から、こういうご意見がありました。コロナ禍のとき

に、いろいろなプログラムが縮小されたり、なかったりしたのですが、そのときに、少し再開したとき

に、６０分のプログラムが４５分に短縮された。コロナが明けても、その４５分のままであると。さら

に、フリーのプログラムからコース制のプログラムに移って、これは料金が高くなってしまうのですけ

れども、そういう状況が出てきてしまっているということで、以前受けていたフリーのプログラムが

コース制になってしまったというようなご意見がありました。 

 ご要望としては、４５分に短縮したものを、コース制ではなく６０分にしていただきたいと。それか

ら、土日のフリーのプログラムが減ってしまったので戻してほしいと。スタジオの関係で、狭いところ

でやらないといけないプログラムもあるというようなご意見があったのですが、利用者の要望を積極的

に取り入れたという評価をモニタリングではしているのですが、このようなご要望と、それに対する指

定管理者の対応について、いかがお考えでしょうか。 

○若生健康課長  健康センターのプログラム等のご要望についてでございますが、まず健康センター

につきましては、１回ごとに施設利用料を払っていただいて、その利用料だけでフリーで自由に参加で

きるスタジオプログラムを複数設けてございまして、それとは別に、数か月で１つのコースということ

で、それに継続して出ていただくようなコース型のプログラムというのをそれぞれやっておりまして、

どちらも力を入れているところですが、ご指摘いただいた、コロナ禍で一旦、緊急事態宣言などで一旦

休館というところもございましたし、その後の感染対策ということで、残念ながらコース型やフリーに

ついても一部、減らしたりした時期もございました。それが明けてから、大分戻してもきているところ

でございまして、利用者も回復しているところでございます。 

 ご指摘があった、時間が６０分だったのが４５分に短くなったという件ですけれども、こちらについ
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てはそもそも、もともとなのですけれども、フリーのプログラムについては、どちらかというと初心者

向けといいますか、気軽にワンポイントというか、そのような料金で利用できるように、気軽にご利用

いただけるということで、短めのショートコースということで４５分ということを基本にコロナ前から

やってございました。ただ、一部の人気があったプログラムについては、これは指定管理者の方針でも

あるのですけれども、順次、人気があるプログラムについては、フリーからコース型に変更していこう

という方針がございまして、その前段としてフリープログラムを一部６０分にしていたコースがござい

ました。そのご利用者の場合は、そういったところに該当したのかと思ってございます。 

 一方、現在、コロナ明け後というか再開後は、フリープログラムについて全て４５分に統一している

ということで、６０分にしていたものは４５分に短くなって、そのままになっているというところでは

ございます。一方で、土日のフリーなどを増やしてほしいというようなところにつきましても、現在、

空いているところや、人気がなくなったのを人気があるプログラムに変えていくというようなところな

ど、様々な工夫を重ねていって、入れられるところには入れていきたいと考えておりますので、ご理解

いただければと考えております。 

○高橋（し）委員  今のような、先ほどの区民の方のご意見なども、いわゆるアンケートボックスに

入れたりしたのですけれども、全然改善していただけないと。今、課長にご説明いただいたのですけれ

ども、やはり指定管理者がコース制を増やすということは、もちろん収益を上げるための取組というこ

とで、それはそれで、その方向はいいのですけれども、以前のような形で使っていた区民の方の声を

しっかりと指定管理者に伝えて、区民の方々のご意見も改善に努めていってほしいと思いますが、いか

がでしょうか。 

○若生健康課長  従来からご利用者の声というのは、ご案内のとおり、意見箱というかアンケート

ボックスに常に表示して、それに入っていたものや、あるいは年１回アンケート調査を行って、利用者

の声を伺って、それをなるべく早急に施設の上に反映しているところでございます。ただどうしても、

個別の先生を増やしてほしいなど、いろいろ個別の案件も多いものですから、なかなか１００％、全て

答えるのは難しいですが、なるべくご要望に応えられるように努力しているところでございます。 

○高橋（し）委員  ぜひ要望に応えていただきたいと思います。 

 次に、利用収益還元についてですが、令和５年度の予算の事項別説明資料では３３１万円が還元され

るということですが、実際に決算額にはどこにも出ていないのですけれども、どれぐらい収益が還元さ

れたのでしょうか。 

○若生健康課長  令和５年度の収益還元金につきましては、６１０万７,６６４円の還元となってご

ざいます。 

○高橋（し）委員  それだけ区に戻ってきているということで、この指定管理の仕組みはきちんとし

たすばらしいものだと思っています。ただ、２０％ということに関しては、以前からお話ししています

が、区の努力についてはまた別の機会にお話しさせていただきたいと思います。 

 それで、これは健康課にはならないかもしれないですけれども、決算書にも予算書にもモニタリング

にも事務事業評価シートにも、今、６００万円という金額は入っていません。これについて金額を入れ

るべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

○若生健康課長  還元金につきましては、今後、載せ方については検討してまいりたいと考えており

ます。 

○高橋（し）委員  というようなことを予算特別委員会で私が質問したら、当時の財政課長は「今後
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検討していきたいと思います」とおっしゃったのです。ということで半年たったのですけれども、どの

ような形で財政課は検討して、予算書・決算書等も含めてどのように入れていくのでしょうか。 

○加島財政課長  今、決算書につきましては、歳入、諸収入の中の雑入、雑入の中の「等」に含まれ

ているところでございます。今回、２度目のご意見を頂きまして大変恐縮ですけれども、予算書に向け

て検討してまいりたいと考えております。 

○高橋（し）委員  その金額が出ていると、この健康センターの指定管理の仕組みは、ほかの指定管

理と違って、今のように区に６００万円という収益が上がるものですから、大変貴重な仕組みですので、

その数字が分かるようにしていただきたいと思います。 

 それで、中小企業のほうですけれども、モンゴルとの関係が、ほかの委員の方からお話があったので

すが、今回、５月に区長がモンゴルを訪問されたのですが、訪問の成果と今後の展開をお伺いします。 

○小林地域産業振興課長  平成２９年度から品川区とモンゴル３高専とのお付き合いというのが始

まったわけですけれども、今年の５月に初めて区長にモンゴルに渡っていただきまして、今回、モンゴ

ル３高専との間で連携協定、また教育科学省および、ウランバートルにあるＪＩＣＡモンゴル事務所と

の間で覚書を締結いたしました。その中で、今後さらに人材交流の事業を強化していくということに加

えて、例えばスタートアップ支援なども含めて、ウランバートル、モンゴルとの関係を強化していきた

いということのお話合いをさせていただきました。今後、モンゴルとのいろいろな交流というのを深め

ていければと思っております。 

○高橋（し）委員  モンゴルとの交流は前々からお話を伺っていますけれども、今言ったスタート

アップ支援というところが、また１つさらに発展したことだと思いますので、ぜひ今後、拡大、そして

モンゴルと緊密な関係を取っていっていただきたいと思います。 

○新妻委員長  次に、松本委員。 

○松本委員  私からは、３０３ページ、不妊治療助成事業、３２９ページ、商店街活性化事業費につ

いて伺います。よろしくお願いします。 

 まず不妊治療ですけれども、これは前から委員会などでも申し上げているとおり、私も不妊治療の当

事者でございますので、こうした事業が行われるというのは大変ありがたいことです。ただ、今回の決

算書を拝見すると、執行率が６７％と少し低めになっていて、東京都の経過措置分について区の上乗せ

分を計上していたが、当初の見込みよりも申請が少なかったということが、執行率が低い理由として挙

げられています。 

 ただ、多分、当事者は結構多いと思うのですけれども、申請が少なかったところの理由をもう少し分

析したほうがいいのかなと思うのですが、見解を伺います。あと、これは昨年度までと、今年度の７月

から始めているものというのは、また違うと思うのですけれども、今年の７月から始まったほうの支援

というか、拡充された部分は、まだ始まって、７・８・９月と３か月なので、なかなかデータはないか

もしれませんが、こちらの申請の当初の見込みとの関係でどの程度かというところも、直感として伺え

ればと思います。お願いします。 

○若生健康課長  不妊治療助成の実績についてでございますが、まず令和５年度、執行率が低かった

理由というところで、分析としましては、今年度とは別に令和５年度までは特定不妊治療という、いわ

ゆる生殖補助医療のところの、東京都が助成していたものに対しての区の上乗せという制度の執行が

残っているというか、継続しているところでございました。ただ、この制度については実は令和４年度

から保険適用が広がったことに伴って、東京都の制度が廃止になりましたが、それまでに治療を開始し
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て継続している方については経過措置として残っているものでした。それで、都のを受けて区が助成す

るので、遅れて申請が来る関係で、令和５年度についても残りの経過措置が続いているというところで、

そこについてだんだん減っていって、当初の見込みよりも減ってしまったというところが実情でござい

ます。 

 それから一方で、今年度から開始した生殖補助医療のいわゆる保険適用後の自己負担額についての助

成制度です。こちらについてはまだ始まったばかりで、実績のほうがまだまだというところではござい

ますけれども、徐々に増えてはきてございまして、今年度、急に今月、１０月になってから、数日で十

数件というようなところで申請が上がってきたところもございますので、徐々に浸透してきたかと思う

ので、啓発についても努めてまいりたいと考えております。 

○松本委員  これについては、もういろいろやっていただいているところで、特に私も区民の一人と

して大変感謝しているところで、これはもう質問というか、ご提案、ご要望というところですけれども、

結構、私を含めて不妊治療をやっている人間というのは、多分、区内で探すというよりも、もう東京都

内全域でクリニックを探して、実績が高いところに行くという構造があると思います。そうすると、各

区で独自の支援策をいろいろやっていらっしゃるところもあると思うのですけれども、それを区内で広

報しているだけだと、やはりなかなか知らないという方が、実際には区外で受診されている方も多いで

すので、ぜひ、例えば特別区みんなで連携して、「不妊治療の助成にこういうものがあります」という

一覧を、特に受診している、人気があるクリニックも結構、数が限られていますので、そうしたところ

に例えばパンフレットなどを置いていただくなどといった取組も今後検討していただければと思います。

これは特にご答弁は求めませんので、ご検討いただければというところで終わりたいと思います。ぜひ

よろしくお願いします。 

 続いて、商店街活性化事業のところですけれども、商店街活性化事業のうち、今日は商店街が保有す

る街路灯について伺いたいと思います。区の事業として、共同装飾灯維持管理費補助事業と、活性化推

進事業というのがあって、前者が電気代の補助、後者が建て替えや改修の補助ということかと思います。

これは何でやっているかといったら、いろいろ目的があると思います。１つは安全や防犯ということも、

事務事業概要などの中には書いてあったかと思います。防犯ということは、民間というか商店街がやっ

ているけれども、ある意味、公共サービスを商店街がやってくれている。本来は、安全というところで

言ったら自治体が役割を担うところだけれども、商店街もそこを担ってくれているというところなのだ

と思います。そういうこともあって、これは事務事業評価の中で指標をいろいろ定めていただいている

のですけれども、この事業については電気代の補助ですけれども、電気代の補助については、ほかの事

業ではない補助率を指標として選んでいただいていると思うのです。電気代がかかる部分の７０％を補

助するという、なかなか変わった指標が取られていて、これはやはり、それだけ公共性があるというと

ころから、こうした指標を立てていただいているのかと推察するところです。 

 この目標の７０％に対して、令和５年度は補助率が６０％程度に落ちてきているというところが記載

されていて、その理由としては、事務事業評価によれば、電気代の高騰というところが挙げられていま

す。とするならば、令和５年度の段階でこのような状況ということは、政府の激変緩和措置がどうなる

かというのはあるのですけれども、恐らく電気代は上がってきているので、令和６年度も、このままい

くと、補助率というところは７０％を切って、場合によっては６０％を切る可能性もあるのではないか

と思っています。 

 そうした中で、過去の状況を見ると、もともとは決まった額だったのが、平成２１年度と平成２６年
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度に補助基準額を増額されていると拝見いたしました。そうするなら、来年度以降の補助基準額の増額

についても、ある程度、検討を始めたほうがいいのではないかと思うのですけれども、この点はいかが

でしょうか。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご指摘のとおり、これは事務事業評価シートにも載せております

が、街路灯の補助率は、全体の中でどれぐらい区で負担しているかというものでございます。こちらは、

目標を設定する際に、それ以前の直近１０年ぐらいを見た時に大体６７％ぐらいということで、やはり

商店街の街路灯の持つ公的役割を踏まえると、７割程度、安定的に補助として維持されていることが望

ましいということで設定しております。また、直近、令和５年度ということでいきますと、６０.３％

ということで少し下がってございますけれども、この点、いろいろ政府の激変緩和措置というのがまた

再開されるのではないか、あるいは、今後、ＬＥＤ化によって少し下がっていく部分、まだ商店街の中

でＬＥＤ化していない部分もありますので、こういった状況を見ながら、ただし、やはり商店街の支援

というのもしっかり考えていきながら検討していきたいと思っております。 

○松本委員  政府が延長するかどうかをまだ明確にしていないというのは、この１週間ぐらいでも出

ていたので、そこも大きいのだろうと思います。ぜひこの辺りは本当に、商店街支援も含めて考えてい

ただきたいのですが、最近、私も商店会の役員をやっているところがあるのですけれども、やはり商店

会の会員が減っているというところで、どんどん収入が減っているという状況があります。品川区の場

合は、まだほかの地方に比べれば、商店街が活発な地域だとは思うのですけれども、その中でも今後、

どんどん商店街の商店会の会員が減って、もう財政が維持できなくなる。そうすると、電気代の補助は

あるけれども、電灯を維持できなくなる、街路灯を維持できなくなるという商店街も出てくるのかなと

いうところです。そのときにどうするかといったら、これは、所有は商店会で、恐らく権利能力なき社

団ということなので総有という概念になると思うのですけれども、これは最終的には、お金がないとい

うことであれば撤去しないといけない。それで、撤去費用というのは、あくまで商店会ということにな

ると思うのですが、そのときに、ただ、そうはいっても、やはり大きなお金がかかるので、補助を使っ

ても撤去するお金がないみたいな状況が生まれないのかというところが心配なのですが、その点はいか

がでしょうか。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご指摘いただいたような、もし撤去する場合ということでござい

ますけれども、東京都の補助金で５分の４使えるというのがございます。我々として、では残りの５分

の１の部分はというところと、商店街の財務といいますか決算の状況というのは、適宜、区なり都に報

告していただいているところでございまして、そのバランスを見ながら、商店街でもやはり解散しない

ように、我々としては、サポーター制度も入れながら支援しているという状況でございます。 

○松本委員  最後、質問する時間が、私のほうが長かったので、できないのですけれども、ただ公共

財という部分もあるので、撤去ではなくて、場合によっては区で財産として頂くということも検討して

いただきたいというところで、最後、終わらせていただきます。 

○新妻委員長  次に、須貝委員。 

○須貝委員  私は、３２７ページ、中小企業活性化事業費についてお聞きいたします。 

 エネルギー価格、穀物や資材価格の上昇に加え、異常な円安により、生活費や事業経費は高騰し、区

民の暮らしや中小企業の経営は厳しい状況にあると思います。いつまでたっても円安が止まらないなど、

日本経済の価値は下がったまま、輸入に頼っているエネルギーや食料・原材料は高止まりで、国内物価

は上がる一方です。そして、消費者物価の値上げは今消費の減少にもつながっています。 
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 そこで、地域産業振興課ということでお聞きしますが、こういう名前があるのですが、今、実際、区

内産業でどのような業種の経営が厳しいのか、悪化しているのか、またどこがいいのか。資金繰りはど

うなのでしょうか。また、どのような課題があるのか。せんだって総務委員会でもありましたけれども、

インボイス制度は皆さん、どう思われているのか。また、さらに店舗数や事業数を、区内産業のことで

すから、品川区としてはしっかりと把握するべきだと私は思うのですが、その辺についてご見解をお聞

かせください。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご指摘のところでございますけれども、我々の景況調査というも

のがございます。こちら、１つ、景気を判断する上での判断材料ということにしてございますけれども、

やはり直近、コロナが明けてから景況感というのは、そこの中では若干上がっているということではご

ざいますけれども、ただし全体として、先ほど申し上げたような消費者物価の問題、あるいは雇用の問

題、あるいは倒産件数を見た場合に、やはり大変厳しい状況にあると思っております。特に最近、直近

の状況で言いますと、製造業が一番厳しいというデータが出ておりまして、その中ではサービス業は比

較的まだいいという数字はございますけれども、ただ全体として数字を捉えてみれば、やはりＤＩ値と

言っているものはマイナスとなっているものでございます。また１つ、我々として気にしているのが、

倒産件数というところに関連しまして資金繰り支援です。やはりこの部分、ゼロゼロ融資というのが終

わった後のフォローというのをしっかりしていかなければいけないというところでございます。ですの

で、こういったいろいろ複数のデータがございます。 

 また、あと我々の景気判断の１つの材料としまして、経営相談がどれぐらい来ているかという、これ

も大きな指標になっているところでございます。また、このデータについて、倒産件数も同じですけれ

ども、コロナ前と同じような数字に戻ってきているところでございますので、我々としては引き続き、

しっかり地域産業の支援予算を確保しつつ、助成措置なり、いろいろ支援措置というのをしっかり継続

してまいりたいと考えております。 

○須貝委員  今、私がお聞きしたのは、実体経済はどうなのですか。今、課長が答弁されたのは、品

川区の中小企業の景況ということで、東京商工リサーチでまとめた資料だと思います。でも、これは区

内産業の６００件ぐらいなのです。これだけを見て、今、課長は答弁されたのですけれども、我々は本

当にこの品川区の実態、皆さん、小さな会社、店舗はどうなのか。それからサービス業はどうなのか。

製造業はどうなのか。問屋さんはどうなのか。そういうところをやはり聞きたいのです。だって、我々

がまちの中を歩いていたら、様々なお店、様々な小規模企業、中小企業がたくさんあります。それ

を、６００件だけで、いや、これが大体、品川区の状況ですというのは、私は寂しい。だってこれは、

地域産業振興課です。東京都もしっかり、国もそうですけれども、ある程度、数を出しています。やは

り区としても、今まではそれでよかったかもしれない。そういうふうに継承してきたかもしれないです

が、私はもう変えるべきだと思いますけれども、いかがですか。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご指摘いただいた景況調査でございますけれども、東京都も同様

の取組を行っているところでございます。品川区は事業所が２万社ぐらい、数字を約２万社といたしま

すと、東京都は都内に約６２万社ございます。では、東京都の実態調査はどれぐらいの母数でやってい

るかといいますと、調査回答数でいきますと約１,３００社でございます。東京都も景気判断をどうい

うふうにやっているかというときに、景況調査も行いつつ、やはり同じように、景気、経営相談、ある

いは東京都で行っている制度融資あるいは助成金の件数といったものを総合的に見ているものでござい

ます。また、近隣区で見ましても、大田区や、大田区の場合は品川区よりも事業所数が４割多い程度で
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ございますけれども、やはり一定のサンプル数を見ながら、ただしそれを絶対視することなく、ほかの

いろいろな景気指標あるいはその相談件数など、あるいは助成金の対象件数などを見ながら対応してい

るものと承知しております。 

○須貝委員  我々は様々な地域の人に聞かれます。そのとき、分からないのですかというような問い

もやはりかけられます。だって、我々はまちのなかを、議員の皆さんは歩いているのです。そして、直

接、商売をやっている方のお話を聞いています。そういう方たちの実態に、やはり私は耳を傾けてほし

い。サンプリングで、６００か所でいいというようなご見解でしょうけれども、そういうものではない

です。だって、この辺のまちの中を歩けば、商店街、商店はたくさんあります。それから企業もたくさ

んあります。 

 昨日も民生費で、介護、障害福祉、高齢者、子育て支援など、各事業部において、やはり実態を調べ

て、そして人数もきちんと把握して答弁されています。やはり、実際、そういうものを私たちも欲しい

のです。一生懸命やられているのは分かるのですけれども、ここに、景況調査委託費、産業基礎調査な

どの経費と書かれていますけれども、これは何か調査をしているというふりなのですか。それは見えま

すけれども、実際、その中身を見たら、そんなものですかという話になってしまうと思うのです。私は

その辺は考えてほしいと思います。それはしっかり申し上げておきます。 

 次に、事業の中に物価高騰支援事業という名称がありますが、これは合理化設備等の更新に使われた

予算ですが、事業所は経営上、必要な光熱費や企業物価高騰で経営資金に追われているのが実態です。

ここで、合理化設備への融資あっ旋ではなく、少しでも支援をしてやるべきではないですか。だって、

生き残りにかけるには大変だと思います。皆さん、これだけ光熱費が上がって、皆さんのご家庭もそう

だと思います。これが企業だったら、光熱費が上がって、各事業所でもガソリンを使っているところは

ガソリン代も上がってやっている。区では、申し訳ないのですけれども、物価高騰を抑えたり円安を修

正したり、景気対策はできませんけれども、私は、少なくとも区内企業に対する支援は平等に対応して

ほしいのです。皆さん、厳しい経営をしています。それで、お風呂屋や運送業だけ支援しています。今

回も２７７件、支援していますけれども、私はやはり平均に、品川区の区内産業です。やはりそういう

ことを考えるべきではないかと思うのですが、ご見解をお聞かせください。 

○小林地域産業振興課長  品川区の支援として、やはり融資あっ旋が予算規模として大きいというの

はそのとおりでございますけれども、今、委員ご指摘の電気代・ガス代というのが特に大きな値上がり

を見せているところでございます。今回、９月補正で提案させていただいている物価高騰の助成金は、

全業種を対象としてございます。これは個人事業主の方も対象にしてございます。その狙いとしては、

やはり継続的にいわゆる電気代そのものへの補塡というのは、なかなか継続性という意味でも難しいの

ですけれども、ここで一旦、省エネ化の設備に変えていただくことにより、その中で将来的な電気代・

ガス代の削減につなげていただく。その中で、生産性の向上や業務の効率化にもつなげていただく。今

回は新紙幣の券売機対応なども進めてまいりますけれども、そういった現場の声というものにも対応し

た助成金も使っております。我々として、これだけという単独のメニューではなくて、できるだけ複数

のメニューを事業者の皆さんに示させていただいて、商店街の予算もそうでございます。そういった中

で総合的な支援を行ってまいりたいと考えております。 

○須貝委員  先ほど申し上げましたけれども、設備資金は、お金がないとできないです。それは返済

もしなくてはいけない。そうではないのではないですか。今、３,０００円でも５,０００円でも、光熱

費を少しでも補塡していただければありがたいと、みんな思うのではないですか。私は、そういう思い
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やりというのは大事だと思うのです。何万円もではないです。確かに運送業には１件当たり１６万円以

上の支援をしている。でも、やはりその辺は、私は平等に対応するように考えてほしいと思います。 

 次に、プレミアム付区内共通商品券発行助成、そして運営資金貸付金について質問します。 

 品川区で３億円を助成しているからには、このプレミアム付区内共通商品券が使われたお店または業

種、お店の店舗数、使用された枚数などについては、きちんと私は議会に報告するべきではないかと思

うのですが、この辺、ご見解をお聞かせください。 

○小林地域産業振興課長  ただいまのプレミアム付区内共通商品券がどういう分野・業種で使われた

かということでございますけれども、令和５年度、これは春のデータでございますけれども、一番多く

使われたのは生鮮食料品・加工食品・飲料等の分野、業種でいうと飲料品の小売業ということになりま

すけれども、これが３４％。２番目が外食、飲食店でございますけれども２３％。３番目が自転車、商

店街は自転車屋が多いですけれども、機械器具・小売業、６.９％。そのほか、医薬品・化粧

品、６.１％、理髪店・美容等が５.５％となってございます。やはり、これを見ると、プレミアム付区

内共通商品券を使って、日常の、ふだんのやはり庶民の生活に必要なものを商店街近くの中で買ってい

ただいて、地域にお金を落としていただく。その中で地域経済が回る仕組みを行っている事業というこ

とで、目的というのを、業種も含めて我々として把握しているものでございます。 

○須貝委員  我々は、その中で全く使われていない商品券、そういう店舗や、ごく僅かしか使われて

いない店舗もありますよね。私はそういう全体を、やはり区議会として、区議会議員として見てみたい。

そして、その中で、ここは無理だというところは支援しないといけない。そうではなくて、毎回取りあ

えず助成しますというやり方は、私は不公平だと思うのです。それは何か、取りあえず助成すればいい

のだ。プレミアム付区内共通商品券、商店街振興としてやっているのだ。でも、それは全体ではないで

はないですか。どこかに例えば集中して、その券が使われている。どこかに集中して利益が流れている。

それでは、区でやっているプレミアム付区内共通商品券は、意味がないではないですか。一部のところ

に助成しているようなものではないのですか。ご見解をお聞かせください。 

○小林地域産業振興課長  今回のプレミアム付区内共通商品券ということで申し上げます。 

 対象店舗は約２,０００店舗と承知しております。その中で、先ほど申し上げたような業種別の対象

ということで、区民の方に、あるいは区外の方も若干、１０％程度はいらっしゃいますけれども、９割

近くは区民の方に使っていただいているものでございます。 

 特定の店舗でというところでいきますと、いわゆる券面、紙のというところでございますので、そこ

は課題として残るところはございますけれども、我々として、商店街連合会なり、あるいは個店から頂

いている声として、やはりこれを使って、ふだんの全体のキャンペーンということだけではなくて、商

店街単位のキャンペーンにもこういうものを使っていただくことによって、お客さんに来ていただく。

その中で地域の商店街のにぎわい創出につながるような取組をしていただいていると報告を受けている

ところでございます。 

○須貝委員  きちんと答弁をしていただけませんけれども、やはり使用に対してかなりのばらつきが

あるのではないかと私は思います。そして、きちんと把握されているなら、なぜ資料として我々に見せ

ていただけないのですか。だって、見せていいわけですよね。こうやって有効に使っています。毎年こ

れだけのプレミアム付区内共通商品券を発行しています。助成しています。ではよかった。みんなにき

ちんと均等に、そのお金が有効に使われているのだ。でも、そうではなくて、はいと言って助成を出し

ているだけだったら、これは、ばらまきプレミアム付区内共通商品券と言われてもしようがないですよ



－72－ 

ね。だって分からないのだから。どこにどれだけ使っているのか。一部には相当の金額が流れているか

もしれない。そして、大半のところはほとんど使われていないところもある。実際、やめている商店も

あります。 

 私は、そういうところはやはり改善してほしい。平等に、区内産業、区内の商店を見てほしい。よろ

しくお願いいたします。 

○新妻委員長  次に、石田ちひろ委員。 

○石田（ち）委員  私からは、２９５ページの健康学習や健康づくりなどに関連して、ジェンダー平

等推進条例制定後の健康分野にリプロダクティブ・ヘルス・ライツを位置づけていただきたいというと

ころで質問させていただきます。 

 ジェンダー平等推進条例が制定され、今後は、区の掲げた基本理念を実現させる、実効性のある計画

を立てるということで、品川区ジェンダー平等と性の多様性を尊重し合う社会推進会議が開催され、計

画策定へ議論が始まったところだと思います。この推進会議の関連機関オブザーバーとして、健康課長

も参加されていると思います。２年前の予算特別委員会の質疑で、区民の生涯を通じた健康づくりを推

進することを目的とした「健康プラン２１」に、リプロダクティブ・ヘルス・ライツを位置づけて具体

化することを共産党は求めました。当時の課長からは、どの年齢においても健康を保つことができるよ

う、思春期からの対策と生涯を通じた取組と啓発が必要であるということで、言葉こそ出てこないけれ

ども、計画の中に趣旨や考えは入っていると答弁されました。 

 「健康プラン２１」を確認しましたけれども、やはり、女性の健康を守るというページはありますが、

女性特有の乳がんや子宮がん、骨粗鬆症などにとどまっています。先日も言いましたけれども、リプロ

ダクティブ・ヘルス・ライツという言葉を知らない人が多く、当然、中身も知りません。課長が出席さ

れているこの推進会議でも、そうした声が出ていたと思います。改めて「健康プラン」に、ジェンダー

平等推進条例の視点でリプロダクティブ・ヘルス・ライツを明記して、性と生殖の健康と権利を保障す

る姿勢を明確にすべきと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○若生健康課長  リプロダクティブ・ヘルス・ライツについてでございます。 

 委員にご紹介いただきましたジェンダー平等と性の多様性を尊重し合う社会推進会議に私も出席させ

ていただきまして、その中で、条例の理念を実現するための様々な取組の一つとして、リプロダクティ

ブ・ヘルス・ライツについて知見を持たれている専門家の方のご意見やお話も聞かせていただきまして、

非常に勉強になったところでございます。 

 条例にそういった理念が加わったということは、私ども健康部門としても重要と考えておりまして、

ただ、これについて、これまでの「健康プラン２１」の中にも、以前答弁したとおり、やはり概念とい

うか、その言葉自体は入っていないものの、そういった考え方も含んで女性の健康というところでの取

組を進めているというところでは変わらないものでございますが、こういった新たな取組というところ

も踏まえて、現在策定中の次期「健康プラン２１」の検討の中でも、そういった視点というところも加

えながら議論を進めているところでございますので、そういったところでどういった表記というか、加

え方ができるのかというところは、今、議論しているところでございます。 

○石田（ち）委員  「健康プラン２１」は平成２７年から令和６年までの計画ということで、新たに

なっていく、このタイミングで、ぜひリプロダクティブ・ヘルス・ライツの言葉と説明、中身を示して

いただきたいと思います。 

 ジェンダー平等推進条例ができて、９つの基本理念の中にリプロダクティブ・ヘルス・ライツが入り
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ました。健康課は大きく関連する部署だと思います。その計画に言葉も出てこないのに、どう理解され

るのかと思います。それで、女性の健康だからこの辺かと区民に思ってもらうような計画でいいのかと

思うのです。なので、健康課としても性と生殖の健康と権利を計画に明記していただいて、説明もして

いただいて広げていただきたいと、強く求めておきたいと思います。 

 先日、総務費のところでも言いましたけれども、多くの女性が性については、強制や搾取、差別に苦

しんできた歴史があって、今も刑法の自己堕胎罪や、妊娠中絶には原則、配偶者の同意が必要など、女

性の自己決定権が認められていない現状があります。これらの改善とともに、性と生殖の健康と権利が

保障されているということを広げていくことが大事だと思うのですけれども、この間も紹介したのです

が、２０２２年の資料ですが、人工妊娠中絶数は全国で１２万２,２７５件、１５歳未満が１４７件で、

昨年度比で２２件増えています。１５歳は２５６件で、１０件増えています。１９歳は４,６２０件

で５６９件増えている。この若い世代で妊娠・人工中絶が増えているのです。１人で悩み苦しみ、その

上、中絶手術はいまだに多くが掻爬法です。心も体も傷つけるものです。なので、リプロダクティブ・

ヘルス・ライツは、子どもを産む・産まないを自分で決める権利を保障するものですので、安全な避妊

や中絶を選択できることは大事な権利だと思いますけれども、それは当然、健康課でもそういう認識で

あるかどうかを確認させていただきたいと思います。 

○若生健康課長  人工妊娠中絶等の、望まない妊娠というようなところの認識でございます。 

 当然、健康課としましても、女性も含めた全ての方、区民の健康増進というところで、そういった問

題についても大事な視点と考えておりますので、そういうところでどういった取組ができるかというと

ころは今後考えていきたいと思っております。 

○石田（ち）委員  全ての区民とおっしゃっていただいているのですけれども、ここの分野は多くの

女性が苦しんできたところなのです。ですので、ぜひその視点に立っていただきたいと思うのですけれ

ども、厚生労働省は、第５次男女共同参画基本計画において、処方箋なしに緊急避妊薬を利用できるよ

うに検討することが定められたことを受けて、昨年の１１月から一部の薬局で緊急避妊薬の試験販売を

全国で行いました。薬剤師との面談、そして薬の説明、プライバシーの保護などをしながら販売され、

今年の１月３１日までで、全国では２,１８１件、東京都だけで２６６件の緊急避妊薬が販売されまし

た。試験販売の結果を受けて、現在、販売薬局はさらに広がって、品川区内だけでも６６か所の薬局等

で緊急避妊薬の購入が可能です。これもあまり知られていないことだと思います。知っていたら救われ

る女性はさらに増えるのではないかと思います。 

 こうした情報を区としても、リプロダクティブ・ヘルス・ライツの視点から区民に知らせていただき

たいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○若生健康課長  緊急避妊薬についての、区としての周知ということでございますが、緊急避妊薬は

試験販売という形で、今、開始されているところで、これについては本格実施はまだというところでも

ありますので、区としては状況を注視しているところではございます。 

 ただ、こういったニーズがあることも分かっておりますし、ただ一方で、やはりこういった避妊につ

いては、医学的に安全な方法というところも別に定められておりますので、そういったところの正しい

知識の周知というところは区として大事だと考えているところでございます。 

○石田（ち）委員  権利なので、ぜひそれを広げていただきたいのですけれども、心も体も守ること

ができる方法があるという情報を、とにかく知らな過ぎる、少な過ぎるという状況なのです。なので、

健康課からもさらに発信していただきたいですし、女性の身体を守る、そして産む・産まないも自分で
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決定できる、そういう権利だということを積極的に健康課としても発信していただきたいということを

強く求めて終わりたいと思います。 

○新妻委員長  次は大倉委員ですが、本日欠席のため、次に進みます。 

 質疑を続けます。 

 次に、あくつ委員。 

○あくつ委員  ３０３ページ、産後ケア事業、３２９ページ、商店街活性化事業費、あとは品川区各

会計決算審査意見書、９１ページからも引用したいと思います。時間があれば３１３ページ、環境保全

事業、宅配ポスト設置支援事業について伺っていきます。 

 まず産後ケア事業についてですけれども、午前中、ひがし委員からも質問があったのですが、私から

も具体的な確認をさせていただきたいと思います。決算書には、令和５年度の宿泊型の実績とし

て１４８人ということでした。令和５年度と比較して、令和６年度は事業が拡充されたということです

が、拡充された内容について簡潔に教えてください。 

○石橋品川保健センター所長  令和６年度に拡充した内容になります。 

 日帰り型につきましては、指定医療機関が３施設、増えました。自己負担額も軽減させていただいて

おります。訪問型・宿泊型につきましては合わせて５回までの利用、１歳未満までの月齢に延長をさせ

ていただいたところになります。 

○あくつ委員  拡充していただきました。以下、品川区産後ケア事業をご利用された方からのご相談

を基に質問させていただきます。 

 品川区内には、品川区民のみならず大田区から委託を受けて、大田区の宿泊型産後ケア事業の利用者

を受けている医療機関があります。産後ケアを受けられている妊産婦の間で情報交換をされた時に、そ

の制度の違いに驚かれたそうです。まず、宿泊日数です。品川区の産後ケア事業では、出産・入院から

同じ病院を引き続き利用した場合、最大２泊３日まで、また退院後に利用した場合は３泊４日までと

なっており、１回の出産につきいずれか１回のみとなっており、分割しての利用はできないことになっ

ています。一方で、例えば大田区の場合、最大で５泊６日の利用が可能です。そして、その５泊６日を

数回に分けて利用することもできます。例えば１泊２日と３泊４日で６日間利用、または１泊２日を３

回で６日間利用という組合せは自由。これは、ホームページにそういう自由な組合せの例が載っており

ます。また、利用する医療機関を変更してもよいことになっています。 

 名前は伏せますが、品川区や大田区でも委託している、港区麻布にある、芸能人がよく利用するので

有名な医療機関は１泊６万５,０００円と高額ですが、産後ケアとして一度は利用してみたい。例えば

そこに何泊かして、残りは自宅近くの医療機関に宿泊する。医療機関を組み合わせて使用するという使

い方をしている方もいらっしゃるそうです。 

 ちなみに、この医療機関が所在する港区の産後ケア事業の宿泊助成は上限６泊７日。これは簡単に言

えば品川区の２倍、分割の利用も可能となっております。品川区内の病院で品川区民として産後ケアを

受けている方が、隣にいらっしゃった、産後ケアを受けている大田区の方とお話をすると、２泊多く泊

まれると。また、分割で利用できると。そのことを率直に言えば、言い方は難しいのですけれども、格

差と感じてしまうというご意見でした。子育て・教育で選ばれる品川区を森澤区長は目指していらっ

しゃるということでございます。宿泊日数の上限は、やはり少なくとも隣接区である大田区のように５

泊６日、できれば港区のように６泊７日というように、お母様がゆっくりと過ごせる時間を確保できる

ようにしていただきたいというのが率直な願いです。また、体調等に合わせて分割利用、ラグジュア
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リーなところを利用するということもそうなのですけれども、全部を丸々利用しなくても、１回休んで、

また自宅に戻って、そしてまた利用できるという分割利用も可能にしていただきたいと思いますが、い

かがでしょうか。 

○石橋品川保健センター所長  宿泊型の分割の利用、あと泊数についてのご質問になります。 

 現在、品川区では７医療機関と契約しております。退院後、最大で３泊４日という、委員のお話のと

おりの泊数になります。品川区は、私どもでも近隣区の状況というのを確認しておりまして、例えば大

田区など、同じ医療機関と契約しているところも複数あるのは認識しております。その中で、泊数の違

いがあることも認識しております。今後、病院の病床等の確保の面もいろいろありますので、その辺り

も含めまして、泊数は、利用者の声も基に、いろいろ検討はしていきたいと考えております。 

○あくつ委員  いろいろな事情があるのは分かるのですけれども。 

 次に、自己負担額です。品川区では、指定医療機関であれば、どの病院であっても現在１泊２日、先

ほど拡充されまして７,５００円で済むと。２泊３日では１万５,０００円。そして、３泊４日、最大

で２万２,５００円で済むというふうになっています。一方で大田区の自己負担額です。これもびっく

りしてしまうのですけれども、１泊でなくて１日２,５００円、１泊２日だと５,０００円、２泊３日

で７,５００円、３泊４日で１万円、そして最大５泊６日泊まっても１万５,０００円の自己負担である

と。分かりやすく品川区の宿泊の上限である３泊４日で比較しますと、品川区民は２万２,５００円、

大田区民は１万円です。同じ病院で同様の産後ケアを受けていても、品川区の妊産婦の自己負担額が大

田区民の２.２５倍多い。いろいろな事情があると思うのですけれども。なお、港区では利用者負担金

は医療機関ごとに１,６００円から８,０００円まで、それぞれ医療機関ごとに分かれている。先ほど

の１泊６万数千円というところもあるので、分かれている。 

 これはやはり、宿泊費用が高額な一部の医療機関、ここまで一律とは言いませんけれども、区内の医

療機関においては、やはりここも大田区と同等以上の自己負担額の設定、大田区はかなり、何というの

ですか、非常に突出していて、１日２,５００円というのは、かなり安いというか、自己負担額が安い

というところ。これ以上安くしろというのは、なかなか難しいと思うのですけれども、自己負担額の設

定を、同等のものをお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○石橋品川保健センター所長  宿泊型の自己負担額についてのご質問になります。 

 委員がおっしゃられたとおり、今年度も一応、令和５年度よりも令和６年度は自己負担額の軽減とい

うことで金額を下げさせていただきまして、努力はさせていただいたところになります。ただ、先ほど

もお話しさせていただいたとおり、近隣区の状況もこちらで把握しております。７医療機関で、それぞ

れ今、区の負担額が医療機関ごとに違う部分もありますので、今後、自己負担額を一律にするかどうか

も含めまして、検討していきたいと考えております。 

○あくつ委員  どうぞよろしくお願いします。 

 最後に、先ほど、ひがし委員からもありましたけれども、申請方法について伺います。 

 品川区では事前申請が必要となっています。これもひがし委員の質疑でも答弁がありましたけれども、

今、電子申請ができるようになりました。もしくは、保健センターでの助産師面談というのを受ける。

これは妊娠２８週から利用予定日２週間前までに申請することになっています。申請後に、品川区産後

ケア宿泊型事業利用承認通知書というものが発行される。それを郵送、もしくは窓口に受け取りに行く。

電子申請による通知書の発行には２週間程度かかるとホームページには書いてあります。なお、助産師

面談では即日発行可能ですが、そもそも面談の予約を取る必要があります。承認通知を紙で受け取って、
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指定施設へ直接予約を取って、そして産後ケアを利用してサービスを受けて、利用後に利用承認書を出

して自己負担額を払う。このような手順だと承知しております。 

 これも、恐縮ですが大田区のところ、これも既に言われたので、そのままお伝えすると、大田区は令

和６年４月から利用券方式というものになっています。これは、赤ちゃん訪問の際に、訪問員から産後

ケア事業利用券という冊子を渡されるそうです。事前の申請手続は必要なく、いつでも医療機関に直接

予約して、産後ケアを利用して、最後にこの利用券を提出するという仕組みになっている。これは、病

院に行ったときに、やはり手間を見たときに、何というのですか、産後ケアの手続の手間が随分違うの

だなというお話があったということです。 

 こうした手続についても、紙の承認通知書の発行などに伴う事前申請の有無は、医療機関によっても

受入れ方が異なるのかもしれないですけれども、妊婦が一番利用しやすい形にしていただければと思う

のですけれども、いかがでしょうか。 

○石橋品川保健センター所長  宿泊型の手続についてのご質問になります。 

 今、品川区では、電子申請で品川区に申込みをしていただきまして、その後、利用通知書をお渡しさ

せていただいて、その通知書をもって各医療機関に申請申込みの予約を取っていただく形を取っており

ます。確かに１週間から２週間、時間を頂いておりますのは、申請していただいて、区民であるかどう

か、あとは、その後、いろいろ支援が必要な方かどうかというところも含めて、いろいろ確認させてい

ただいてから、利用通知書を発行させていただいているところになります。 

 ただ、電子申請になりましたので、面談等という形で足を運んでいただく必要はなくなりました。確

かに利用の申込みを区にしてから少し時間がかかってしまっているところは、今、保健センターとして

も課題として捉えておりますので、そこの部分は時間を短く対応できるようにと考えております。 

 また、利用申請書を今、医療機関に持っていくということが必須になっておりますので、その辺りは、

各医療機関とどのような形で手続を進めていけるかということも今後しっかり検討してまいりたいと考

えております。 

○あくつ委員  こちらが言いたいことをしっかり受け止めていただいて、多分、医療機関によっても、

もう「電話一本でいいですよ」という医療機関もあれば、「しっかり区の承認を受けたものを持ってき

てください」という医療機関もあって、様々だと思うのですけれども、そこについては利用者ニーズ第

一ということで、ぜひよろしくお願いします。 

 産業経済費の商店街活性化事業費で、先ほどの松本委員の質問とかぶってしまったのですけれども、

いわゆる商店街の街路灯の話で、これも自民党の澤田議員と一緒に、自分と同じ地域の商店街の方から

ご相談を受けたことについて、全く先ほどの認識と一緒で、そこも会員の方が非常に減ってしまって、

今まさにそういったものに直面していると。それは区ともご相談して、様々なアドバイスを受けて、先

ほど課長からもご答弁のあった東京都の助成金、５分の４の助成を受ける手はずで今進んでいるところ

であります。 

 今回の監査意見書の９１ページに、次のような審査の総括意見があります。少し引用させていただき

ますと、新たな課題に対する部署間の連携についてであると。まず、商店街の街路灯の維持管理につい

ては、原則的には商店街の責任であることは理解すると。その一方で、閉鎖後の商店街ではそれらの対

処が困難になっていることも事実である。景観維持や安全面の点で地域全体に影響を及ぼすこともある

から、閉鎖後の商店街であっても、区の関係部署の協力体制の下、組織横断的に問題解決に取り組まれ

たい。このような指摘がありました。所管である地域産業振興課では、この決算審査意見書の総括意見
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というのはご覧になりましたでしょうか。また、こうした商店街の街路灯の維持管理が困難となってい

る商店街、先ほどの松本委員の地元もそうだし、私どもが受けている、そういったところもそうだとい

うことで、既に２つあるのですけれども、そうしたご相談は今複数あるのでしょうか。そして、この監

査意見の指摘する新たな課題については、区の関係部署の協力体制、組織横断的な問題解決ということ

を求めているのですけれども、具体的にはどのようにお考えになりますでしょうか。 

○小林地域産業振興課長  ただいま委員からご質問のありました、今後の商店街の活動といいますか、

街路灯の管理というところでございます。 

 これについては、我々、商店街支援の部署だけでなく、商店街連合会のスタッフ、あるいはサポー

ターの皆さんというところも含めて、例えば財務状況がどうなっているか、今後の活動の見通しはどう

であるかということ等を含めて、もし仮に今後、商店街の存続が難しいということであれば、そういっ

たところの対処、東京都の補助金のご案内から、また今後、地域として、仮に商店街の街路灯がなく

なった場合に地域の皆さんが明かりがなくなって、防犯上心配にならないかといったところも、我々は

心配というか、懸念しているところでございます。そういった部分につきまして、先ほどの監査のご意

見でございますけれども、こちらについては、我々は従来から、委員の周辺の地域の問題も含めてです

けれども、道路課と関係情報を共有させていただいて、必要な今後の対処も含めて、連携してやってい

こうというような話をしているところでございます。 

○あくつ委員  今回もそこまで行き着くのに結構いろいろな紆余曲折があったという感じがします。 

 １点だけ、先ほど松本委員の最後の質問、意見というかがありましたけれども、商店街の街路灯の譲

渡、維持管理について、品川区として、これは場合としては受けていただけるのかどうか。ここについ

てどのようにお考えか、最後にお聞かせください。 

○小林地域産業振興課長  監査の意見書にもあるとおり、基本的には商店街の私有物という扱いでご

ざいます。ただ、いろいろ、この問題は、今現状は問題がないところでございますけれども、今後、そ

ういう対処が、基本原則論だけで対処できない場合がないのかというところは考えてまいりたいと思っ

ております。 

○新妻委員長  最後に、まつざわ委員。 

○まつざわ委員  私からは、３２７ページの中小企業活性化事業費のうち、経営相談事業についてお

聞きします。時間があれば、２９７ページのＡＥＤ管理費です。 

 まずは、経営相談事業についてお聞きします。この事業は何人かも聞かれていましたけれども、これ

は名称のとおり、区内中小企業の皆さんからの経営相談に対応するための事業だと思いますが、具体的

に今現在、どんな相談が寄せられていて、それがどの程度の件数なのか、まずお聞かせください。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご質問のありました経営相談事業でございます。 

 こちらは、区内中小企業の育成と経営の安定を図るため、中小企業診断士などの専門相談員が、例え

ば設備資金や運転資金の確保などの資金繰り対策や、あるいは開業・創業準備、あるいは経営改善を行

うための事業計画の見直し、生産性の向上に向けた助言指導といったものに、経営相談の中で対応して

いるものでございます。 

 件数としましては、全体の件数は年間で３,６４１件の相談が寄せられておりまして、最も多い相談

は金融・資金繰りの部分で２,４９２件でございます。２番目が開業。こちらは徐々に増えてきている

相談でございますけれども、７８４件。３番目としまして、経営の事業計画の見直しといったものにつ

きまして、これが８８件程度と認識してございます。 
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○まつざわ委員  １年間で３,６４１件。これは多分、１社で複数の相談もあるかと思っています。 

 区内には約２万社ぐらいですか、事業者が活動していると。たしか２万社ぐらい、事業所があると

思っているのですが、そういった困り事というのが多く寄せられているというのは分かりました。１番

が要は金融、２番目が開業で、３番目が見直しということは確認が取れました。 

 さらにお伺いしたいのですけれども、午前中にも質疑があって、インボイスの話が今回、多く出まし

た。このインボイスというのも、昨年の１０月から導入されています。１０月から導入されたインボイ

ス制度の相談も経営相談の中にあるのかないのか。これをまず聞かせてください。そして、あれば件数

なども教えてください。 

○小林地域産業振興課長  ただいまご質問のありました経営相談の実績３,６４１件の中でございま

すけれども、直接的にといいますか、そのものずばり、インボイスの相談というものについては、直接

の相談件数は０件であると認識しておりまして、これは品川区だけのことかと思い、近隣区にも確認し

ておるのですけれども、やはり近隣区においても０件、あるいはあってもまたごく僅かな件数であると

いうことを確認しております。 

○まつざわ委員  相談が０件、近隣も少ないのですか。 

 そうすると、経営相談をされている方が３,６４１件です。これだけいらっしゃっていて、インボイ

ス制度の対応に困っていると陳情にもありました。そういう人は一体どこに相談されているのか教えて

ください。 

○小林地域産業振興課長  インボイスの相談がどういうところにというところでございますけれども、

我々が認識しておるところでは、国がインボイスのコールセンターという専門相談窓口を設置しており

ます。制度導入前から導入後の現在も、これは運営されているわけでございますけれども、例えばイン

ボイスの登録の必要性があるのかないのかといったこと、あるいは税負担の軽減を受けるための手続は

どうやればいいのか、あるいは会計ソフト、レジ、券売機などを購入するための補助金のご案内など、

そういったところを含めて幅広く、インボイスコールセンターで相談対応が行われております。少し古

い数字になりますけれども、令和５年度の上半期には１か月当たり４万件から６万件の相談対応という

のが国で行われていたという新聞報道を確認しております。 

○まつざわ委員  事業所の皆さんの、こういうインボイスの相談というのが、品川区、近隣で言うと

大田区という自治体ではなくて、国の今、先ほど相談窓口というのはインボイスコールセンターに集中

して寄せられている理由はどういったものなのか、分析があったら教えてください。 

○小林地域産業振興課長  経営相談というのは、我々としてこういうものをお受けする、絶対こうい

うものをお受けしないというのは、地方自治体でもないわけでございますけれども、インボイス事業者

の登録情報や課税情報といったものは国が一元的に情報を把握しております。ですので、例えば個別具

体的な相談につきましては、やはり課税情報や登録情報に基づいて、責任ある解釈や判断を下すことが

できるのは国ということで、そういう相談が寄せられているのではないかと推測しております。 

 ただ一般的な相談ということにとどまらず、例えばこれは、きめの細かい対応としまして、文化芸術

産業、いわゆるクリエーターの方などの相談には文部科学省が、あるいは建設業の相談には国土交通省

が、あるいは不公正な取引の監視については公正取引委員会などが対応するというように、業種別の相

談ができるというのも、やはり事業者の方が、そういう専門的なというのですか、責任ある見解を聞き

たいということで相談対応をされているのかなと推測しております。 

○まつざわ委員  今、インボイスのお話を聞きますと、専門的な相談窓口というのが、国にコールセ
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ンターとして設置されているから、そこにインボイスの困り事というのは大変多くの方、４万件から６

万件という方が寄せられているということは理解いたしました。 

 一方で品川区の話に戻らせてもらいますと、区にも３,６４１件、経営相談が寄せられているという

お話でした。地域経済に関するお困り事としまして、区内事業の皆さんは、長期化する物価高騰、そし

て人手不足、デジタル化など、様々な経営課題の対応を求めていく必要があると思います。こうした地

域の悩み事、お困り事に関しては、引き続き丁寧な相談体制をしていただいて、区としての事業者支援

をさらに充実させてください。よろしくお願いいたします。 

 次に、ＡＥＤです。総務省消防庁によりますと、救急車の現場到着時間は年々長くなっています。令

和２年度の救急車の到着は七、八分だったのですが、最近では全国で１０分３秒、初めて１０分を超え

たという新聞記事がございました。そうすると、到着前に救命処置をする重要性というのが非常に増し

ていると思っています。 

 救命処置というのは、一般的には心臓マッサージや心肺蘇生、ＡＥＤを用いた除細動というものを含

んでいますが、品川区はＡＥＤの設置の拡充という部分で、コンビニエンスストアと提携しまして拡充

を図っています。これは、事務事業評価資料を見ましても、しっかりと目標の数字というのはクリアし

ていることが確認できました。 

 その中で１点、気になったのが、昨年度、高齢者施設等で１１回のＡＥＤの使用があったと記載があ

りますが、どんなケースだったのか教えてください。 

○若生健康課長  昨年度のＡＥＤの使用実績でございますが、内訳としては、高齢者施設で７回、し

ながわ中央公園で１回、家庭あんしんセンターで１回、それから学校で２回となっております。 

 そのケースとしては、例えば学校で使われた例では、学校の生徒などが対象ではなく、道で人が倒れ

ていて、それで、たまたま通りがかった人が、近くに学校があったのでそこでＡＥＤを借りて、救助に

行ったというような事例もございました。 

 それから高齢者施設ですと、昼食中の誤嚥によってＡＥＤが必要になったというようなケースが多

かったところでございます。 

○まつざわ委員  こういうケースというのは、やはりあります。でもこれは、ＡＥＤの場所が分から

ないと大変困ると思っているのですけれども、ＡＥＤの場所が分かる対応というのが今、品川区はある

のか教えてください。 

○若生健康課長  区では、ホームページ「しながわＭＡＰ」に区設置のＡＥＤを掲載しているほか、

日本救急医療財団の全国ＡＥＤマップへのリンクも掲載しております。こちらは全国的にも広く活用さ

れておりまして、区設置以外の民間施設も含めた、国内で３０万件以上のＡＥＤ登録があるということ

で、こちらを積極的に、活用を促しているところでございます。 

○まつざわ委員  マップは存じています。しかしこれは、探すときにマップを見るのが大変で、例え

ばアプリで場所がありますよというのも、実際に最近、新しくなっております。これは、ＡＥＤが解禁

されて今年２０年目でありますので、ＡＥＤの設置場所が誰でも分かるようにしていただけたらと思い

ます。 

○新妻委員長  以上をもちまして、本日予定の審査は全て終了いたしました。 

 次の会議は、１０月１０日午前９時半から開きます。 

 本日は、これをもって閉会いたします。 

○午後４時４１分閉会 
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委 員 長  新 妻 さえ子 

 


